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序章 
研究課題と方法 
 2 
第一節  先行研究と課題の設定・方法  
本研究の目的は、第一に、第二次世界大戦後 (以下、戦後 )のイギリス １に
おいて大規模な寄宿制盲学校への再編が生じ、その後約 30 年にわたって展開
した経緯、及びその教育的・社会的意義を明らかにすることである。第二に、
その後、大規模な寄宿制盲学校がインテグレーションへと発展した過程を同
国の学校教育全体との関連や社会的背景を踏まえて解明することである。  
戦後のイギリスの教育の枠組みを作った 1944 年教育法を直接の契機とし
て、それまで 5 歳から 16 歳までの視覚障害児を 1 つの学校で幅広く受け入れ
てきた同国の盲学校は、子どもの年齢や視力、さらには適性・能力によって
分類して就学させる学校へと再編された。この再編により、全国におよそ 70
校存在した学校数は 16 校に統合され、そのすべてが大規模な寄宿制学校とな
った。これにより、それまで同一の学校に在籍していた盲児と弱視児が分離
されたほか、年齢によって、 5 歳から 11 歳までを対象とした初等学校と 12
歳から 16 歳までを対象とした中等学校が別々に設置された。さらに、中等学
校は子どもの適性・能力や教育目的によって、高等教育機関への進学を目的
とするグラマー・スクール、職業教育を目的とするテクニカル・スクール、
その他一般教養の修得を目的とするモダン・スクールの 3 つに分岐した。  
1944 年教育法は、戦前のイギリス教育の制度的根幹にあった社会階級によ
る教育制度の分断を問題視し２、すべての者への普遍的な中等教育の提供と、
初等教育から高等教育までを包括する継続的階梯制度の導入を試みた法律で
 3 
あった (Ministry of Education [1951a] 39)。さらに 1944 年教育法が障害児
教育において果たした意義としては、イギリス史上初めて、障害児教育を通
常の教育制度の一環として位置づけたことが挙げられる (プリッチャード  
[1969] 208-209)。しかし実際には、 1944 年教育法は障害児学校に対して、
通常学校とは異なり、初等教育と中等教育の分離を義務づけるものではなか
った（ Ministry of Education, 1944c）。このことは、盲学校再編の実現には、
1944 年教育法以外の要因も大きくかかわっていたことを示唆する。しかし、
今日に至るまで、この時期の盲学校教育に関する研究はほとんどなされてこ
なかった。  
さらに、1970 年代に入ると、戦後の盲人雇用の権利運動を展開してきた新
当事者運動団体によって、戦後に出現した大規模寄宿制盲学校は批判の対象
となり、その問題の解消策としてインテグレーションが提唱された。  
イギリスは、 1978 年のウォーノック報告書と 1981 年教育法によっていち
早くインクルーシブ教育へと方向転換をはかった国として知られている。し
かし、その具体的過程を解明した研究、とりわけ視覚障害に焦点を当てた研
究は皆無である。  
本研究は、以下に示す点においてインクルーシブ教育に志向する日本の障
害児教育の在り方を考える上で重要な意義があると考える。インクルーシブ
教育は今日の国際社会において、教育の基準として支持されている。インク
ルーシブ教育の理念自体に異議を唱える者はほとんどいない。しかし、イン
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クルーシブ教育の定義は明確ではないことに注意をする必要がある。インク
ルーシブ教育の議論においては、しばしばその対極的存在として特殊教育を
位置づける傾向がある。例えば、日本でも、障害者に関する権利条約の批准
に向けて、国内制度見直しを検討するために 2009 年に設置された障害者制度
改革推進会議において、インクルーシブ教育を推進する立場の委員から、従
来の特殊学校を維持する特別支援教育はインクルーシブ教育に適合しないと
の見解が示されたが、こうした指摘も、その一例と言えるであろう。  
その一方、それに対する異論や、インクルーシブ教育の定義に関する議論
もある。イギリスでは、インクルーシブ教育への転換を図った 1980 年代以降、
多くの特殊学校が廃校となった。一方で、この 30 年間、教育の実態調査が重
ねられ、インクルーシブ教育の定義についても議論が続いている。特に、1978
年のウォーノック報告書に委員長として名をつらねる M.ウオーノック（ Mary 
Warnock）自身が、すべての子ども達が同じ屋根の下で教育を行う従来のイン
クルーシブ教育の定義を見直し、少人数の特殊学校の意義の再評価を行うこ
とを提案した 2005 年ウォーノック論文をめぐっては大きな議論が起きてい
る（ Warnock [2005] 39）。  
本研究は、イギリスにおける大規模寄宿制盲学校の設置過程とその教育
的・社会的意義を検討する。さらに、その大規模寄宿制盲学校がインテグレ
ーション（インクルーシブ教育）へと転換した要因と過程について、同国の
学校教育全体との関連や社会的背景を踏まえて検討する。このことは、特殊
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学校の意義と限界についての解明を可能にするがゆえに、日本の特別支援教
育の今後を考えるための重要な基礎資料となりうると考える。  
イギリスの盲学校教育史を扱った研究には以下に示すものが存在する。ま
ず 、 18 世 紀 末 か ら 20 世 紀 初 頭 ま で を 対 象 と し た 研 究 と し て は 、
Illingworth(1910)、 Ritchie(1930)、 Payne（ 2002)、 Oliphant(2007)が挙げ
られる。盲学校校長であった Illingworth (1910)及び Ritchie(1930)は、盲
学校の創設期にあたる 18 世紀末から 20 世紀初頭までの発展の様相を通史的
に執筆しており、特に Illingworth(1910)は、当時、盲学校教員の養成を行
っていた盲学校教員養成組織 (College of Teachers of the Blind: 以下 , CTB)
のテキストとして同書を執筆したこともあって、通史的要素が強い。さらに
Payne(2002)は、創設から 20 世紀初頭までのイースト・アングリアン盲学校
(East Anglian Institution for the Blind)を主な対象として、年次報告書
などの一次資料をもとに、教育の実態を明らかにしている。Oliphant（ 2007）
は盲学校創設期から 1900 年までの盲学校教育の様相を地域・社会との関わり
を踏まえ明らかにしている。さらに、日本における数少ない研究としては、
19 世紀末に実現した障害児義務教育制度の成立にいたる過程を明らかにし
た山口 (1993)が挙げられる。山口 (1993)の研究は、同国の障害児教育が救貧
対策及び予防対策から学校教育へと展開した過程やその背景要因を、義務教
育法が成立する経緯を議会の議事録などの一次資料を用いて解明している。
山口の研究は、障害児義務教育の中になにゆえ職業教育が含まれていたのか
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など、これまでの先行研究では深く追求されてこなかった背景要因を一次資
料を駆使して解明している点で意義深い。しかし、残念ながら視覚障害教育
のみを対象とする研究ではないため、視覚障害教育に関する記述は部分的で
あり、いずれも二次資料に基づくものである。  
さらにこれらの研究は、いずれも 20 世紀初頭までが検討の対象であるため、
当然ながら本研究が対象とする第二次世界大戦後（ 20 世紀後半）については、
触れられていない。  
20 世紀半ば以降の盲学校教育に焦点をあてた研究は、French(2006)による
研究論文と、 Royden（ 1991）、 Fletcher（ 1984）、 Monk（ 1952）による特定の
盲学校を取り上げた学校史がある。視覚障害当事者であり、盲学校在籍経験
をもつフレンチは、61 人の視覚障害当事者に対し行ったインタビュー調査を
もとに、 20 世紀初頭から 21 世紀までの盲学校教育を明らかにしている。こ
れは、これまで多くの研究が教育専門家や研究者によって行われたのに対し、
当事者の視点から書かれた盲学校教育史という点では、これまでに類を見な
い研究であったといえよう。また、著者本人がもつネットワークを活用した、
幅広い年齢や、異なる盲学校出身者を対象としたインタビュー調査は、盲学
校での正の経験だけでなく負の経験をも鮮明に描写している。しかしながら、
その実態の背景にある教育者の意図や社会的背景についての記述は希薄であ
り、よって、描き出されているのは盲学校教育の一側面に過ぎない。  
リバプール地域史研究者である Royden(1991)は、イギリス最古の盲学校で
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あるリバプール盲学校 (Royal School for the Blind, Liverpool)について、
創設期から 1991 年までの実態を年次報告書、学校調査官報告、その他非公刊
である日誌や書簡などをもとに明らかにしている。また、 Monk（ 1952）及び
Fletcher（ 1984）は、いずれもチョーリーウッド盲学校及びウースター盲学
校の校長を務めた人物であり、それぞれの盲学校について在職期間であった
1920 年代から 1950 年代及び、1950 年代から 1980 年代までを取り上げ、盲学
校の発展過程を詳細に述べている。これらは、本研究の目的である盲学校再
編の成果と限界について、同国の学校教育全体との関連で解明することを実
現する上で重要な資料である。しかしながら、いずれの研究も、特定の盲学
校のみを対象とするものであるため、他の盲学校や当時の地域・社会及び産
業構造の変化との関わりにおいて相対的に明らかにした研究ではない。また、
とくに Fletcher（ 1984）と Monk（ 1952）については、学校関係者自身による
研究であることから、記述の内容については、他校との比較により相対的に
把握しなおす必要がある。  
一方、 Pritchard（ 1963）による研究は、障害児教育創設期から 1960 年代
までのおよそ 200 年間を対象としており、山口 (1993)によれば、すべての障
害児を取り扱った唯一の障害児教育史である（山口  [1993] 7）。同研究は、
障害児教育が一般教育の一環として位置づけられる契機となった 1944 年教
育法を取り上げ、同法による障害児教育への影響について論じており、なか
でも盲学校再編に関連する事柄に関しては次に示す重要な指摘を行っている。 
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一つは、 1944 年教育法を契機に導入された 11 の障害カテゴリーとその規
定によって、盲児は寄宿学校で教育されるべきこととなった事実である。プ
リッチャードは「よって従来盲児のためにもうけられていた通学制学校のな
かには廃校しなければならないものもでてきた」としている。しかしながら、
障害児教育全般を扱った研究であるため、視覚障害教育についての記述は、
あくまでも研究の一部に留まっているほか、その記述も法制度を基点として
分析した結果に過ぎない。つまり、1944 年教育法の制定を契機として生じた
大規模な学校再編の詳細や、その後の展開過程については言及されていない。
ここに、さらなる検討を要する問題が存在する。  
まず、第一の課題として、大規模寄宿制盲学校の出現背景を明らかにする
ため、再編の根本にあった思想や理念を明らかにすることが挙げられる。そ
のためには 1930 年代の盲学校教育の実態を把握し、学校関係者や学校教育に
携わる団体組織が当時の実態をいかに評価していたのかを分析する必要があ
る。とくに、全国の盲学校教員が会員として加入していた CTB と盲人協会
（ National Institute for the Blind: 以下 , NIB）３の見解や思想について
は、盲学校教育関係者内だけでなく、国内の盲学校教育制度の作成の際にも
関わるなど影響力があったことから、検討する必要がある。  
第二の課題として、盲学校における教育の目標、内容及び方法の変化を一
次資料を基に、再編前の実態との比較を通して明らかにすることが挙げられ
る。  
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第三の課題として、その後イギリスにおける地域・社会や産業構造の変化
と共に盲学校教育がいかに発展・展開したのか、またその限界について明ら
かにすることが挙げられる。その際に、 1960 年代後半から 1970 年代にかけ
て活発化する障害当事者運動やインテグレーションの拡大との関連とあわせ
て検討していく。  
具体的な視点としては、思想、対象、内容・方法、財政、地域・社会とす
る。思想は、学校経営側による学校教育に対する考え方を示す。対象につい
ては、それぞれの盲学校に在学していた盲児を示す。なお、多くの盲学校で
は戦後も盲人授産所を持ち合わせていたが、本章では戦後の教育改革の影響
を見るため、直接改革の対象となった義務教育段階（ 5-16 歳）の子どものみ
とする。内容・方法には、盲学校のカリキュラム、日課や指導法、教材・教
具、教員を含む。地域・社会では、イギリスにおける産業構造の変化や障害
者に関連する国民の思想 ４の変化を含む。  
 
 
次に主たる検討対象であるが、本研究では、ヘンショー盲学校（ Henshaw's 
Institution for the Blind）、ヨークシャー盲学校（ Yorkshire School for the 
Blind)、バーミンガム・ロイヤル盲学校（ Birmingham Royal Institution for 
the Blind）、ロイヤル・ビクトリア盲学校（ Royal Victoria School for the 
Blind）の 4 つを取り上げる（表１）。  
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表 1 研究対象とする盲学校の特徴  
戦前 戦後
1
ロイヤル・ビクトリア盲学校
（Royal Victoria School for the Blind）
1837 基礎学校（5-16歳）
初等教育学校
（5-12歳)
2
ヨークシャー盲学校
（Yorkshire School for the Blind）
1833 基礎学校（5-16歳）
中等モダン・スクール
(11, 12-16歳)
3
ヘンショー盲学校
（Henshaw's School for the Blind）
1837 基礎学校（5-16歳）
中等モダン・スクール
(11, 12-16歳)
4
バーミンガム・ロイヤル盲学校
（Birmingham Royal School for the Blind）
1852 基礎学校（5-16歳）
オール・エージ・モダン学校
(5-16歳)
5
ウースター盲学校
（Worcester School for the Blind）
1866
セカンダリー・スクール（5-
16歳以上）
中等グラマー・スクール
（11, 12-16)
学校種
学校名 創設年
 
 
ヘンショー盲学校はイギリス北西部のマンチェスターに、ロイヤル・ビク
トリア盲学校はイギリス北部のニューキャッスルにある盲学校である。ヨー
クシャー盲学校は、イギリス北部のヨークシャー州に、そしてバーミンガム・
ロイヤル盲学校は、イギリス中部でロンドンに次ぐ第二の工業都市バーミン
ガムにある。いずれも、 1830 年代から 1850 年代にかけて慈善団体により設
立され、学校機能以外に職業訓練部門と授産所を併せもつ比較的大規模な学
校・施設である点において、イギリスの典型的な盲学校・施設であるといえ
る。さらに、戦後の再編によりヘンショー盲学校及びヨークシャー盲学校は
中等教育モダン・スクールへ、そしてロイヤル・ビクトリア盲学校は初等学
校へ移行している。また、バーミンガム盲学校は戦前と同様に 5-16 歳までを
対象とするオールエージ・モダン・スクールとして残っているなど、戦後の
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盲学校再編の実態を反映した形への変容を遂げた盲学校である。  
 
 
対象時期としては、盲学校教育関係者によって盲学校再編が構想された
1930 年代から、障害種別に基づく特殊教育から特別ニーズ教育（ Special 
Needs Education）への移行が模索され、視覚障害教育の分野においては障害
当 事 者 に よっ て 盲学校 批 判 と イン テ グレー シ ョ ン への 転 換が主 張 さ れ た
1980 年代初頭までを設定する。  
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第二節  構成と資料  
以上述べてきた諸視点に基づき、対象時期全体を各時期の特徴に応じて 3
つに区分する。まず第 1 期は、盲学校再編案が浮上した 1930 年代から再編案
が具体的に構想されるようになる 1940 年代初頭までを設定した。続く第 2
期は、通常教育における学校再編の実現とともに、盲学校再編も一応の完成
をみる 1944 年教育法の制定から 1960 年代初頭までとした。さらに第 3 期は、
当事者運動の発生などの社会変化と共に一部の視覚障害当事者団体によって
盲学校批判とインテグレーション要求が提唱され、議論が展開する 1960 年代
半ばから 1980 年代初頭までを設定した。  
本論の構成は、この時期区分にしたがって編成する。すなわち全体を三章
構成とし、第一章一節では、盲学校再編を実施する根拠に関して 1930 年代の
盲学校教育の実態を明らかにする。その上で、二節、三節において、盲学校
再編が構想された背景や経緯、また構想時の議論の内容を明らかにし、その
内容が 1930 年代から 1940 年代初頭にかけてどのように具体化したか、戦時
中の盲人雇用の拡大や戦後の民主的市民育成の期待を背負った新教育法等の
社会的背景と対比させながら解明する。また、戦後まもなくして何ゆえに全
国規模の盲学校再編が実現したのか、その要因について当時の社会的背景と
合わせて考察する。なお、戦後の学校再編はこれまでの研究においては、1944
年教育法の規定によって生じた外発的なものであったと解釈されてきたが、
ここでは、法制度といった外発的な要因だけでなく、盲学校教育関係者や当
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事者を含む有志団体からの需要などの両側面から盲学校再編の真相を把握す
る。    
第二章では、再編後の盲学校教育に見られた成果や限界について検証する。
特に第一節及び二節では、再編後見られた盲学校の機能や教育内容の成果或
いは限界について、特に後者については代表的な盲学校を取り上げ具体的に
比較検討をおこなう。また、本章で触れる 1940 年代半ばから 1960 年代初頭
という時期は盲人の一般雇用への進出が見られる時期に当たる。したがって、
戦後の盲学校機能の変容については盲学校卒業生の進路の変化と合わせなが
ら分析する必要がある。さらに、進路の変化によっていかなる課題が生じ、
またその課題に対して、盲学校はどのように対処しようと考えたのかを第三
節で検証する。  
第三章では、 1960 年代後半から 1980 年代初頭にかけて見られた社会的状
況の変化を背景に盲学校教育ではいかなる議論が行われ、また発展していっ
たのかについて明らかにする。特に、1960 年代は第二次産業から第三次産業
へと急激に産業構造が変化する時代であるとともに、当事者運動が活発化す
る時期でもあった。また教育においてはインテグレーションの拡大がみられ
る時期でもあった。まず第一節では、戦後の盲人雇用の権利運動を展開して
きた新当事者運動団体、全英盲人連合（ National Federation of the Blind: 
以下 , NFB）と盲及び弱視教員・生徒協会（ Association of Blind and Partially 
Sighted Teachers and Students: 以下 , ABAPSTAS）によるインテグレーショ
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ン要求の契機となったバーノン報告書を取り上げ、同報告書で述べられた内
容を検証する。その上で二節では、ABAPSTAS らによる盲学校批判及びインテ
グレーション要求の内容と、その意図を分析する。さらに第三節では、当事
者運動やインテグレーション要求といったイギリス社会全体で見られた変化
を背景に、盲学校教育関係者内ではいかなる議論が展開されたのか、また
1980 年代前半にかけてみられた盲学校教育の変容を明らかにする。  
 
 資料については、検討の対象である 4 つの盲学校の年次報告書及び学校調
査官報告を用いる。なお、年次報告書は、在籍生徒数や運営経費など盲学校
教育の実態を支える基礎的情報が得られる点では有効であるが、イギリスの
盲学校はその多くが、学校部門に加え、学校卒業後の年長者を対象とする職
業部門や盲成人のための授産所、さらには盲老人のためのホーム等、学齢期
から老年期にいたるまでの幅広い年齢層に対応する施設を運営していた。そ
のため、学校教育に関する年次報告の記述は部分的であり、量的にも、また
質的にも十分な情報を得ることは難しい。そこで、こうした年次報告の不足
を補完する手段として、本研究では学校調査官報告書を併せて用いる。学校
調査官報告は、非公刊の教育省内部資料として作成されたものであるが、教
育省から派遣された調査官が実際に各学校を訪問した結果をもとに作成され
た文書であり、各学校の実態を詳細に把握するうえで重要な手がかりを得る
ことができる。ただし、学校調査官報告書は、毎年作成されたわけではない
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うえ、内部資料という性質上、きわめて限られた部数しか存在しておらず、
入手は非常に困難である。とりわけ 1950 年代に発行された学校調査官報告書
については、イギリス公文書館をはじめとしておよそ 10 ヶ所の公的機関、慈
善団体等に照会したが、現存を確認することができなかった。しかし、こう
した制約はあるものの、本研究では、複数の盲学校に関する年次報告書と学
校調査官報告書を縦断的・横断的に比較検討することで、それぞれの資料が
もつ制約を相互補完し、各盲学校の実態に関する詳細な実態把握が可能にな
ると考える。さらに、各資料の持つ偏向性を減じるとともに、イギリス盲学
校教育全体の動向を把握する手がかりとして、全国の盲学校教員によって組
織され、盲学校教員の資格試験を実施していた CTB による刊行雑誌、「盲学校
教員（ Teacher of the Blind）」（ 1930-1970）を基礎資料として用いる。また、
盲の当事者が主導あるいは会員として参加し、盲学校再編に際しても重要な
役割を担った視覚障害者支援団体・当事者団体として、盲人協会（ National 
Institute for the Blind）及び ABAPSTAS の会報、年次報告書、書簡などを
併せて用いる。さらに、イギリスにおける教育全体の動向について理解する
ため、教育省によって毎年刊行される、教育資料を用いる。  
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第三節  用語  
本論文で使用する「盲学校教育」とは、 Education for the Blind の訳語
である。なお、1944 年教育法制定以前の「盲学校教育」には弱視の教育も含
むが、1944 年以降については、点字を主要文字として使用する視覚障害児の
ための教育を指す。  
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序章註釈  
                                                   
１本研究でイギリスとは、主としてイングランド及びウェールズに限定して
使用する。  
２  イギリスでは、5 歳から 14 歳までの子どもたちに対して、初等教育を義務
教育として無償で提供していたが、実際には中流階級や上流階級では、 11
歳になると中等学校へ通って更に上級の教育を受ける子どもが多かった。
しかし、中等教育は無償ではなかったため、中流階級以下の子どもたちは
初等教育のみで教育を終え、卒業後は低賃金の職に就くほかなかったので
ある (Ministry of Education [1951a] 39)。  
３  NIB は当事者組織  、視覚障害者支援組織  、地方自治体（ local government 
bodies）など計 17 の団体組織が運営委員（ Executive council）として関
わるイギリス国内で最大規模を誇る組織である。  
４  例えば、1950 年代からイギリス国内でみられるコミュニティ・ケア、イン
テグレーションなどの思想である。  
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第一章  
戦前・戦中期における盲学校の教育的課題と  
再編構想の提起  
（1930 年代-1940 年代初頭）  
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第一節 戦前・戦中期における盲学校教育の到達点  
本章では、第二次世界大戦後（以下 , 戦後）のイギリス１における大規模な
寄宿制盲学校への再編が実現するまでの過程とその意図を解明する。まず再編
案が講じられた当時の盲学校教育の実態を概観し、課題を明らかにする。再編
案が登場する 1936 年の報告書の発行目的と執筆に携わった中心的人物を整理
し、当時の盲学校の課題及び社会的課題を思慮した上で盲学校再編の意図を明
らかにする。盲学校再編構想が具体的に構想され、実現するまでの過程につい
ては再編会議の議事録を通し整理し、またその中で浮上した異論についても取
り上げる。 
 
１．教育目的に応じた学校の設置  
イギリスの盲学校教育は、1930 年代までには義務教育段階のみならず、年長
の盲児を対象とした専門教育機関、さらには乳幼児を対象とする教育機関や重
複障害を有する視覚障害児のための学校まで、ひととおり設置されていたこと
から、盲学校教育はほぼ完成に近い段階にあったと評価する先行研究も少なく
ない（College of Teachers of the Blind and National Institute for the Blind 
[1936] 6; 橋本  [1972] 34; プリッチャード  [1969] 206）。ここでは、盲学校
教育の様相を概観しながら当時の盲学校教育の特徴をまとめたい。  
1930 年代のイギリスには計 73 の盲児のための教育機関が存在した。ちなみ
に同じ頃に存在した他の障害種の学校は、聾学校が 47 校、知的欠陥（mentally 
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deficit）児学校が 158 校、肢体不自由・病弱児学校が 321 校であった。当時盲
学校に在籍していた生徒の数（約 3,400 人）と比較的同量の生徒数であった聾
学校（約 3,600 人）を比較すると、子どもの数にしては学校数が多いというの
が、当時の盲学校教育の特徴の一つといえるであろう（ Board of Education 
[1937a] 118-119）。 
盲学校全体のなかで 9 割以上を占めていたのは、当時大多数の義務教育段階
の盲児が在籍していた基礎学校（elementary education school）であった。基
礎学校の起源は慈善組織によって 1791 年と 1793 年にリバプールとブリストル
で開校した 2 校の貧窮盲人のための学校に遡ることができる。設置当初はいず
れの学校にも、9 歳から 60 歳を超える幅広い年齢層の生徒が在籍し、手仕事に
よる経済的自立を目的とした職業訓練機関であったが（岡・中村  [2005] 41）、
その後 19 世紀後期には就学者数の増加や職業自立の困難等の要因により、次第
に従来の職業訓練に加えて基礎教育の充実がはかられるようになっていく（山
口  [1993] 39）。さらに、 1893 年の初等教育法（盲･ろう児法）（ Elementary 
Education Blind and Deaf Children Act 1893）によって 5 歳から 16 歳までの
盲児の義務教育が制定されると、義務教育段階の児童のための教育機関として
の性格を強めていく。基礎学校は地方教育当局(Local Education Authorities)
によって全国各地に新たに設置されたほか、慈善組織による伝統的な盲学校も、
寄付金を募ることで学校の拡張や増設を実現する。こうして、20 世紀転換期に
は 40 校（寄宿制盲学校 23 校、 通学制盲学校 17 校）であった盲学校数は、1930
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年代までには 73 校に増加する（College of Teachers of the Blind and National 
Institute for the Blind [1936] 269； 山口 [1993] 182）。なお、慈善組織が
運営する基礎学校の多くは、大規模な寄宿制であったのに対し、地方教育当局
管轄の盲学校は比較的小規模である場合が多かった。 
このように基礎教育と職業訓練は、1930 年代までには対象年齢やカリキュラ
ムという点では完全に分化したものの、敷地や施設という点では、未だ未分化
の状況にあった。創設当初の名残として、多くの基礎学校には敷地内に職業訓
練部門と授産所が併設されていた。就労については次項で詳述するが、盲学校
卒業後は一定の職業訓練期間を経てこうした授産所で就労するのが一般的であ
った。とはいえ、こうした状況は当時、盲学校に限らず、通常学校にも共通に
みられ、一般的に基礎学校とは「子どもたちの性格を形成し、強化すること」
を目的とした産業社会における社会秩序や姿勢の育成を目指す学校であった
（望田 [1996] 16）。 
中等学校（セカンダリー・スクール）は、主として大学進学や音楽家や教員
などの専門家の養成を目指す学校であり、1930 年代当時のイギリスには、ロイ
ヤル・ノーマル・カレッジ（ Royal Normal College）、ウースター盲学校（College 
for the Blind Sons of Gentlemen）、チョーリーウッド盲学校（ Chorleywood 
School for the Blind）の 3 校が設置されていた。ロイヤル・ノーマル・カレ
ッジは、 1872 年に音楽家やピアノ調律師、教員などを育成する盲学校として、
F.J.キャンベル（ Francis J. Campbell, 1832-1914）と、内外盲人連盟（British 
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and Foreign Blind Association）の創設者である T.R.アーミテージ（Thomas 
Rhodes Armitage, 1824-1890）の尽力によって創設された２。1930 年の時点で
は、在籍していた 130 人の生徒のうち、90 人がピアノ調律師、オルガン奏者、
音楽教員、学校教員、あるいは速記者としての訓練を受けている（Wagg [1932] 
49）。 
一方、ウースター盲学校は、イギリスにおいて大学進学が一部の上流階級に
のみ開かれた道であった 19 世紀半ばにおいて、富裕な家庭の盲の男子に対し、
彼らの社会的地位に即して大学進学の機会を実現することを目的として、聖職
者の R.S.ブレア（R.S. Blair）によって開設された学校であった。これに対し、
チョーリーウッド盲学校は、富裕な家庭の盲の女子に対し大学進学や学校教員
な ど の 専 門 家 の 養 成 を 目 指 す 世 界 最 初 の 学 校 と し て 1921 年 に 盲 人 協 会
（National Institute for the Blind: 以下, NIB）によって設置された。なお、
ウースター盲学校及びチョーリーウッド盲学校は、1920 年代半ばからは、教育
省の要望もあり、入学の対象を富裕層の盲児から入学に適したすべての階級の
盲児へと拡大していく（Payne [2002] 356）。実際、1932 年の年次報告書によ
れば、このときウースター盲学校及びチョーリーウッド盲学校に在籍していた
生徒 96 人のうち、半数を超える 54 人が地方教育当局の助成を受けていたこと
がわかる（Board of Education [1931] 2-3）３。 
 ナーサリー・スクールは、2 歳から 5 歳までの子どもたちを対象とした教育
機関である。最初のナーサリー・スクールは、1918 年に前述のチョーリーウッ
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ド盲学校と同じハートフォードシャーに設置され、25 人の盲乳児が在籍してい
た（プリッチャード  [1969] 198-199）。ナーサリー・スクールはその後、 1930
年代までには 3 校に増加し、いずれもサンシャイン・ホーム（Sunshine Home for 
Blind Babies）という名称で NIB によって運営されていた。このサンシャイン・
ホームは、「子どもたちが普通(normal)の人間として成長し、盲目を克服すべき
障害として扱えるように教えること」を目標の一つに掲げ、貧困家庭の乳幼児
を 主 な 対 象 と す る 寄 宿 制 の 教 育 機 関 で あ っ た （ プ リ ッ チ ャ ー ド  [1969] 
198-199）。 
このように 1930 年代初頭までには基礎学校、中等学校、ナーサリー・スクー
ルが設置されていたが、それ以外には発達に遅れを示す盲児のための学校も存
在した。1931 年に NIB によって創設されたコート・レインジ学校（Court Grange 
School）は、視覚障害を伴う学業不振児（ backward children）のための教育機
関であった。同校はあくまでも知的に遅れのない盲児を対象としており、した
がって、義務教育が修了する 16 歳までには通常の盲学校に戻れるものを対象と
していた。 1936 年の時点では 34 人の盲児が在籍していた ４。（ College of 
Teachers of the Blind and National Institute for the Blind [1936] 9）。 
以上のように、イギリスでは 1930 年代までに、就学前から基礎学校や大学進
学や専門職業を目指すための学校など、年齢、教育目的、発達などに応じて多
様な教育の場がすでに用意されていたのである。 
計 73 校存在したこれらの学校は、表Ⅰ-1-1 に示すように小規模のものから
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大規模のものと幅広く、30 人以下の比較的小規模な学校も存在した（Board of 
Education [1937a] 6-38）。詳細については次項で述べるが、小規模な学校は、
教材などの環境整備や専門家の配置などの人的整備が整っている大規模な寄宿
制盲学校に比べ、教育の質は劣悪であったことが、しばしば盲学校関係者によ
り報告されていた（Board of Education [1938a] 3; College of Teachers of the 
Blind and National Institute for the Blind [1936] 330-331）。 
 
表Ⅰ-1-1 盲学校の規模 
10人以下 0
11　 20 10
21－30 7
31－40 9
41－50 10
51－60 3
61－70 8
71－80 10
81－90 2
91－100 5
101－150 5
151－200 3
201以上 1
合計 73
学校規模 学校数
出 典：Board of Education (1937a) List of certified special schools,
recognised institutions for the training of blind and other defective
students, and nursery schools in England & Wales. London:HMSO. p.6-38.
 
 
ところで、盲学校の運営・維持には多くの慈善組織（宗団・有志団体）が関
わっていた（表Ⅰ-1-2）。中でも NIB は、1930 年代当時 21 校あったボランタリ
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ー・スクールのうち 3 割を運営しており、イギリスの盲学校教育を語る上で欠
くことのできない慈善組織である。現在もなお、イギリス国内で最大規模を誇
る慈善組織である NIB は、1868 年に盲人の文字（点字）の研究とその普及、さ
らに盲人の教育と職業の改善を試みる組織として、自らも盲人であったアーミ
テージの手で創設された（Rose [1970] 16-17；山口 [1993] 46）５。視覚障害
労働者による当事者組織、支援組織、地方自治体など合計 17 の団体組織を運営
委員として迎える同組織は、学校運営のみならず点字図書の印刷をはじめ、そ
の他教材教具の作成も手がけており、視覚障害者の教育・福祉の発展を支えた
団体であった。  
表Ⅰ-1-2 運営母体 
地方教育当局 慈善組織
基礎学校 52 14
中等学校 0 3
ナーサリー・スクール 0 3
重複障害学校（コート・レインジ） 0 1
小計 52 21
合計 73
出典：Board of Education (1936a) Education in 1935.
London: HMSO. p.142．
運営母体
 
 
 
イギリスの盲学校教育における慈善組織の社会的位置付けはどのようなもの
だったのか。慈善組織による教育機関への関与は歴史上、しばしばパターナリ
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ズムや社会的劣等者などのスティグマの問題と結びついてきた。戦後の盲学校
再 編 実 現 に 尽 力 し た 人 物 で あ る 視 覚 障 害 当 事 者 、 B.パ ー ス （ Ben Purse, 
1874-1950）（第 1 章第 2 節で詳述する）は、慈善に対して批判的であった人物
として知られ（Oliphant [2007] 19）、パース率いる盲人連盟（National League 
of the Blind）は、1920 年 4 月に盲人福祉が慈善組織に依存する実態を批判し
「慈善ではなく権利（ Rights not Charity）」を謳った抗議活動を展開している
（Danieli ＆ Wheeler [2006] 492）６。しかし一方では、慈善組織であるがゆ
えに盲当事者のニーズに応じた柔軟な支援が展開できるという考えがあったの
も事実である。寄付金は公的な資金ではないがゆえに、失敗のリスクのある事
業であっても実験的に実施することが可能であったほか、多様かつ頻繁に変化
するニーズにも柔軟に対応できた。さらに、慈善組織は資産家や富裕なギルド・
協会（guild, society）からの寄付金でまかなわれていたものの、 NIB などの
慈 善 組 織 に は そ の 運 営 メ ン バ ー の 中 に は 常 に 盲 当 事 者 の 存 在 が あ っ た 。
Anonymous(1943b)は、「慈善は我が国の民主主義の基調をなす要素である」と述
べている（Anonymous [1943b] 127）。 
 
２．1930 年代までにおける盲学校の質的充実  
（１）教育内容  
それでは、当時の盲学校ではいかなる教育が行われていたのだろうか。表Ⅰ
-1-3 に 1930 年のごく標準的な基礎学校の日課を示す。授業は 9 時から 16 時 30
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分まで行われ、寄宿生徒の場合は、その後就寝時間までレクリエーションなど
の時間も設けられていた７。また、基礎学校の教育対象は、 5-16 歳までと幅広
かったことから、年齢の違いに配慮し、年少児と年長児では、就寝時刻や食事
の回数は別々に設定されていた。当時の食事の献立を表Ⅰ -1-4 に示すが、生徒
の健康に配慮し、栄養のある食事が提供されていた（ Board of Education 
[1938c] 4）。 
 
表Ⅰ-1-3 ヨークシャー盲学校（1930 年）の日課  
時間 内容
7:00 起床
8:00 朝食
9:00-12:30 授業
13:00 昼食(dinner)
13:45-14:30 レクリエーション
14:30-16:30 授業
16:30-18:00 レクリエーション
18:00 夕食（tea)
18:30 年少児就寝
20:30 年長児軽めの夕食（supper）
21:00 年長児就寝
出典：Board of Education (1930b) Report by H. M. inspectors on 
Yorkshire School for the Blind.
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表Ⅰ-1-4 ヨークシャー盲学校（1930)の献立  
朝食 パンとバター、ポリッジ（粥）、紅茶またはココア
昼食(dinner) 肉または魚、2種類の野菜、プデイング
夕食（tea)
パンとバター、ジャム（週1回）、瓶詰め肉（週1
回）、サラダ及び果物、焼き菓子（週1回）、紅茶
軽めの夕食（supper) ココアとミルク
出典：Board of Education (1930b) Report by H. M. inspectors on 
Yorkshire School for the Blind.  
 
教育の内容については、点字の指導に加え、通常の基礎学校に準じて基礎的
な段階における教科教育を指導していたことが報告されている（ Board of 
Education [1930b] 2-3; [1937b] 6）。1937 年にバーミンガム・ロイヤル盲学
校を視察した教育省関係者 H.M.I. ランズデン（H.M.I. Lunsden）は、彼が実
際に目にした理科、歴史、文学、地理、体育、音楽の授業について比較的高く
評価している（ Board of Education [1937b] 6-7）。イギリスの基礎学校にお
ける基礎教育の充実について、バーミンガム・ロイヤル盲学校に 1 か月間滞在
していた米国ミシガン州立盲学校教員の M. デゥ・メズ（ M. De Mez）は、アメ
リカ合衆国（以下，アメリカ）の場合、生徒は 12 歳以降になると一般の教科教
育と並行して職業訓練を受けるのに対し、イギリスでは義務教育を修了する 16
歳までほとんど職業訓練を受ける機会がないことを挙げ、義務教育段階におけ
るイギリス盲学校での基礎教育の充実を指摘している（De Mez [1939] 254）。
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デゥ・メズの指摘からも見てとれるように、この時期のイギリスにおいては、
義務教育段階の盲児に対する重要な目的は、基礎的な教科教育の修得に置かれ
ており、早い時期からの職業訓練の開始は望ましいものではないと考えられて
いた（Payne [2002] 353-354）。 
しかし、すでに述べたように、そもそも当時の基礎学校における教育の重要
な目的は、労働階級の盲児に対し、産業社会における秩序や態度の育成にあっ
たはずである。加えて、イギリスの盲学校における教育と福祉の併存は、大多
数の学校には同じ敷地内に職業訓練部門と盲人授産所が併設されてきたこと、
基礎学校で学んだ盲児は卒業後、ほぼ全員がそうした授産所に入所していたこ
とからも明らかである。そうしたことから考えれば、基礎学校において職業訓
練がまったく行われていなかったことは、むしろ不自然にさえ思われる。この
ことに関連して山口 (1993)は、イギリスでは 1860 年代を中心にそれまでの職業
技術一点張りの教育のあり方が反省され、真の社会的自立のためにも、基礎教
育の重要さが指摘されるようになったことを 指摘している（山口  [1993] 
196）。 
 
（２）年齢と障害の状態に応じた学級編制  
表Ⅰ-1-5 にはバーミンガム･ロイヤル盲学校の学級編制を示す。バーミンガ
ム・ロイヤル盲学校では、年齢別にクラス I からクラス IV に分類しており、さ
らに見え方や能力別に一部の学級をクラス A と B に分けていた。特殊学級
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（special class）は、同年齢の子どもと比較して学習レベルの低い子どものた
めの学級であった。明らかな知的障害がある場合は教育不能（ ineducable）と
判断され、定期的に訪問する学校調査官によって退学が宣告されたが、主に環
境的要因によって学習上に遅れが生じていると判断された子どもについては、
他の子どもと同じ学級で指導が行われた。 
 
 
表Ⅰ-1-5 バーミンガム･ロイヤル盲学校の学級編制とその詳細（ 1937 年） 
クラス種類 カリキュラム
クラスIV -
A
全盲、2級点字ができ
る能力の高い子ども
通常学校に準じたカリキュラム（2
級点字、算術などを含む）、手工
教育（編み物等)
B
主に弱視、学習に遅れ
がみられる子ども（dull)
一般的な教科、その他手工訓練。
レベルは低く、ほとんどの授業が
口述を中心としたもの
クラスII クラスIへの準備
A 能力の高い子ども
一般的な教科学習以外にタイピン
グや木工などの手工教育
B
知的能力混合
（bright & dull)
教科学習及びラグ作り、椅子作り
などの手工教育
出典：Board of Education (1937b) Report by H.M. inspectors on Birmingham Royal Institution
for the Blind.　p.4.
対象
5-10歳
クラスIII 10-13歳
12-14歳
クラスI 14-16歳
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なお年齢、能力、見え方に応じて学級編制を行っていた例は、ロイヤル・ビ
クトリア盲学校、ヨークシャー盲学校等、他校でもみられた (表Ⅰ-1-6) ８。さ
らに、幼年学級（ kindergarten class)では、モンテッソーリ教材やビーズ編み、
粘土造形などの主体的な活動に重点を置く指導が実施されていたことも報告さ
れている（Board of Education [1930b] 2-3; [1937b] 4）。  
 
表Ⅰ-1-6 ロイヤル・ビクトリア盲学校の学級編制とその詳細（ 1938 年） 
クラス種類 生徒数 教員 カリキュラム
幼年学級 13
専任教員
（1人）
スピーチ
健康管理（elementary hygiene)
点字の読み、書き
算術（モンテッソーリ教材使用）
手工練習（beading, clay
modeling, knitting)
クラスI 15 教科担任制 通常学校に準じたカリキュラム
クラスIII 17 教科担任制 通常学校に準じたカリキュラム
クラスIV 14 教科担任制 通常学校に準じたカリキュラム
特殊クラス 9
専任教員
（1人）
読み書き算数の基礎、実践的
なことのみ。モンテッソーリ教材
等を用いた指導
出典：Board of Education (1938ｃ) Report by H. M. inspectors on Royal Victoria School for the
Blind.　p.2-3.
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弱視児の教育については、イギリス国内には、1934 年の時点で弱視児のみを
対象とした盲学校や、盲児と弱視児の双方を受け入れながら、弱視のための環
境設備も完備した盲学校が全国に 18 校存在したことが報告されている（Board 
of Education [1934b] 12）。しかしそれでも、未だ多くの弱視児は弱視児のた
めの特別な配慮のない盲学校に在籍していた（ College of Teachers of the 
Blind and National Institute for the Blind [1936] 269）。この状況が改善
されるようになるのは、制度上、盲と弱視が異なる障害カテゴリーに位置づけ
られ、異なる指導方法の必要性が提起される 1944 年教育法と 1945 年教育大臣
規則の施行を待たなければならない９。 
 
さて、1930 年代当時の盲学校では、年齢や能力別に細分化された学級をもち、
モンテッソーリ教材を始めとして、子ども自身の興味や体験を重視する学習方
法が導入されていた。この背景には、1920 年代からイギリス国内で普及してい
た進歩主義教育思想がある。1920 年代初頭には、ロンドン大学においてイギリ
ス史上初の児童研究学部（ Department of Child Development）が設置された。
また、進歩主義原理を導入し、個人の成長（ individual growth）や能動的学習
（active learning）に重点を置いた教育学者、P.ナン（Percy Nunn, 1870-1944）
の著書「教育（ Education; its data and first principles）」(1920)は、1920
年代から 1950 年代まで教員養成のテキストとしてイギリス国内で活用され、13
回の増刷を重ねるほどの必読書となっていた（Darling & Nisbet [2000] 40-41; 
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Richmond [1978] 27）。 さ ら に 米 国 の H.パ ー カ ー ス ト （ Helen Parkhurst, 
1885-1973）が M. モンテッソーリ（Maria Montessori, 1870-1952）や J. デュ
ーイ（John Dewey, 1859-1952）による自主性を重んじる着想を取り入れ考案し
た指導法、ドルトン・プランが、学級一斉授業を打破した最も劇的で組織的な
方法としてイギリスで紹介されると、その方法を採用した学校数は全国で
3,000 以上に及ぶほどの流行となる（宮本  [2005] 188）。こうした進歩主義教
育による影響は盲学校においても例外ではなく、一斉授業は非難され、生徒の
主体性を重要視した細かな指導が志向された（ College of Teachers of the 
Blind and National Institute for the Blind [1936] 40）。しかしそれでもな
お、当時の盲学校には多くの課題が残っていた。その一つは基礎学校の構造に
起因する問題であった。基礎学校の校舎は、その多くが 18 世紀から 19 世紀に
かけて建設されたものであったから、当時の教育方針を反映し連合主義理論に
基づく一斉教授法を前提として、窓のない幅広い空間に工場を思わせるような
一方方向を向いた机が並べられ、ひどく殺風景であったという（ローソン & シ
ルバー [2007] 467； Richmond [1978] 32-33）。 
 
（３）盲学校教員資格を有する教員の配置  
4校の基礎学校に在籍した 5-16 歳までの生徒数と教員数を表Ⅰ-1-7に示す。
教員の数については、最も多い学校で 14 人、校長、副校長、アシスタント教員
と体育や音楽などを教える専門教科教員、さらには職業技術教員によって構成
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されていた。各学校に在籍した生徒数を考慮すると、基礎学校では教員対生徒
数の比率はおよそ 1:8 前後であったことがわかる。  
教員の専門性については、ヘンショー盲学校では教員全員が、それ以外の学
校でも教員の 9 割が盲学校教員資格を有していたことがわかる（ Board of 
Education [1930b] 2; [1932c] 1; [1937b] 2）。この盲学校教員資格とは、通
常学校の教員資格（ Teaching Certificate）を取得した後、盲学校への赴任後
3 年以内に教育省（ Board of Education）の認可を受けた盲学校教員養成組織、
CTB によって実施される試験に合格することで授与される資格である。試験内
容は、盲学校教育の理論と実践に関するものであり、2 日間にわたって毎年盲
学校が試験場となり実施された。例えば 1925 年 5 月にスイス・コッテージ盲学
校で実施された試験内容を参照すると、点字の理論及び盲児の心理についての
小論文のほか、点字及びテイラー・フレームを用いた実技試験、及び体育、家
庭科の模擬授業が実施されている（Falconer [1925] 18-19）。受験者 11 人のう
ち 3 人が不合格となるなど、比較的難易度の高い試験であったようである。一
方音楽や職業訓練を担当する教員には、この資格とは別に、ロイヤル・ノーマ
ル・カレッジから授与される免許状が求められた。盲学校教員となるために特
別な教員免許状の取得が義務づけられるようになるのは、 1959 年に施行され
た障害児・特殊学校規則（Handicapped Pupils and Special Schools Regulations, 
1959）によってであるが、実際には、1930 年代にはすでに盲学校に勤務する教
員はその大半が盲学校教員免許を所持していたことになる。 
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表Ⅰ-1-7 基礎学校における生徒数と教員数  
教員数 (b) 内訳
バーミンガム・ロイヤル盲学校 110 14
校長（ｓuperintendent） 1人
副校長（headmaster) 1人
教員 6人
体育教員　1人
音楽教員　2人（1人はパートタイム）
職業技術教員　3人
7.86
ヨークシャー盲学校 80 11
校長(principal)　1人
副校長（headmaster, head mistress)　2
人
教員　4人
音楽教員　2人
職業技術教員　2人
7.27
ロイヤル・ビクトリア盲学校 73 8
校長（principal/headmaster)　1人
教員　5人
音楽教員　1人
職業技術教員　1人
9.13
ヘンショー盲学校 98 11
校長（headmaster)　1人
教員　6人
体育教員　1人
音楽教員　3人
8.9
ウースター盲学校 44 8
校長(headmaster) 1人
教員　9人（2人パートタイム)
5.5
　　　　　　　　教員数とその内訳
生徒数（a)
教員一人当たり
の生徒数（人）
a/b
学校名
出典：
Board of Education (1930b) Report by H. M. inspectors on Yorkshire School for the Blind. p.2.
Board of Education (1931) Report by H. M. inspectors on Worcester School for the Blind. p.9.
Board of Education (1936b) Report by H. M. inspectors on Henshaw’s Institution for the Blind. p.1-2.
Board of Education (1937b) Report by H.M. inspectors on Birmingham Royal Institution for the Blind. p.2-3.
Board of Education (1938c) Report by H. M. inspectors on Royal Victoria School for the Blind. p.2.
 
 
 
３．盲学校卒業生の主たる就労先としての盲人授産所  
最後に盲学校卒業後の進路について触れる。まず、基礎学校であるロイヤ
ル・ビクトリア盲学校及びヨークシャー盲学校の卒業生の進路についてみるて
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みる。両校では、ごく一部の卒業生が郷里に戻り、そこに設置されている盲人
のための職業訓練施設に入所したほかは、大多数の者が学校に隣接されている
職業訓練部門（ technical department）に入所していたことがわかる（Board of 
Education [1930a] 4; [1930b] 7）。また、少数例ではあるが、音楽や学業に
比較的高い能力を示す生徒が、在学中にロイヤル・ノーマル・カレッジやウー
スター盲学校に転出するケースもみられた。ウースター盲学校では 1931 年に
12 人の基礎学校からの転入者を受け入れている（Board of Education [1931] 
2)。 
盲学校教育調査研究  (1936)によれば、1932 年の時点で全国に 42 の盲学校に
隣接したもしくは単独の職業訓練施設が点在しており（ College of Teachers of 
the Blind and National Institute for the Blind [1936] 257）、16 歳で卒業
した盲児は職業訓練部門もしくは施設において、以下のような手仕事を 4 年間
ほどかけて学ぶのが標準的であった。その手仕事とは、バスケット作り、マッ
ト作り、ブラシ作り、ピアノ調律・修理、ブーツ・靴修理等をはじめとする計
44 の種から成り、表Ⅰ-1-8 には主流であった職種と訓練を受けていた盲人の数
を示しているが、中でも男性はバスケット作りに、そして女性は編み物に従事
する者が多かった。 
訓練終了後は、隣接した盲人授産所に入所するか、国の認可を受けた盲人授
産所のうち、自宅からもっとも近い施設に登録したうえで、実際には自宅など
盲人授産所以外の場所で、ホーム･ワーカーとして手仕事に従事するか、いずれ
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かの進路を選択するのが通常であった（Du Mez [1939] 252-253; Howard [1945] 
132-134）１０。ただし、ホーム･ワーカーの場合は盲人授産所への入所とは異な
り、授産所関係者の監督が常にあるわけではないため基本的には自らの力で一
連の手仕事がこなせる技術と、さらに完成した品を販売するための社会性が求
められた。そのため、バーミンガム・ロイヤル盲学校で訓練を終了した 29 人の
盲人のうち 21 人が盲人授産所へ入所し、ホーム・ワーカーとなったものはわ
ずか 8 人であり（Birmingham Royal Institution for the Blind [1940] 6）、
進路としては授産所への入所のほうが圧倒的に多かった。  
 
 
表Ⅰ-1-8 盲人授産所での主な職種と訓練を受けている盲人の数  
バスケット 編み物 椅子 マット ブラシ
男性 333 1 56 107 155
女性 116 363 129 0 15
合計 449 364 185 107 170
出典：College of Teacher of the Blind and National Institute for the Blind (1936) The
education of the blind -A survey. Edward Arnold & Co, London. p.258-261.
 
 
  
 実際、バスケットやマットづくり等の手仕事によって得られる収入は微々た
るものであった。そのため、盲人授産所での労働に従事したり、ホーム･ワーカ
ーとして就労する盲人の場合、彼らが手にする給与の内訳は、アグメンテーシ
ョン（augmentation）と呼ばれる国家からの補助金･支援金がその大部分を占め
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ていた（College of Teachers of the Blind and National Institute for the 
Blind [1936] 215）。賃金の額は、晴眼者の授産所に比較すれば多少低かったも
のの、盲人が生活するには十分な金額であったし、何より雇用は安定していた。
基礎学校を卒業し、盲人授産所に入所する盲人は、それ以上社会的地位が上が
ることはなかったが、生活に十分なだけの収入が得られていたため、不満を抱
く者はいなかったという（ Miller [1940] 183）。こうして、当時ほとんどの盲
人が卒業後は職業訓練部門・施設に入所し、盲人授産所での雇用を目指して手
仕事の技を磨いていた。  
なお、盲人の誰もが無条件でこうした授産所に入所できたわけではなかった。
手仕事の従事には手先の器用さや芸術的技巧などが要求され、入所時には必要
となる技術をはじめ、意欲、姿勢に関する厳格な審査があった（Howard [1935] 
83-85）。たとえ知的な遅れがなく、教育可能な盲人であっても、授産所での手
仕事に就くために必要となる資質・能力を持ち合わせていないと判断されれば、
生産性の無い者と見なされ、盲人社会においてもその者の居場所はなかった
（Fairhurst [1939] 134-135）。実際に授産所の入所を拒否されたことから就労
不可とされた盲人はある一定数存在しており、この事態はしばしば問題視され
てきた。1938 年におこなわれた盲人授産所に関する会議では、こうした盲人の
ために、盲人授産所 B（Workshop B）という新たな授産所をロンドンに開設す
る提案が出されている（Joint Committee of the College of Teachers of the 
Blind and the National Association of Workshops for the Blind [1939] 29-30）。
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しかしこの提案は、高い技術をもつ盲人集団によって支えられている当時の盲
人授産所の地位を汚しかねないとして、却下されている。  
興味深いことに、この問題は第二次世界大戦の開戦によって緩和されること
となる。というのも、戦時中、軍需工場での人材不足を契機として盲人が一般
の工場に進出するようになったからである。機械化やベルトコンベアの普及に
よって一般の工場での仕事内容は、盲人用の手仕事とは大きく異なり、高度な
技術を要しない単純な反復的作業であった。さらに給与は盲人授産所のそれと
比較して高かった。こうして軍需工場は、それまで就労不可とみなされてきた
知的障害を持たない盲人の雇用の受け皿となっていく。1942 年には、イギリス
西部だけでも 60 人の盲人が軍需工場で就労するようになり、その後もその数は
増大していく（ Edkins [1942] 149-150）。一方で、手先の器用さや芸術的技巧
を併せ有する盲人は依然として 4 年間の訓練を受けた後、盲人授産所において
国の支援金に依存した生活を続けていた。この事態は当時の盲学校教育・福祉
が抱える明らかな矛盾を際立たせた。これは、1950 年代に見られる継続教育機
関設置構想に直結する根本的課題でもあった。このことについては第 2 章第 3
節において詳しく述べることとする。  
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第二節 盲学校再編構想とその教育的・社会的意義  
１．盲生徒数減少の深刻化と政府によるコスト削減要求―レイ委員会報告  
盲学校は 1930 年代より、深刻な課題に直面することとなる。それは、この頃
から急激に見られ始めた盲児数の減少であった。実際、1931 年には盲児の数は
4,231 人に達していたが、それ以降は減少を辿りその 4 年後の 1935 年には約 400
人少ない、3,755 人となっていた（表Ⅰ-2-1）。 
この時期は、地方教育当局が教育費削減に踏み切る時期とも重なっていた。
というのも、 1929 年にアメリカで発生した大恐慌の影響は、 1930 年代初頭に
はイギリスでも深刻化し、財政状況の改善の兆候は一向に見られない状況にあ
ったのである。イギリス政府は、すでに 1920 年代ごろから第一次大戦以降の
財政悪化に伴い、これまでの教育や社会福祉（年金）等の予算の見直しに着手
していた。実際、1923 年 1 月には、教員となるための条件緩和に加え、それま
で盲学校では 1 学級 15 人を規定していたのに対し、学級定数を盲児は 20 人、
弱視児の場合は 25 人と大幅に拡大したほか、校長に対しても教科の担当を義務
付ける回状 1297 を公布している（ Payne [2002] 333)。 
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表Ⅰ-2-1 1920 年代から 1930 年代までの盲学校在籍生徒数の推移 
(1920-1935 年) 
 
年 通学生徒数 寄宿生徒数 合計
1920 1510 1424 2934
1921 1742 1483 3225
1922 1886 1488 3374
1923 1983 1475 3458
1924 2067 1576 3643
1925 2213 1569 3782
1926 2298 1669 3967
1927 2294 1651 3945
1928 2521 1673 4194
1929 2570 1645 4215
1930 2614 1628 4242
1931 2623 1639 4262
1932 2587 1644 4231
1933 2532 1650 4182
1934 2344 1624 3968
1935 2125 1630 3755
出典：College of Teacher of the Blind and National Institute for
the Blind (1936) The education of the blind -A survey. Edward
Arnold & Co, London. p.269.
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1930 年代から盲児の数は着実に減少していたにもかかわらず、盲学校数は小
規模通学制学校、大規模寄宿制学校を合わせて 70 校程度で一定していた。表Ⅰ
-2-2 に示すのは、イギリス国内の大都市の一つであるマンチェスター市内から
50 マイル以内に設置された盲学校である。11 校あった盲学校の定員数は合わせ
て 809 人であったが、実際に在籍していた子どもの数は 643 人であり、すなわ
ち定員充足率は 8 割弱に過ぎなかったことが見てとれる。さらに、盲学校のな
かには、定員充足率が 6 割を満たない学校さえ存在した（ College of Teachers 
of the Blind and National Institute for the Blind [1936] 13）。 
定員を満たない盲学校の中には授業料の値上げを図る学校もあり、地方教育
当局は、居住する盲生徒の授業料を盲学校に収める義務を負っていたことから、
そうした状況に対応せざるを得ない状況にあった。こうして、いよいよ地方教
育当局の教育費全体への削減が本格始動した 1931 年に、盲学校教育を含め、学
校教育全体の在り方を見直すための調査委員会が設置される。同委員会は、学
校教育全体を調査し費用削減を試みるための勧告を行うことを目的とし、 R.ウ
ィリアム（Ray William）を座長とした委員会（通称レイ委員会）であった。
同委員会は 1932 年に地方費委員会報告（ Report of the Committee on Local 
Expenditure）を政府に提出する。  
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表Ⅰ-2-2 マンチェスターから 50 マイル以内の盲学校の定員充足率 
 
盲学校の所在地 定員（人）
生徒数
（人）
定員充足率
（％）
ボルトン 75 45 60
バーニィ 30 19 63
リーズ 100 94 94
リバプール（カソリック盲学校） 128 81 63
リバプール（ウェーバーツリー盲学校） 85 77 91
マンチェスター 147 106 72
オールドハム 40 33 83
プレストン 48 44 92
シェフィールド 80 80 100
サウスポート（盲乳幼児のための教育機関、サンシャイン・ホーム） 30 25 83
ストーク 46 39 85
合計 809 643 79
出典：CTB/NIB[1936]13.
 
  
 
 
レイ委員会は、報告書の中で視覚障害児の減少と盲学校の定員充足率の低さ
を受けて、一定数の盲学校の廃校とそれに伴う生徒の移動先の確保について検
討することを勧告した。なお、これと同様の内容は盲学校のみならず、同じく
生徒の減少等の課題に直面していた聾学校に対しても勧告された（ Board of 
Education, 1932a）。 
勧告への対応の検討にあたったのが、当時特殊教育が置かれていた教育省医
療部門（Medical Branch）の事務次官補（ Assistant Secretary）であった C.
モズレイ（ Cecil Maudslay）、J.E.アンダーウッド（ J.E.Underwood）、そして教
出典： College of Teacher of the Blind and National Institute for the Blind (1936) The education of the 
blind -A survey. Edward Arnold & Co, London. 
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育省特殊教育部門（ Special Service）の E.L.タンブル（ E.L Turnbull）であ
った。なお、アンダーウッドは、戦後、教育省の特殊教育部門の配属となり、
イギリス特殊教育制度構築の中心的人物となったほか、1955 年には不適応児の
教育の在り方をまとめた報告書（ Report of the Committee on Maladjusted 
Children）、通称、アンダーウッド報告の作成者としても知られている。4 人の
うちタンブルとアンダーウッドはいずれも NIB 及び CTB らによって 1936 年に発
行され盲学校再編構想を初めて公言した盲学校教育調査研究の作成協力者でも
あった（次項で詳述する）。 
レイ委員会による勧告、すなわち一定数の盲学校の廃校とそれに伴う生徒の
移動先の確保について検討にあたった教育省医療部門関係者及び教育省特殊教
育部門関係者は、綿密な調査により次のことを明らかにした。第一に、廃校を
決定する際の基準の困難さについてである。小規模の学校は比較的高費用であ
ったが、大規模の学校の中にも高費用のものがあり、また効率的で質の高い教
育を行っている学校もあった。したがって、小規模校であることや、高費用で
あることのみで廃校の有無を決定することは不可能であるとの見解を示した。
第二に、盲学校を廃校することが必ずしも教育費の削減に直結しないというこ
とである。これは、レイ委員会自体に課せられた課題そのものを疑問視する内
容であった。その理由としては、通学制の盲学校や通学制生徒を多く抱える盲
学校を廃校にすれば、それらの生徒はおそらく現在通っている学校よりも遠方
に行かざるを得なくなり、交通費、下宿費等の費用がかかるようになること、
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また有志団体が運営の母体となっている学校は、そもそも生徒一人当たりの教
育費を満額請求しておらず、こうした学校を廃校にすることは結果として国全
体の教育費を上昇させることになりかねないというものであった。第三は、盲
学校を廃校に追い込むこと自体、現実的に難しいことであった。というのも、
盲学校の多くは学校だけでなく盲人授産所や訓練施設を隣接していたため盲学
校の廃校は多くの場合、盲人授産所や訓練所の閉鎖を意味した。その上、盲学
校の運営にあたっている有志団体の多くは長い歴史と格式のある団体であり、
このことも抜本的改革を困難にした。教育省の会議ではしばしば格式ある有志
団体が生徒の数の減少のみを理由に廃校を安易に認めるはずがないといった議
論が浮上している (Board of Education, 1932a）。実際、有志団体の存在は 1940
年代初頭にみられる盲学校再編会議においても議論が難航した一要因となって
いる。慈善組織はイギリスの障害児教育において絶対的な地位を有していた。  
1932 年の 11 月からおよそ 3 カ月に渡って行われた教育省内での会議では、
アンダーウッド、そして教育省特殊教育部門のタンブル及びモズレイを中心と
し、上記の内容を踏まえ、今後の盲学校の在り方について議論されている。そ
して最終的に到達した結論は次のものであった。第一にレイ委員会が述べてい
るほど盲学校の廃校は容易ではないこと、第二に廃校による経費削減はほとん
ど見込めず、むしろ経費削減の目的をもって廃校計画を進めることは危険であ
ることであった。そして、次に示す議事録の引用からもわかるように、彼らは
教育経費に着目するのではなく、むしろ最も劣悪な学校を廃校に追い込む絶好
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の機会として捉えたのであった。  
 
学校数の縮小化によって経費削減が見込めないとすれば、圧力をかけて
廃校に追い込む理由はほかに何があるのか。私は、一つは既存の学校がす
べて同じように効率的ではない事実にあると考える。レイ委員会の勧告は、
最も劣悪な学校を廃校に追い込むための絶好の機会を我々に与えてくれて
いる（Board of Education, 1932b）。 
 
したがって、最も劣悪な環境を有する学校や、あまりにも小規模で効率性が
全く見込めない学校のみを廃校の対象とみることにした。また彼らが重要視し
たのは、低コストであることからなるべく寄宿生徒ではなく通学の生徒が多い
盲学校を維持すること、また、大規模であれば生徒の年齢や能力に応じて分類
が可能であることから効率的に教育ができるというのもであった（ Board of 
Education, 1932b; 1933）。 
ところで、詳細については次節で述べるが、盲学校再編構想、すなわち既存
の盲学校を大規模寄宿制盲学校へと再編する構想は、実際に 1936 年に発行され
た報告書、盲学校教育調査研究(1936)を契機に公となる。しかし 1930 年代前半
に教育省を中心に上記の議論が展開されていたことは、盲学校再編構想の実現
に向けて追い風となる。なお、教育省を中心とした議論では大規模盲学校設置
案については浮上していたものの、寄宿制ではなく通学制盲学校であったこと
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に注目したい。いかなる過程を経て通学制ではなく、高コストである寄宿制盲
学校の設置案が浮上し、またそれが実現したのかについても次節以降述べるこ
ととする。 
 
２．再編構想の提起とその教育的・社会的意義―盲学校教育調査研究（1936） 
（１）盲学校教育調査研究（1936）の概要と作成メンバー  
教育省によってレイ委員会が設置され調査が進められていた 1931 年、もう一
つの調査委員会が設置されていた。この調査委員会は、当時の盲学校教育の現
状分析を主に、①学校形態・運営、②盲学校教育の理念と目的、③年齢・発達
段階別にみた盲学校教育の在り方の視点から行い、国内で最大規模を誇る有志
団体である NIB の資金援助の下で、約 5 年間にわたって実施されたものであっ
た。 336 ページに及ぶ実態調査は 1936 年に結実し、「盲学校教育調査研究
（Education of the blind: a Survey）」という表題で刊行された。戦後の盲学
校再編は、同調査研究の第 1 章、「学校形態・運営」において記載され、ここで
初めて再編計画の枠組みが公となったのであった（Board of Education [1938b] 
4; Eagar [1939] 2）。 
盲学校教育調査報告（ 1936）は、慈善団体や教育省（地方教育当局）代表者
など盲学校の運営団体及び個人を始め、盲学校教員、そして視覚障害当事者の
計 19 人によって作成された。メンバーの詳細は表Ⅰ-2-3 に示すとおりである
（College of Teachers of the Blind and National Institute for the Blind 
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[1936] xii）。 
 
 
表Ⅰ-2-3 1936 年報告書作成主要メンバー  
氏名 所属 備考
E.エバンズ イースト・アングリアン・盲聾学校
J.I.ファルコナー バーミンガム・ロイヤル盲学校
M.M.R.ガラウェイ
J.M.リッチー ロンドン盲人教育協会
（London Society for Teaching and Training the Blind)
委員長
S.E.スティーブンズ リバプール盲学校 委員長
W.H.ブラウン NIB
A.アイクホルツ NIB
B.パース NIB 委員長
E.ホワイトフィールド NIB 副委員長
W. McG.イーガー NIB
P.ラベンダー 教育省、学校調査官
E.L.ターンベル 教育省
J.E.A.アンダーウッド 教育省、医療部門
C
T
B
代
表
N
I
B
代
表
教
育
省
関
係
者
出典：College of Teacher of the Blind and National Institute for the Blind (1936) The education of
the blind -A survey.  London, Edward Arnold & Co.　p.xii.
 
 
調査委員会の座長を務めた A.アイクホルツ（Alfred Eichholz, 1869-1933）は
医 師 で あ り 、 教 育 省 の 医 療 部 門 長 （ Medical Department of the Board of 
Education）として、長年盲学校及び聾学校の学校調査官（ His Majesty’s 
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Inspector of Schools）を務めた(Wilson [1933] 112-113)。教育省での職を定
年退職した同年である 1930 年からは、2 年の歳月をかけて聾教育の実態調査も
手掛けており、1932 年には「イングランド及びウェールズにおける聴覚障害児
調査 1930-1932（ A study of the deaf in England and Wales, 1930-1932）」
を刊行している。聾教育に関する報告書ではあるが、とりわけ同報告書の盲聾
児に関する内容（ p.159-168）は、盲福祉にとっても重要な示唆を与える内容だ
として盲学校教育関係者からも高く評価され（Anonymous [1933] 107-108）、聾
教育のみならず盲教育・福祉の発展に寄与した人物として知られている。教育
省関係者としては他に、特殊学校調査官であった P.ラベンダー（ P.Lavender）
と教育省衛生部（Medical Branch）のアンダーウッド、さらに 1933 年からはタ
ンブルもメンバーとして名を連ねていた１１。同 3 人は CTB 及びアイクホルツ博
士の依頼を受けて教育省から選抜された。なお、タンブル及びアンダーウッド
1932 年にレイ委員会報告に述べられた勧告の対応にあたったメンバーでもあ
った（第 1 章第 2 節 1 項参照）。 
イギリス国内で最大規模を誇る有志団体である NIB からは、パース、W.H.ブ
ラウン（W.H. Brown）、E.A.ホワイトフィールド（E.A. Whitfield）、及び NIB
の事務総長（Secretary General）であった W.McG.イーガ （ーWaldo McGillicuddy 
Eagar, 1885-1966）が関わっていた。また、全国の盲学校教員によって構成さ
れた CTB からは元理事であった J.M.リッチー（John Macgregor Ritchie）がメ
ンバーの一員であった。  
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ここで、1930 年代後半、1940 年代に本格始動する盲学校再編にとりわけ影響
与えた人物としてイーガーとパースを挙げておきたい。数少ない資料によれば、
イーガーの両親は北アイルランド出身であり、父は英国国教会聖職者であった。
37 歳で A.ディアック（ Alexander Diack）事務総長の後任として NIB に就任し、
1928 年から 1949 年の 21 年間、事務総長を務めた。就任した当時、NIB は財政
的課題だけでなく、国内に視覚障害者となった傷痍軍人が増加する中、各地に
増え続ける慈善組織との間に生じた不和にも直面していた。その渦中、イーガ
ーは NIB の運営組織の抜本的改革と盲人福祉関連のすべての慈善組織の統一を
成し遂げた人物として知られている。さらにイーガーが事務総長を務めた 21
年間に NIB 組織は教育分野での活躍も顕著であり、例えば NIB が運営する盲乳
幼児のための学校（サンシャイン・ホーム）は 3 校から７校へと拡大したほか、
また重複障害児のための国内初の学校の創設も果たしている。また、戦後には
1944 年の障害者雇用法の制定に尽力したほか、1950 年代にイギリス史上初の視
覚障害者のための継続教育機関の設置を促した労働省報告（Ministry of Labour 
Working Party on Employment of Blind Persons）の執筆にもかかわるなど、
活躍は NIB 組織内にとどまらない。興味深いことにイーガーは、 NIB 事務総長
としては異色の経歴の持ち主であり、37 歳で就任するまでは、ロンドン住宅委
員会（London Housing Board）の調査官や環境慈善団体であるガーデンシティ・
都市計画協会（ Garden Cities and Town Planning Association）（現在の国際
住宅・都市計画連合 , International Federation of Housing and Planning, 
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IFHP）の書記を務めるなど都市開発・計画に携わっていた（Anonymous [1966] 
46-47)。なにゆえに NIB 事務総長としてイーガーが抜擢されたのかは不明であ
るが、彼の群を抜く記憶力、交渉力、リーダーシップといった諸能力に加え
(Anonymous [1950b] 88; [1950c] 15; [1966] 46-47)、すでに述べたような彼
の功績を考えれば、 NIB への就任は決して偶然ではなかったと思われる。  
一方、盲労働者連合（ National Association for the Blind Workers: 以下, 
NABW）１２の名誉長官（ honorary secretary）であり、1928 年から 1943 年まで
は NIB 会員でもあったパースは、1874 年にマンチェスターで出生している。貧
困家庭で育ったパースは、幼少期から視力が弱かったが、盲学校に入学したの
は 9 歳、完全に視力を失ってからであった。パースは、大学に進学し法律を学
ぶ夢をもっていたが、ヘンショー盲学校で手仕事を学びその後は、周囲の勧め
でピアノ調律師としての道を歩む。しかしもともと知的好奇心が高かったパー
スは、低賃金の手仕事や調律に従事しながらも、週に 3 日はフランスの啓蒙思
想家・文学者ヴィオテール（ Voltaire, 1694-1778）の図書をはじめその他フラ
ンス語やドイツ語で書かれたエッセーを読み上げてくれる知人の家まで、 3 マ
イルの道のりであったが、足を運んだという（ Anonymous [1950a] 88-89）。後
に英国盲人連盟（ National League of the Blind: 以下, NLB）に入団し、1898
年には会員用月刊雑誌、「ザ・ブラインド・アドボケイト（ The Blind Advocate）」
の立ち上げに尽力し、長年同雑誌の編集長を務めた（ Phillips [2004] 306）。
詩 人 と し て も 知 ら れ て い る ほ か 、「 産 業 界 に お け る 盲 人 （ The Blind in 
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Industry）」(1925)、「英国盲人（ The British Blind）」(1928)などの著書も出
版している。  
パースは、1936 年報告書出版以降、 NIB 事務総長であるイーガーと共に盲学
校再編の指導者として活動していくが、すでに第 1 章第 1 節でふれたように
1920 年に、「慈善ではなく権利」の文言で慈善組織に対する抗議活動を展開し
た中心的人物でもあった。パース自身を含め、ほとんどの盲人が盲人授産所で
就労していたが、当時、盲人労働者の多くが授産所の運営母体であった慈善組
織が設定した低い労働賃金によって劣悪な生活を送っていた。パースは、盲人
の就労や生活に国が積極的に関与すべきことを世間に訴えるため 1920 年に 1
万人規模の抗議活動を指揮したのであった。慈善組織に対し批判的立場をとっ
ていたにもかかわらずその後、パースが自ら NIB という慈善組織に身を置いた
背景には、慈善団体と盲労働者との関係を良好にする目的があったとされてい
る。 
実際のところパースとイーガーは良好な関係を築いており、とりわけイーガ
ーにとってパースは掛け替えのない存在であったようである。両者は、盲学校
再編の実現に向けて書簡のやり取りを頻繁に行っていたほか、実現後は盲人の
教育や福祉の在り方等について個人的なアドバイスを求めるなどそのやり取り
はパースが病床についても続けられていた。パースが 76 年の生涯をとじた 1950
年、NIB が発行する雑誌、ニュー・ビーコン（ New Beacon）には「偉大なるリ
ーダーと親愛なる友」という見出しで寄せられたパースの追悼記事があるが、
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そこにイーガーはパースを「知識の源であり知恵の泉である」と表現している。
またイーガーは、自らが NIB の事務総長に就任した時にパースがすでに NIB に
いたことは彼にとって多大な利であったほか、21 年間にわたり NIB での仕事に
従事してきた中で体調の悪化を理由としたパースの退職が最も悔やまれた出来
事であったと記している（Anonymous [1950a] 90）。 
 
（２）盲学校再編構想の提起とその教育的・社会的意義  
計 336 ページに及ぶ盲学校教育調査研究は、義務教育段階の子どもたちを対
象とする基礎学校及びセカンダリー・スクール、さらには乳幼児を対象とする
教育機関及び重複障害を有する視覚障害児のための学校がそれぞれ別個に存在
している実態に対し、「盲学校教育はほぼ完成に近い」と高く評価した（College 
of Teachers of the Blind and National Institute for the Blind [1936] 6）。
しかし同時に「全国に点在する盲学校の数を縮小させない限り、盲学校の小規
模化は止まらない」と述べ、視覚障害児人口の減少に伴う盲学校の小規模化に
懸念を示した。  
そこで彼らが提案したのが盲学校再編計画である。同再編計画は既存の学校
形態の抜本的変容を求めるものであり、報告書には、次のような年齢に応じた
教育とそれを実施するための具体的手段が記載されていた。 
 
・ 5 歳から 7 歳までに子どもを対象としたインファント・スクール  
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・ 7 歳から 11 歳までの子どもを対象とした初等学校  
・ 11 歳から 16 歳までの子どもを対象とした中等学校 
・ 16 歳以降の子どもを対象とした継続学校  
 (College of Teachers of the Blind and National Institute for the Blind 
[1936] 10) 
 
上記の教育を実現可能にするために提示されたのは次の 2 つの盲学校再編案で
あった。一つはオール・エイジ型の大規模な寄宿制盲学校を作り上げ、一定の
視覚障害児集団を確保した上で、各学校内で、生徒を年齢、適性、能力に分類
し て実現する形である（ College of Teachers of the Blind and National 
Institute for the Blind [1936] 11）。これは、既存の盲学校の統廃合を伴う
ものであるが、オール・エイジ型、すなわち、5 歳から 16 歳までの生徒を対象
とする既存の学校形態を維持する内容であった。 
一方で、2 つめの再編案は、ハドウ・ライン（Hadow line）にそって年齢、
適性、能力別に分化した大規模寄宿制を作り上げる内容であった（ College of 
Teachers of the Blind and National Institute for the Blind [1936] 11）。
ハドウ・ラインとは 1926 年に労働党が、教育白書（Whitepaper）、「青少年の教
育」（通称ハドウ報告書）に示した学校再編計画を指す。同白書は、イギリス社
会に見られた階級的分断を反映したこれまでの学校教育制度を問題視した労働
党のマニフェスト、「すべての子どもに中等教育を（ Secondary Education for 
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All, 1922）」を実現するため教育制度、目的及び学習カリキュラム等を検討す
ることを目的とした文書であった（望田 [1996] 35）。ハドウ報告書では、分断
された学校教育制度を解消するための具体的手段として、従来のオール・エイ
ジ型学校の撤廃と、それに代わり初等学校と中等学校といった連続的な学校を
整備する学校再編計画を提言したのであった。これは、従来のオール・エイジ
型盲学校の教育方法、すなわち、労働階級の子どもたちに対し産業社会におけ
る社会秩序や姿勢の育成を主な目的とした連合主義理論に基づく、一斉教授法
からの脱却も意味していた（ローソン& シルバー [2007] 467；Richmond [1978] 
32-33）。 
ハドウ報告書はあくまでも通常学校教育における課題に着手したものであっ
たが、盲学校教育調査研究(1936)においては、第二の再編案としてハドウ・ラ
インに沿った再編が提案されていたのである。この 2 つの再編案はいずれにし
ても既存の盲学校の統廃合によって盲学校を大規模化、そして寄宿制にするこ
と、またそれに応じて盲生徒の移動を伴う抜本的な改革であった。実際に再編
は、盲学校教育調査研究(1936)が発行されてから 2 年後になる 1938 年ごろから、
第二の案、すなわちハドウ・ラインに沿った形で、その実現に向けて始動する
のであった。再編実現までの軌道については本章第 3 節で論述する。  
ところでなにゆえにこのような再編、すなわち、盲学校数の縮小を図り、す
べての学校を大規模寄宿制へと変容させることを構想したのだろうか。さらに
はなにゆえに提案された 2 つの再編計画のうち、後者、すなわちハドウ・ライ
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ンに沿った形での再編が実行されたのだろうか。この背景には大きく 3 つの要
因があったと考える。  
第一に挙げられるのは、1930 年代当時、教育における喫緊の課題であった教
育費削減への対応である。すでに見てきたように 1930 年代は全国的に教育費削
減の必要性が叫ばれており、そのような中、定員割れの学校も多く含まれた 70
以上の盲学校の維持は現実的に難しかった。盲学校数の縮小は経費削減のため、
残された数少ない選択肢だった。この事実は 1932 年に政府に提出されたレイ委
員会報告でも指摘されていたほか、盲学校教育調査研究（ 1936）においても自
明の理のごとく語られている。  
第二に挙げられるのは、盲学校教育の質の向上を図るためである。盲学校教
育調査研究（1936）が出版された 2 年後の 1938 年に、教育省との会議で、同著
書の執筆のメンバーでもあったパースは、盲学校の数を縮小することにより財
源を特定の盲学校に集中させ、盲学校の設備等の改善が期待できること述べて
いる（Board of Education [1938b] 3）。さらに、盲学校教育の質の向上には、
等質集団の確保も欠くことはできず、盲学校教育調査研究（ 1936）に「（盲）教
育の更なる発展は、年齢、能力、適性に応じた適切な分類によってもたらされ
る」(College of Teachers of the Blind and National Institute for the Blind 
[1936] 10)と示されている。財源を特定の盲学校に集中させ、さらに同学校で
等質集団ごとの教育を施すためには、盲学校は通学制ではなく、寄宿制である
必要があった。なお、この当時、等質集団の確保は重要視されており、その背
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景には大きく次の二つの理念・思想がある。一つは、等質集団の確保によって
教育の効率化が期待できるという考えである。またこの考えは盲学校卒業生の
就労とも直結しており、すなわち、産業社会における伝統工芸職人となる人材
の育成においても重要な意味を持っていた。具体的に、盲学校教育調査研究
（1936）では盲学校再編は「将来、肉体労働者となる子どもたちには、基礎と
なる教育を施す」ことが可能であるほか、「勉強好きな子どもの紳士気取りを最
小限にとどめ、産業社会における伝統工芸の中での最高位を目指すよう仕向け
ることができる」と述べられている（College of Teachers of the Blind and 
National Institute for the Blind [1936] 11）。もう一つは、 1920 年代頃か
ら世界的な流れを受け、イギリスでも確実に定着しつつあった進歩主義教育思
想の影響である（Richards [2001] 9）。進歩主義教育運動は、アメリカや他の
ヨーロッパ諸国では 19 世紀末から 20 世紀初頭にかけて最盛期を迎えたが、一
方でイギリスではそれ以降の、すなわち 1910 年代以降その時期を迎えたとされ
ている（Aldrich [2009] 487）。とりわけ進歩主義教育の提唱者として知られる
ナンが、ロンドン大学に設置された児童研究学部の所長として任命されたのも
この時期である。1936 年盲学校教育調査研究において言及があったハドウ報告
書も、進歩主義教育原理を取り入れたものとして知られており、1926 年の労働
党のマニフェスト、「すべての子どもに中等教育を」の執筆者であり、ハドウ報
告書委員でもあった R.H.トーニー（ Richard Henry Tawney, 1880-1962）は、
熱心な進歩主義支持者であった上１３（Richmond [1978] 25）、児童研究所所長
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ナ ン も ハ ド ウ 報 告 書 委 員 と し て 名 を 連 ね て い た （ Aldrich [2009] 494; 
Rubinstein & Simon [1973] 26）。 
なお、イギリスの進歩主義教育はその発祥の地であるアメリカや他のヨーロ
ッパ諸国と比較していくつか異なる点があることを付け加えておく。一つはす
でに述べたように最盛の時期の違いであるが、もう一つは、その思想であり、
イギリスの場合子ども個人の自由と自発性を強調しつつも、伝統的な教科内容
にも引き続き重きがおかれた点である（宮本 [2005] 188； Richards [2001] 9）。
これは、盲学校教育においても例外ではなく、盲学校教育調査研究(1936)では、
2 ページに渡りナン及びデューイを取り上げ、教育の中心的関心は児童にあり、
彼らの興味・関心及び経験に基づく授業展開の重要性を強調しながらも、一方
では子どものそれのみに終始した授業にも否定的であり、卒後を見据えた教科
教育が重んじて行われるべきことを断言している（ College of Teachers of the 
Blind and National Institute for the Blind [1936] 83）。 
盲学校再編を提案した第三の理由、とりわけ、ハドウ・ラインに沿った形で
の再編を試みた理由として挙げられるのは、盲学校の社会的地位、ひいては盲
人の民主的市民としての社会的地位の確立である。特に 1940 年代中期において
このことは重要な意味を持つようになる。というのも、すでに述べたように、
ハドウ報告書とは、オール・エイジ型学校の代わりに初等学校と中等学校と年
齢によって学校の分化を推奨した労働党による教育白書であり、進歩主義教育
の理念を反映させた当時のイギリスの学校教育においては、最新の教育的パラ
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ダイムを取り入れた内容でもあった。ハドウ報告書は、あくまでも通常学校教
育における課題に着手したものであったが、盲学校再編を推進した中心的人物、
Eagar(1938a)はハドウ報告書を、子どもたちの自由な発達への権利の保障を目
的とした、新しい教育的パラダイムを取り入れた現代的発想（modern idea）で
あると賞している（Eagar [1938a] 1)。 Eagar(1938a)によれば、現代的発想を
反映するハドウ・ラインは教育機関として極めて重要な教育改革であり、した
がって、盲学校教育も同様にしてハドウ・ラインに沿って再編する必要性を教
育省のアンダーウッドに宛てた書簡の中で述べている（Eagar [1938a] 1）。盲
学校の教育機関としての社会的地位を確立するためには、当時の通常学校を中
心に進められていた教育改革を盲学校教育にも取り入れることが必要不可欠で
あったのである。 
ハドウ・ラインはその後、スペンズ報告（ 1938）（Spens Report, 1938）及び
ノーウッド報告（ 1943）（Norwood Report, 1943）で提案される新たな再編計画
を経て具現化する。年齢、能力、適性に応じた教育を施すという名目のもとで、
初等、中等教育といった継続的階梯制度と中等学校においては、グラマー・ス
クール、テクニカル・スクール、モダンスクールと 3 つの種類の学校、三分岐
制度が確立する。この教育制度は 1943 年の教育白書「教育の再建（Education 
Reconstruction）」において公言され、 1944 年教育法（通称バトラー法）によ
って正式に採択される。通常学校は 1944 年教育法制定以後、この理念に沿って
各地方教育当局において学校再編が進められることとなるが、盲学校も通常学
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校と同様の形で再編が実現していくことになる（第 2 章で詳述する）。 
実は、1943 年教育白書において述べられた教育制度の導入は、民主制社会構
築のための民主主義的市民（ democratic citizenship）の育成の上で期待が寄
せられており（ Anonymous [1943a] 3; 沢井 [1974] 133-134)、特に戦後のイギ
リスでは重要な意味をもっていた。イギリスにとって第二次世界大戦は、国内
で民主主義を圧殺しあからさまな侵略行動にはしるドイツ、イタリア、日本に
対抗し、民主主義を守るための反ファシズム戦争であり、「民主主義を守るた
めの戦争」であった（木畑 [1998] 365）。これは、健康保険制度や失業保険、
年金などをすべての国民に適用させることを提言した社会福祉制度を始め、経
済政策などが、この時期にイギリスにおいて構築されていることからも読み取
ることができる。民主主義的市民の育成への期待を反映した通常学校教育と類
似した改革を盲学校教育においても実現することは、盲児を一般市民としての
地位の確立の上で重要な意味を持っていたのである。  
1943 年教育白書発行後、イーガーは、 NIB が発行している雑誌、ニュー・ビ
ーコンの中で、盲学校教育が通常学校教育と足並みをそろえる形で再編される
ことの重要性を訴えている。イーガーは、具体的に、雑誌の中で 1943 年の白書
に沿った改革が盲学校教育にも反映し、一般の子どもが得るであろう同様の教
育的利益を盲児も得る権利を有していること、またその権利を守ることこそが、
我々教育者の重要な義務であると断言している。さらに、盲児は寄宿制盲学校
で学ぶという点で一般路線から外されていることから、彼らを「特異な人間
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（peculiar people）」としない上でも、盲学校を通常学校と同様な形で再編す
る必要性を再度強調している（Eagar [1943] 138-139）。 
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第三節 盲学校教育関連組織による盲学校再編の始動 
１．盲学校関係者間における再編計画の始動とその挫折   
盲学校再編計画は 1938 年に、マンチェスターにて開かれた会議を皮切りとし
て実行に移される。1938 年 10 月に開催されたマンチェスターでの再編会議に
は、盲学校教育調査研究 (1936)の執筆に関わった NIB 事務総長のイーガーをは
じめとする NIB 関係者と、マンチェスター地域の盲学校教育関係者で構成され
る北部地域委員会（ Northern Counties Association）関係者が集い、盲児の数
の減少への対応と、年齢や種類（適正･能力）に応じて分類する必要性から盲学
校再編についての具体的な話し合いがもたれている（Eagar [1938a] １）。 
興味深いことに盲学校再編に関する会議は、1938 年以降、数回に渡り、1945
年まで全国各地で開催されるが、これらはいずれも NIB 関係者は中心組織とし
て関わるものの、1936 年調査報告の共同執筆組織であった CTB は関わっていな
い。再編計画を記載した 1936 年調査報告の中心的組織が CTB であることに鑑み
ると、この状況は異常である。1940 年代にバーミンガム・ロイヤル盲学校教員
であった S.O.マイヤーズ（Stanley Oscar Myers, 1908-1985）は 1942 年の CTB
が発行する盲学校教員向け雑誌に盲学校再編に対する心情を書き記しているが、
パートナーであった NIB と CTB との間には意見の相違が生じつつあり、「不必要
な拮抗」が存在したことを言及している１４（ Myers [1942] 54-55）。つまり、
再編構想までは CTB も関わっていたものの、その実現の過程で CTB と NIB の間
には意見の不一致が生じ、結果として NIB のみが中心組織として具体化に関わ
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ったと考えることができる。  
 第 1 回目の再編会議は案の定、難行した。イーガーは会議を振り返り、参加
した盲学校関係者からはおおむね理解を得ることができたものの、参加したあ
る特定の盲学校が、一方的に北東部の中心的盲学校として存続する必要性を主
張し、再編の具体的内容や方法については意見がまとまらなかったことを報告
している（Eagar [1938a] 1）。これは、当然の結果でもあった。なぜなら、す
でに 1932 年のレイ委員会報告による勧告への対応にあたった教育省関係者か
らの指摘にあったように（第 1 章 2 節１項参照）、盲学校の多くは有志団体が運
営するものであり、慈善事業としてイギリス史上盲学校教育が開始されて以来
の長い歴史と格式を有する団体であった。それゆえ、盲学校の統廃合を伴う再
編の実行は容易であるはずがなかった。まさに盲学校再編に向けた協議は、イ
ーガーが 1938 年 10 月 18 日付けで教育省に送付した書簡の中で述べたように
「あちらをたてればこちらがたたぬ議論（ pull devil pull baker struggle）」
であり、協議続行には新たな戦略が必要であった。 
 
 さらに、問題はそれだけではなかった。盲学校の統廃合の検討が難行するな
かにあって、イギリス南部にある有志団体によって盲学校の新設計画が浮上し
たのであった。この有志団体は、ロンドン地域に大規模な盲学校を設置するた
め、地域市民に対して募金や援助の要請を開始し、教育省に認可を求める手続
きを進めていた (Purse, 1938)。つまり、盲学校再編計画は、停滞するばかりか、
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むしろ後退していていたとさえいえるのである。  
  
難航する盲学校再編計画の改善を試みるため、イーガーは盲学校教育調査研
究  (1936)の 執 筆 に 関 わ っ た 元 NIB 会 員 で 当 時 盲 労 働 者 連 合 （ National 
Association for the Blind Workers: 以 下 , NABW） の 名 誉 長 官 （ honorary 
secretary）を努めていたパースとともに、教育省関係者を当協議に引き入れる
ことを決意する。彼らは、盲学校の統廃合を伴う再編協議に応じない盲学校に
は一定の圧力（ pressure）をかけることが不可欠であり、それができるのは教
育省であると考えていた（Board of Education [1938b] 3）。教育省とのやり取
りは、表Ⅰ-3-1 に示す通り、第 1 回目の再編会議以降、主に書面を通して行わ
れており、とりわけイーガーは、1938 年の 10 月から翌年の 1 月にかけて少な
くとも 4 回ほど当時の教育省関係者であった E.ワー（Earl de la Warr）や教
育省衛生部（ Medical Branch）のアンダーウッドに宛てて書簡を送付している
（Eagar, 1938a; 1938b; 1938c; 1939）。 
 
表Ⅰ-3-1 イーガー及びパースによる教育省に宛てた書簡一覧 
執筆者 宛先
1938 10月18日 W.イーガー 教育省、E.ワー（Earl Warr)
10月28日 W.イーガー 教育省、J.E.アンダーウッド(J.E. Underwood)
11月5日 B.パース 教育省、J.E.アンダーウッド
12月6日 W.イーガー 教育省
1939 1月2日 W.イーガー 教育省、K.リンゼー（K. Lindsay)
年月日
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盲学校再編計画を推進させる上で転換点となったのが、1938 年 12 月 12 日に
盲学校教育関係者と教育省との間で行われた会議であった。ここで、パースら
をはじめとする NIB 関係者は、教育省から盲学校再編計画に関与することへ同
意 を 得 る こ と に 成 功 す る 。 当 会 議 に は 、 教 育 関 係 者 側 か ら は 、 M.ラ イ ト
（Maxwell Lyte）、教育省衛生部のアンダーウッド、特殊学校教育視察官であっ
たランズデンらをはじめとする 4 人が出席していた。また盲学校関係者側から
は、パースを始め、同じく元 NIB で、NABW 会員でもあったホワイトフィールド
と J.R.エンブレム（J.R.Emblen）の 3 人が出席している。なお、エンブレムに
ついては不明であるが、ホワイトフィールドは盲学校教育調査研究  (1936)の執
筆に関わった人物であった。  
パースらは、全国に点在する盲学校の①数を縮小させ、すべてを寄宿制に変
容すること、②年齢や適性ごとに分化した学校を設置すること、③盲学校に混
在する弱視児及び他の障害を併せ有する重複障害児を他の教育機関・施設へ移
譲することの必要性と、そのためには全国に点在する 70 以上の盲学校の統廃合
そして機能の変容を要することを説明した。そしてその実現には教育省の積極
的関与が不可欠であると協力を要請した（Board of Education [1938b] 2, 4-5）。
そして教育省関係者ライトは、数時間に及ぶ協議の末、盲学校再編計画の実現
化に向けて全面的に協力することに合意する（Board of Education [1938b] 3）。 
イーガーとパースが書簡や話し合いの中で見せた教育省関係者を引き入れる
ための戦略は、次に示す 2 つの点で卓越していたといえる。一つは、客観的デ
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ータを用いて盲学校教育の実際を明快に述べていたことである。例えば、パー
スが 1938 年 11 月 5 日にアンダーウッドに宛てて執筆した書簡には、盲学校が
直面している課題について以下の内容が書かれている。 
 
・ 点字を文字として活用する盲児の数は顕著な減少を見せており、現時点
では 1,450 人に過ぎないこと 
・ 一方で、盲学校の数に長い間変化はなく、結果として多くの学校が入学
可能な定員数の約 7 割の生徒数をかろうじて確保できている状態にある
こと。また地域によってその割合は、さらに低く、深刻な状態にあるこ
と(Purse, 1938）。 
 
この背景には、盲学校再編は科学的根拠に基づくものであるべきというイーガ
ーらの考えがある。イーガーらは、再編計画は、決して特定の盲学校をひいき
するものではなく、盲児人口の変動など、統計資料に基づく平等な判断、すな
わち科学的根拠に基づき進められるべきという確固たる信念を有していた
（Eagar, 1938a）。 
2 つ目は、再編がいかに盲学校教育及び、国全体にとって有益であるかを主
張した点である。例えばパースらは、再編を実現することのメリットについて、
①各盲学校は一つの同質集団の子どもたちを対象とすることになり、より高度
な教育が期待できること（Board of Education [1938b] 4）、そして②盲学校の
 67 
数を縮小することにより財源を特定の盲学校に集中させ、盲学校の設備等の改
善が期待できることを挙げている (Board of Education, 1938a)。またその際、
十分な広さの校舎と教員に恵まれているにもかかわらず設備が古く、そして改
善に必要な資金が不足していることから十分な教育ができていないロイヤル･
ノーマル・カレッジを事例として挙げ、特定の学校に設備投資することの意義
を主張した(Board of Education, 1938a)。さらに現在の盲学校は、公的資金の
無駄につながっており、盲学校再編によってその問題が解消できると断言した 
(Purse, 1938）。  
盲学校再編が如何に国にとって有益であるのかを、費用削減と関連付けて主
張したことは、特にこの時代、重要であった。というのも、すでに述べてきた
ように 1930 年代は、第一次大戦以降イギリスでは改善の兆候が一向にみられな
い財政状況をうけて教育の予算の見直しが始まった時期であった。1931 年には
盲学校及び聾学校に対し教育費の削減を勧告したレイ委員会報告書が発行され、
またその勧告を受けて対応にあたっていたメンバーには、イーガーやパースが
書簡を交わした教育省のアンダーウッドが含まれていた。  
しかし、盲学校数を縮小させ、すべてを寄宿制にするという同再編計画が、
経費削減をもたらすが故、国にとっても有益であるという論旨は、多少なりと
も説明を要するだろう。なぜなら、通学生徒と寄宿生徒とでは、年間の授業料
は寄宿生徒のほうが 2 倍１５かかるなど圧倒的に高コストであるからである。こ
の事実は、すでに 1932 年にレイ委員会の勧告を受けてアンダーウッドらをはじ
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めとする教育関係者で結成された委員会でも指摘されてきており、彼らが、小
規模で効率性が全く見込めない盲学校のみを廃校の対象とし、可能な限り通学
制の生徒が多いところは維持していく方針を提示したのもそれが所以である
（Board of Education, 1932b; 1933）。 
パースらも会議の中で「地域の通学制（学校）ではなく寄宿制の学校に子ど
も達を在籍させることは地方教育当局により多くの支出をもたらすことにな
る」と懸念も示している。しかし、「小規模な学校を廃校することにより、節
減が見込める」こと、さらに寄宿制学校によって子どもは、「よりよい秩序、
食生活等を得る」というのがパースの弁明であった。とりわけ、パースと共に
会議に出席していたホワイトフィールドは、自身が目にした寄宿制盲学校に入
学し、良い食事が与えられ、適切な秩序を身につけることを通して視力が回復
した事例を紹介し、寄宿制盲学校の実現は、盲児だけでなく視覚障害の予防や
改善といった、つまり長期的にみて国全体の有益となると説明したのであった
（Board of Education [1938b] 3）。 
 
２．教育省の積極的関与と再編会議の再開  
教育省を中心とした再編会議は、1939 年夏ごろから地域ごとに開始される。
第一回目の盲学校再編に関する会議は、イギリス北部に既存する盲学校関係者
を招いて 1939 年 7 月に 4 日にマンチェスターのハウルズワーズ・ホール
（Houldsworth Hall）で開かれている。同会議には、教育省で盲学校再編構想
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の段階から関わってきたアンダーウッドを議長とし、その他 9 つの盲学校関係
者と、盲学校再編構想の時点から関わってきたパースを含む NIB 等の 2 つの団
体が出席した。議題は、主として弱視児、盲児及び盲知的障害児をいかに分離
させ、大規模寄宿制盲学校を設置するかについてであり、各盲学校の統廃合や
機能変容の可能性について話し合いが行われた（ Board of Education [1939] 
1-5）。 
 
1945 年にはイギリス北西部、南西部及びロンドン地域に既存する盲学校を
招いての会議は相次いで開かれている（表Ⅰ-3-2）。なお、1939 年 7 月にマン
チェスターで開催された会議から 1945 年までの 6 年の間にこうした地域ごとの
会議が全く行われていなかったとは断言できないが、資料上この間行われた会
議に関する記述は見つからない。イギリスは 1939 年 9月から第二次世界大戦へ
と突入しており、結果的には 1940 年 4 月上旬までは本格的な戦闘が展開されな
かったが、1939 年 5 月にはイギリス史上はじめて徴兵制が施行され、7 月には
戦時に向けての供給省（Ministry of Supply）が創設されるなど準備が進行し
ていた（木畑  [1998] 360）。さらに、1939 年は、通常学校における改革、すな
わち、義務教育年限が 14 歳から 15 歳までと引き上げられ、 1930 年代から労働
党が提唱してきた「すべての者に中等教育を」が一歩前進するはずである年で
あったとされるが（沢井, 1974）、それも戦後まで持ち越されている。以上の
ことから、盲学校教育改革実現に向けた動きも通常学校教育改革と同様にこの
 70 
時期、延期となっていたと考えることは十分可能である。  
 
 
表Ⅰ-3-2 各地域における盲学校再編会議開催日  
開催日 会議名
1939年7月4日 イギリス北部における盲学校再編会議
1945年2月21日 イギリス北西部における盲学校再編会議
1945年7月23日 ロンドン及びイギリス南西部における盲学校再編会議
1945年10月9日 イギリス南西部における盲学校再編会議
 
 
1945 年 2 月 21 日に教育省主催で開かれた北西部再編会議の内容をここで紹
介する。本会議では、北西部に位置する盲学校、計 6 校の関係者及び NIB 関係
者が出席した。参加した教育省関係者の中には盲学校再編構想の段階から関わ
ってきたアンダーウッド、戦前の再編会議にも出席していたランズデン特殊学
校調査官等が参加した。  
戦前に開催された再編会議との大きな違いは、戦後の会議は 1944 年 10 月に
制定された 1944 年教育法と、翌 1945 年の教育大臣規則（The Handicapped Pupils 
and Medical Services Regulations 1945）における規定内容が示された上での
話し合いであった点であろう。1944 年教育法第 33 条及び 1945 年の教育大臣規
則において盲と弱視が異なる障害カテゴリーとして位置づけられ、基本的に盲
及び弱視は分離した場で教育されること、さらには盲児は寄宿制盲学校におい
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て教育されことが規定された。また、可能な限り学校はオール・エイジ型では
なく 11 歳までの児童を対象とした初等学校もしくは、12 歳以降の生徒を対象
とした中等学校へと移行することが望ましいとされた。さらに一学級は 15 人以
内である必要がある一方で、初等学校、もしくは中等学校の場合は 3 学級以上
そしてオール・エイジ型学校の場合は 8 学級以上であることが規定され、すな
わちある程度の規模を保ち、その中で等質集団ごとに個の年齢や適性に応じた
教育が展開されることが期待されたのであった。  
表Ⅰ-3-3 は、1945 年 2 月 21 日の再編会議で配布された統計資料であり、北
西部に存在する盲学校と各学校に在籍する盲児の年齢別に在籍生徒数が記載さ
れている。会議はこうした客観的データを基に、学校の収容可能な生徒数、学
校設備、さらに統計資料に示されている盲児の実態を参照しながら進められた
（Ministry of Education, 1945b）。まさにパースらの盲学校再編に対する信念、
すなわち、「再編が科学的根拠に基づくものであり、特定の盲学校をひいきする
ものではない」が貫かれている１６。1944 年教育法と、翌 1945 年の教育大臣規
則によって、小規模通学制学校は推奨されていなかったことから、表 1-3-3 に
あるようにそもそも全校生徒 10 人以下の小規模な通学制盲学校であったオー
ルドハム・ガワ―ストリート通学制盲学校（ Oldham Gower Street Day School for 
the Blind）及びバーニー・ターレトン・ハウス通学制盲学校（Burnley Tarleton 
House Day School for the Blind）は、在籍児童の転入先が確保でき次第、廃
校となる方向で議論された。オールドハム・ガワ―ストリート学校は廃校とな
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ることに理解を示したが、バーニー・ターレトン・ハウス盲学校は廃校となる
ことを拒み続け数回にわたる話し合いの末、盲学校ではなく聾学校として継続
す る可能性を検討することで決着がついた。プレストン盲学校 （ Preston 
Industrial School for the Blind）については弱視児のためのオール・エイジ
型弱視学校へと移行することが確定した。プレストン盲学校は弱視学校への移
行によって、以前よりも一定数の生徒を安定的に確保できるとの認識からこの
移行計画に肯定的であった。  
北西部では最大規模であったヘンショー盲学校は同会議において中等学校と
なることが決定し、プレストン盲学校、リバプール盲学校（Liverpool School for 
the Blind）、そしてボルトン通学制盲学校（ Bolton Day School for the Blind）
に在籍する児童を受け入れるとともに、11 歳以下の児童を、リバプール盲学校
へ転出させることとなった。一方で初等学校への移行が確定したリバプール盲
学校はヘンショー盲学校及びプレストン盲学校から 11 歳以下の児童を受け入
れることとなった。また、こうした計画は、ヘンショー盲学校が 5、6 年後に完
成予定である校舎新設計画やリバプール盲学校が 1、2 年後に計画していた校舎
増設等についても加味した上で推考されたものであった。  
こうした過程を経て本論で取り上げた盲学校も初等学校あるいは中等学校へ
と変貌した。ヘンショー盲学校及びヨークシャー盲学校は 12 歳以上の点字を使
用する盲児のための中等（モダン）学校へ、ロイヤル・ビクトリア盲学校は 11
歳以下の盲児を対象とした初等学校となった。この移行は、当然ながら生徒の
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大規模な学校間移動を伴うものであった（Henshaw’s Institution for the 
Blind [1946] 10; Royal Victoria School for the Blind [1947] 3）１７。 
 
 
表Ⅰ-3-3 1945 年イギリス北西部盲学校再編会議にて配付された資料  
（盲学校の在籍生徒の年齢と数）  
盲学校名 男子 女子 男子 女子 男子 女子 男子 女子 男子 女子
プレストン盲学校
（Preston Industrial school for the Blind) 1 11 7 5 3 16 11
ヘンショー盲学校
（Henshaw's Institute for the Blind)
4 1 31 9 25 11 60 21
リバプール盲学校
（Liverpool School for the Blind)
3 3 13 10 13 17 29 30
リバプール・カソリック盲学校（セント・ビンセント）
(Liverpool　Catholic School for the Blind) 3 4 1 9 9 10 12 26 22
サウスポート・バークデイル盲学校
（Southport Birkdale School for the Blind) 8 2 3 1 2 11 5
オールドハム・ガワ―ストリート通学制盲学校
（Oldham Gower Street Day School for the Blind)
3 1 3 1 6 2
バーニー・ターレトン・ハウス通学制盲学校
（Burnley Tarleton House Day School for the Blind)
3 1 1 1 4 2
ボルトン通学制盲学校
（Bolton Day School for the Blind)
7 4 11 8 18 12
合計 11 2 14 7 77 43 68 53 170 105
5歳以下 5-6歳 7-11歳 12-16歳以上 合計
出典：Ministry of Education (1945b) Memorandum on the north-west region reorganisation of schools for the blind on
February 21st, 1945.  
 
 
なお、イーガーらの信念であった科学的根拠に基づいた再編会議は、個人の
我欲・利己主義に起因する学校間の不必要な意見対立の回避にはつながったも
のの、再編会議において意見の対立は絶えなかったことを付け加えておく。上
述したプレストン盲学校のように廃校が提案された学校は、当然の如く再編案
に批判的であったが、盲学校再編の前提となっていた理念、すなわち、大規模
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寄宿制への移行に対しても対立的意見は常に存在した。すでに述べたとおり、
当時の盲学校は通学制学校、寄宿制学校が存在し、さらにすべての盲学校は 5
歳から 16 歳までを対象としたいわゆるオール・エイジ型学校であった。つまり、
同改革によって初等学校となる盲学校にとってみれば、 11 歳になって音楽や
教科学習に適性・能力を示す盲児を手放すことを意味した。  
盲学校の中には、スイス･コテージ（ Swiss Cottage）盲学校のように、オー
ル・エイジ型学校を「あらゆる適性や能力の子どもたちを一つの学校に入れる
ことによって、平均的な学力を有する盲児がよい影響を受けることや、あらゆ
る年齢の盲人が一つの学校にいることによって、盲人授産所での手仕事につく
成人と触れ合う機会に恵まれ、将来必要な態度を身につけることができる」と
いう点で高く評価する学校もあった（ Anonymous [1942] 87）。そして、このよ
うな立場にたつ学校は、「盲学校は適性の高い生徒を失い、それはよい教員も集
まらなくなるなど盲学校全体の活気そして質までも落しかねない」と再編計画
を非難した。 
また、盲学校教育改革によって 11 歳以降の知的職業を目指す盲児を対象と
することとなるグラマー・スクールも同様の懸念をしめしていた。これまでは
他の基礎学校と同様にオール・エイジ型であり、一部の（恵まれた環境にいた）
子どもではあったが、幼少期から大学進学や知的職業に就くための教育を施し
てきた。それが、盲学校教育改革によって 11 歳以降の盲児のみを受け入れる
学校となれば、これまでのような幼少期からの一貫した専門的指導ができなく
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なる可能性を意味した。ウースター盲学校校長は、「これまで本校が挙げてき
た成果は幼少期から何年もかけて指導してきた賜であり、 11 歳になってから
入学してきた盲児では、こうした成果があげられる保障はない」（ Taylor, 
1946）と、再編計画を非難したのであった。こうした対立がありながらも再編
計画は実現に向けて進められたのであった。 
 
 
戦後まもなくして視覚障害教育は、全国規模の盲学校再編を完成させる。小
規模通学制盲学校と寄宿制盲学校を合わせて全国に 70 校以上点在していた盲
学校は、16 校の大規模寄宿制盲学校へと再編された。さらにそのうちの 16 校
が初等学校と中等学校（一部はオール・エイジ学校として残る）に分化したこ
とで、従来の形態を大きく変容させる大再編を実現したのである。この再編の
特徴については、他の障害児学校や通常学校との比較を通して次章で詳述した
い。 
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第 1 章註釈 
                                                 
１本研究でイギリスとは、主としてイングランド及びウェールズに限定して使
用する。 
２創設された当初の学校の正式名称は、 Royal Normal College and Academy of 
Music for the Blind である（Wagg [1932] 48）。 
３なお、中等学校への入学は 1930 年代半ば以降も依然として裕福な家庭の子ど
も、または裕福な地域に住む子どもに圧倒的に有利であったことを指摘する
意見もある（ Miller [1940] 176-185）。また、盲学校教育調査研究  (1936)
では、中等学校への入学が、単純にその子どもの能力や適性に応じて決定さ
れるのではなく、基礎学校側の意識によって大きく左右される現状を問題視
している（College of Teachers of the Blind and National Institute for 
the Blind [1936] 238）。 
４なお、数年たっても何ら改善が見られない盲児は精神薄弱（feeble-minded）
とみなされ、除籍となっている。精神薄弱盲児には、エレン・テリー盲・精
神薄弱児施設（ Ellen Terry National Homes for Blind Mentally Defective 
Children）という教育ではなく保護を目的とした施設が存在した（College of 
Teachers of the Blind and National Institute for the Blind [1936] 9, 32）。  
５ 創設された当初は英国内外盲人凸文字改良協会（The British and Foreign 
Society for Improving the Embossed Literature of the Blind）であった。
その後 1914 年に盲人協会（National Institute for the Blind）となり、ま
た 1953 年には王立盲人協会（The Royal National Institute for the Blind）
と名称を変えている。  
６国家による盲人福祉への積極的関与を求めたこの抗議活動には、 200 人以上
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の盲人がマンチェスターからロンドン（トラファルガー広場）を最終起点と
して行進した。最終的にトラファルガー広場でのデモ活動には約 1 万人が集
結したといわれている（Danieli ＆ Wheeler [2006] 492）。 
７本文中の表に示したのは、ヨークシャー盲学校であるが、同じ基礎学校であ
る、バーミンガム・ロイヤル盲学校と基本的に同じであった（ Board of 
Education [1937b] 3）。 
８ ロイヤル・ビクトリア盲学校では低学年の子どもたちを幼年学級
（kindergarten class)へ、そしてそれ以降の子どもを I から VI のクラスへ
と分けている。またヨークシャー盲学校についても幼年学級（ kindergarten 
class)（6-9.5 歳）とそのほか 4 つの学級（クラス I～IV）に分けて教育を行
っていた。 
９ なおイギリスは、世界に先駆けて弱視児を対象とした史上初の特殊学校を
設置した国として知られており、最初の弱視学級は 1908 年にロンドンにお
いて設置された（プリッチャード [1969] 204-205）。弱視学級にはその後、
弱視教育のモデル学校としてアメリカのパーキンス盲学校校長 E.アレン
（Edward Allen）が視察に訪れてボストンに設置された最初の弱視学級のモ
デルとなった。弱視学級はその後拡大し、1934 年の時点では、都市を中心
にではあったが 37 学級存在し、約 2000 人の弱視児が学んでいたとされる
（French [2006] 50）。しかし 1944 年教育法制定以後は、年齢、適性、能力
に応じた教育を実施するため一定の生徒集団を確保できる弱視学校の建設が
始まり、その結果、弱視学級は激減する（Ministry of Education [1948a] 
186）。 
１０このような環境が整うまでにはそれまでの長い歴史的背景と盲人当事者に
よる努力があったといってよい。といのも、 1791 年にイギリスで最初の盲
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学校・施設（ blind institutions）が設置されて以降、初めて王立委員会よ
り発行された全国規模調査報告（1886 年）では、当時約 6,000 人のうち半数
以上の盲人が施設で何らかの教育を受けていたにもかかわらず、経済的に自
立できずにいた。報告書は、5-16 歳までの盲児に対する義務教育の必要性
と、同時に義務教育修了後の 16-21 歳までの盲人で職業訓練を希望するもの
に対し、教育当局（ school authorities）が積極的に関与すべきであること
を勧告したのであった。この勧告は新しい法令の制定にまで結びつかなかっ
たものの、その後見られた盲人授産所の増加とそれに伴う職業訓練対象者の
増加に大きく貢献するものであった（ Ministry of Labour and National 
Service [1951] 10）。さらには、 1920 年のパースを中心とした盲人による
抗議活動も貢献している。この抗議活動の末、盲人に対し職業訓練を施すこ
とが有志団体ではなく国（地方教育当局）の義務であるとする 1920 年盲人法
（1921 Blind Persons Act）が制定される（Wagg [1932] 140）。 
１１ タンブルは、アイクホルツ博士が死去したことから 1933 年 3 月より教育省
より選出され加わった。 
１２ 1921 年に、盲者の社会及び労働環境の改善のため創設された障害者組織で、
現在の盲人連合（ National Federation of the Blind: 以下, NFB）の原形組
織である。 
１３イギリスでは、 1914-1918 年前後に小規模な団体によって、新教育運動の世
界的な流れを受けて、その啓発活動が見られた。 Richmond(1978)は、その団
体のリーダー的人物としてトーニーを挙げている (Richmond [1978] 25）。 
１４  NIB と CTB の間に生じた意見の相違について、具体的に述べた資料は残念
ながら見当たらない。しかし、次の理由から CTB の理事であったリッチーが、
盲学校再編の必要性については同意していたものの、具体的な再編の在り方
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については NIB と異なる見解を有していたことが推測される。1938 年以降
盲学校再編計画がパースらによって具体化される中でオール・エイジ型の維
持を支持し、盲学校再編案に全面的に異論を示した盲学校の一つにスイス・
コテージ盲学校がある（Anonymous [1942] 87）。スイス・コテージ盲学校の
理事は CTB の元理事として盲学校教育調査報告（1936）の執筆に関わったリ
ッチーであった。  
１５例えば、ヘンショー盲学校における 1935 年及び 1936 年の学費は、寄宿生の
場合一人当たり 78 ポンド、通学生の場合一人 45 ポンドである（Board of 
Education, 1936b)。 
１６ パース及びイーガーは、教育省に再編会議への関与を願い出る際に書簡を
通して、盲学校再編は特定の盲学校をひいきするものではなく、盲児人口の
変動など、統計資料に基づく平等な判断、すなわち科学的根拠に基づき進め
られるべきであることを強調している（ Eagar, 1938a）。  
１７例えばロイヤル・ビクトリア盲学校からは 12 歳以上の盲児 11 人が近隣地域
の中等学校であるヨークシャー盲学校へ転出し、またヨークシャー盲学校か
らは 13 歳以下の盲児 12 人がロイヤル・ビクトリア盲学校へ転入している
（Royal Victoria School for the Blind [1947] 4）。  
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第二章 
大規模寄宿制盲学校の実現と 
継続教育機関設置による長期教育システムの完成 
（1940 年代半ば-1960 年代初頭） 
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第一節 1944 年教育法による大規模寄宿制の出現と通常教育への接近  
本章では、戦後に実現した盲学校再編の様相を通常学校や他の障害児学校に
おける再編との比較を通して分析したのち、実際に盲学校における教育がいか
に変容したのかについて明らかにする。さらに継続教育機関の設置による 2 歳
から 21 歳までの長期教育システムの完成と、その実現要因を論述する。  
 
１. 1944 年教育法制定に伴う盲学校における変革とその特徴  
1944 年 10 月 、 教 育 省 総 裁 の R.A.バ ト ラ ー （ Richard Austen Butler, 
1902-1982）により 1944 年教育法（通称バトラー法）が制定される。同法の目
的は、下記に示す教育白書「教育の再建（Education Reconstruction）」（1943）
にあるように、すべての子どもに対して適切な教育の機会を提供し、幸福な子
ども時代と人生におけるよりよいスタートを保障することであった (Maclure 
[1986] 206)。1944 年教育法（第 2 編 7 条）には、こうした目的を実現する具
体的方法として、従来の社会階級によって分断された教育制度１を、初等、中
等、及び継続教育と連続する継続的な段階に編制し直すことが規定され、その
義務を地方教育当局に課したのである。 
 
公教育の学制は初等教育、中等教育、及び継続教育として知られる 3 つの
累進的諸段階に組織されなければならない。そしてその権限が及ぶ限りに
おいて、その地域の住民の需要に適合し得る、諸段階を通ずる効果的教育
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を確保することにより、地域社会の精神的、道徳的、知能的、及び身体的
発達に寄与することは、あらゆる地域における地方教育当局の義務とす
る。 
（1944 年教育法第 2 編第 7 条） 
 
 
また 1944 年教育法は、イギリス史上初めて障害児教育を通常教育制度の制度
に位置づけたという点で、障害児教育にとっても画期的な意味をもっていた。
というのも、戦前の障害児教育の法令であった 1921 年教育法は、第 3 編におい
て初等教育を規定した一方で、盲・聾・てんかんなどの障害児については第 5
編において、つまり別の種の教育として記載した。一方、1944 年教育法は通常
学校と同様の第 2 編において障害児教育についても触れたのであった。さらに
障害児を、障害のない子どもとは教育方法的側面においてのみ異なる存在であ
ることを強調するため「特別な教育的取扱い（ special educational treatment）」
を有する者と位置付け、なかでも、障害が重度の子どもについては可能な限り
特殊学校で、またそれが不可能もしくは障害が重度でない場合については通常
学校を含むその他の学校で教育することを規定した（1944 年教育法第 2 編第 33
条の 2）。すなわち、障害があってもそれが比較的軽度の場合には通常の学級で
指導する可能性に言及したのである（Hegarty, Pocklington, & Lucas [1981] 9; 
Ministry of Education [1956] 18; プリッチャード  [1969] 211）。 
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ただし、この言及が、障害児も可能な限り通常学校で学ぶべきであるとの積
極的な統合教育の支持によるものであったかについては議論の余地があると考
える。実際のところ、この記載の解釈をめぐっては先行研究においても異なる
見解が示されている。例えば、 Hegarty, Pocklington, & Lucas（1981）をはじ
めとする先行研究は、1921 年教育法では障害児の教育の場を公認された特殊学
校または特殊学級のみに限定していた点に鑑みて、1944 年教育法を、従来の教
育法とは決定的に異なる、革新的内容のものであったとしている（ Hegarty, 
Pocklington, & Lucas [1981] 9; Ministry of Education [1956] 18; プリッ
チャード  [1969] 211）。しかしその一方で、 Hurt(1988)は、同法は実態の追認
にすぎないとしている（Hurt [1988] 171）。Hurt（1988）はそれ以上の言及は
していないものの、当時、適切な教育の場が用意できない等の消極的理由から、
通常学校に在籍していた障害児が少なからずいたことを鑑みると、同法はこう
した子どもたちに対して現状維持を容認した法律であったと解釈することがで
きる。さらにもう一つ、同法が実態の追認にすぎないことを示唆するものがあ
る。それは、同法第 33 条の 2 の障害が重度の子どもの教育的処遇に関する記述
であり、明らかに特殊学校での教育が必要であると認識されていた子どもでさ
え「可能な限り（so far as is practical）」という付帯条件が明記された点で
ある。Dent（1968）によれば、この「可能な限り」の文言については、地方教
育当局に対し適切な教育的措置を施すことから逃れることのできる、いわゆる
逃げ道をつくるのではないかという懸念から、下院（House of Commons）での
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法案審議の際に障害児教育関係者２より撤廃を求める声が上がっていた。しか
しその要望が受け入れられることはなかった（Dent[1968]30）。 
 
 
同法公布後、戦前期において 70校以上存在していた盲学校は 16校に減少し、
基本的にすべての学校が、通常学校と同様に、初等学校及び中等盲学校へと再
編・分化したのはすでに述べたとおりである。さらに、中等盲学校については
通常学校と同様に三分岐制度が導入された。具体的には、これまで中流・上流
階級の盲男子に対し、大学進学を目的とする教育を提供してきたウースター盲
学校と、これと同様の目的をもつ女子のための学校であるチョーリーウッド盲
学校の 2 校がグラマー・スクールに、教員や音楽家などの専門職の育成を目的
としてきたロイヤル・ノーマル・カレッジがテクニカル・スクールへ、さらに
ヘンショー盲学校やヨークシャー盲学校などの基礎学校がモダン・スクールへ
と移行した。  
一方で、表Ⅱ-1-1 に示すように、年々減少傾向にはあったが、5 歳から 16
歳までの子どもを対象としたオール・エイジ型盲学校も依然として存在した。
戦後においてもオール・エイジ型の学校として残存した学校の典型例としては、
バーミンガム・ロイヤル盲学校やセント・ビンセント盲学校が挙げられる。こ
のように戦後になってもオール・エイジ型盲学校が存続し続けた理由は、ほと
んどの場合、近隣地域における盲児の数が少なく、盲学校に一定人数の生徒を
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確保するためには幅広い年齢層を対象とせざるを得なかったことによるもので
あった３。  
 
表Ⅱ-1-1 盲学校（形態別）（1947、1955 年） 
1947 1955
初等学校 6 12
中等学校 4 5
オール・エイジ型 6 5
合計 16 22
出典： Ministry of Education (1948a) Education in
1947. London: HMSO. p.183.
Ministry of Education (1956) Education in 1955.
London: HMSO. p.158.  
 
では、戦後の大規模な盲学校再編は、通常学校やその他の障害種の学校の再
編と比較してどのような特徴をもっていたのだろうか。 
表Ⅱ-1-2 に通常教育に関する学校再編後の状況を示す。1944 年教育法制定
に伴い、義務教育機関として初等学校と中等学校が位置づけられ、さらに中等
学校は教育目的によって三種類の学校に分化したが、盲学校の場合と同様に、
オール・エイジ型学校も数は減少したものの４、1947 年の時点では未だ 8,775
校（学部も含む）が存在していた（Ministry of Education [1948a] 104; [1956] 
110）。こうした実態は、盲学校再編がパースやイーガーらの希望どおり（第 1
章第 2 節参照）、少なくとも学校形態という点では通常学校と同様の形で実現し
たことを示している。 
その一方で、通常学校の場合、学校再編は各都市のニーズに対応するため各
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地方教育当局に一任された。そのため再編の形には地域差があったし、それは
むしろ当然のことであった。これについては、例えばダラム州のダラム市
（Durham）やダーリントン市（Darlington）のように、初等学校と中等学校の
区分は設けたものの、中等学校については三分岐型ではなく、テクニカル・ス
クールをグラマー・スクールもしくはモダン・スクールのいずれかに吸収させ、
2 種類の中等学校を整備する二分岐制度（bipartite arrangement）を採用する
地域もあった。またロンドン市（London）では、11 歳の時点で子どもの将来を
断定する三分岐中等教育制度に批判の声があがったため、あらゆる能力や適性
をもつ子どもを対象とする米国式総合制中等学校（multilateral school）の設
置計画が考案され、戦後まもなくして国内最初の総合制中等学校が設立されて
いる（McCulloch [2002] 237-239）。 
このように、通常学校における再編は、各地方教育当局の主導により、地域
の実情に即して多様な形態をとった点において、教育省の積極的な関与により
全国規模で進められた盲学校教育とは異なるものであった。 
 
表Ⅱ-1-2 1947 年通常学校数（学校形態別）  
 
モダン・スクール グラマー・スクール テクニカル・スクール
3019 1207 317
4543
96938775
出典：Ministry of Education (1948a) Education in 1947. London: HMSO. p.104.
備考：学校数＝number of schools or departments
中等学校オール・エイジ
スクール
初等学校
 
 87  
次に、他の障害種の学校との比較において、盲学校再編の特徴を整理してみ
たい。表Ⅱ-1-3 は、盲学校以外の障害児学校について、戦後における学校数の
変化を示したものである。いずれの障害種においても、盲学校にみられたよう
な初等学校と中等学校への分化は進まず、 1950 年代半ばになっても、依然と
してオール･エイジ型学校が主流であった。 
 
表Ⅱ-1-3 盲学校以外の障害種の障害児学校における学校数の変化  
（1947, 1955 年） 
1947 1955 1947 1955 1947 1955 1947 1955
初等学校 0 1 0 8 13 14 0 0
中等学校 0 0 0 3 12 12 0 0
オール・エイジ型 32 26 9 3 145 47 6 8
合計 32 27 9 14 170 73 6 8
         Ministry of Education (1956) Education in 1955. London: HMSO. p.158.
弱視学校 聾学校 肢体不自由学校 てんかん学校
出典： Ministry of Education (1948a) Education in 1947. London: HMSO. p.183.
 
 
実は、盲学校以外の障害児学校において、学校再編が進まなかった要因には、
1944 年教育法がある。すでに述べたように、1944 年教育法はイギリス史上初め
て障害児教育を初等･中等教育の一環として位置づけた画期的な教育法ではあ
ったが、実際は、障害児教育に関する直接の言及は同法第 33 条及び 34 条のわ
ずか 2 つの条項にみられるだけであり、障害児教育の詳細を規定するものでは
なかったし(橋本  [1972] 36)、障害児学校に対しては、通常学校とは異なり、
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初等学校と中等学校を分けて設置することを義務づけることもなかった。 
 
「大臣」は規定によって、特殊学校としての認可を受けるための条件として、
その学校の果すべき用件について規定し、また、かくして規定された用件
をみたし得なかった学校の認可取消について規定することができる。また、
初等教育と中等教育とが異なる学校で行われるようにすることを地方教育
当局に要求している同法の諸規定は特殊学校には適用されるものではない
が、それにもかかわらず、上記の「大臣」の定める規定は各特殊学校を初等
学校としてまたは中等学校として組織することに関する諸要件を課するこ
とができる。  
（1944 年教育法第 2 編第 33 条 3） 
 
聾児と肢体不自由児の学校については戦後、中等教育の整備が進められ、1945
年には聾児の、さらに 1956 年には肢体不自由児のための最初のグラマー・ス
クールが開校している（Cole [1989] 97-98; 橋本 [1972] 33, 41）。しかし、
聾児の例をとってみても、グラマー・スクールの必要性は戦前から認識されて
いたにもかかわらず、実際に学校設置が実現したのは戦後になってからであっ
たし、グラマー・スクールが開校した後も、依然として主流はオール・エイジ
型の学校であった。このように、障害児学校における再編は、通常学校のそれ
とは異なり、教育法によって義務づけられたものではなかったため、再編が順
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調に進展したか否かは障害種による違いが大きかった。盲学校が、他の障害種
に先んじて学校再編を実現し、通常学校と同じように中等学校に三分岐制度を
導入できたのは、盲学校の再編計画が、1930 年代後半という早い時期から盲学
校教育関係者の間で構想されていたことに加え、教育省に対してこの問題への
積極的な関与を要請したパースやイーガーの貢献によるところが大きかった。 
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第二節 教育内容・方法の充実と限界  
１.学校施設・設備の充実と学級編制の改善  
第二次世界大戦は多数の盲学校にも甚大な被害をもたらした。戦時中の爆撃
により、戦後もすぐには教育を再開できない盲学校も少なくなかった。とりわ
け、マンチェスター市（Manchester）はロンドン市に次いで大規模な爆撃を受
けた都市であり、同市内オールド・トラフォード（Old Trafford）にあったヘ
ンショー盲学校は、 1940 年 12 月 22 日の爆撃で壊滅的な被害を受けた
（Henshaw's Institution for the Blind [1941] 10, 16）。爆弾は本校の食堂
を直撃し、爆風と放火によって礼拝堂の屋根や 1,000 ポンド相当の価値をもつ
ス テ ン ド グ ラ ス を 含 め 、 校 舎 全 体 が 破 壊 さ れ た の で あ る （ Henshaw's 
Institution for the Blind [1941] 10, 16）。幸い、休暇中であったため、生
徒にも教職員にも犠牲者はでなかったが、戦後の同校は校舎の修繕工事から再
出発せねばならなかった（Henshaw's Institution for the Blind [1946] 10）。  
戦 後 の 盲 学 校 再 開 の 下 支 え と な っ た の は 、 学 校 建 築 規 則 （ Building 
Regulations）とそれに伴う教育省からの財政支援であった。1944 年教育法第 2
編第 10 条に記載された学校設備の規定を具体化した学校建築規則には、教室面
積の拡大や（盲学校の場合 400 スクエアー・フィート５）、多目的教室（初等学
校の場合 600 スクエアー・フィート）、体育館（5-16 歳を対象とするオール・
エイジ型学校の場合には 1,500 スクエアー・フィート）、図書館（960 スクエア
ー・フィート）、そしてタイピング専用教室の設置が明記されていた（Ministry 
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of Education [1944a] 22-23）。 
同規定により、多数の盲学校の旧式な校舎・学校設備には改修が施された。
例えばバーミンガム・ロイヤル盲学校では、 1940 年代後半ごろから 1957 年に
かけて、寄宿舎、台所、及び食堂の改装・拡大に加え、盲児のニーズに合わせ
たサッカーやクリケット場を兼ね備えた運動場の建設が進められた。 6 万
4,000 ポ ン ド を 超 え る 工 事 費 用 は 、 ほ ぼ 全 額 が 教 育 省 に よ っ て 賄 わ れ た
（Birmingham Royal Institution for the Blind [1957] 33）。また、ロイヤ
ル・ビクトリア盲学校では、図書館、音楽室及び体育館が新設されたほか、図
書館の新設工事が完了した 1960 年には、 750 冊の図書が購入されている（Royal 
Victoria School for the Blind [1960] 4,5; [1963] 4）。  
 
 
次に生徒数及び学級編制の実態についてみていく。表Ⅱ-2-1 は再編によって
中等学校となったヨークシャー盲学校とヘンショー盲学校、5-16 歳までのオー
ル・エイジ型スクール（モダン・スクール）として存続したバーミンガム・ロ
イヤル盲学校の生徒数の変化を示したものである。 
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表Ⅱ-2-1 盲学校在籍生徒数の再編前及び再編後の変化  
再編前
年 1939 1948 1949 1952
人 80 72 69 58
年 1938 1947 1949 1952
人 195 184 179 143
年 1941 1947 1949
人 120 64 69
年 1930 1947 1948 1952
人 93 44 45 39
出典：Yorkshire School for the Blind, Annual Report of, 1939, 1948, 1949, 1952;
Birmingham Royal School for the Blind, Annual Report of, 1938, 1947, 1949, 1952;
Henshaw'sInstitution for the Blind, Annual Report of, 1941, 1947, 1949; Royal
Victoria School for the Blind, Annual Report of, 1930, 1947, 1948, 1952.
ヨークシャー盲学校
バーミンガム・ロイヤル盲学校
ヘンショ―盲学校
ロイヤル・ビクトリア盲学校
再編後
 
 
 
オール・エイジ型盲学校として残ったバーミンガム・ロイヤル盲学校以外は、
いずれも再編によって、各学校の生徒数は 1 学校あたり 40-60 人程度に減少し
ている。この背景には、戦後の障害児教育改革（ 1944 年教育法）によってオー
ル・エイジ型から生徒の年齢によって初等、中等学校へと学校を分化させたこ
と、さらには「弱視」と「盲」の障害カテゴリーが分化し、従来、盲児と同様
の扱いを受けてきた弱視児が弱視学校に転出したことが挙げられる。とくに、
弱視児の弱視学級への転出は、第 1 章 2 節で述べたとおり弱視児は盲学校在籍
生徒の約 3 分の 2 を占めていたことから、盲学校にとって生徒数の減少に直結
するものであった。しかし、同年齢の子どもを一か所に集めるという点では盲
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学校再編の目的であった大規模化が実現したと言える。 
 
学級の規模と学級編制の基準にも変化が見られた。表Ⅱ -2-2 及び表Ⅱ -2-3
は、再編によって初等学校となったロイヤル・ビクトリア盲学校と、中等学校
（モダン・スクール）となったヘンショー盲学校における各学級の生徒数及び
生徒の平均年齢を示したものである。戦後、教育省は盲学校における 1 学級あ
たりの生徒数を 15 人に規定したが（Birmingham Royal Institution for the 
Blind [1951] 5）、いずれの学校でも、この規定どおり 10-15 人程度の比較的小
規模の学級に保たれていたことがわかる。さらに学級の規模に加え、これらの
学校では年齢及び、知的能力に基づく学級編制を実施している。例えばヘンシ
ョー盲学校のような中等学校では、ひとりひとりの生徒がもつ能力に大きな差
がみられることから、同じ年齢であっても、平均的水準もしくはそれ以上の高
い知的能力をもつ生徒を上級学級（ヘンショー盲学校の場合、クラス I 及びⅢ）
に措置し、学級ごとに全く異なるカリキュラムを用意していた（ Ministry of 
Education [1951a] 5）（カリキュラムについては後述する）。このように、戦後
の盲学校では、盲学校再編構想の意図であった年齢、知的能力に応じた等質集
団の確保が実現したのである。 
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表Ⅱ-2-2 ロイヤル・ビクトリア盲学校における学級編制（1952 年） 
生徒数 平均年齢
学級I 10 6歳10ヶ月
学級II 10 10歳1ヶ月
学級III 10 12歳0ヶ月
学級IV 9 12歳10ヶ月
出典：Ministry of Education (1952b) Report by H. M.
inspectors on Royal Victoria School for the Blind. p.11.
 
 
 
 
表Ⅱ-2-3 ヘンショー盲学校における学級編制（1951 年） 
生徒数 平均年齢
学級I 14 15歳5ヶ月
学級II 15 15歳5ヶ月
学級III 14 13歳11ヶ月
学級IV 14 13歳2ヶ月
出典: Ministry of Education (1952a) Report by H. M.
inspectors on Henshaw’s Institution for the Blind. p.11.
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２．活動と経験を重視した教育の実施  
それでは、戦後の盲学校ではどのような教育が行われていたのだろうか。ま
ず、日課についてであるが、これは戦前と大きくは変わらず、いずれも朝は 9
時から 9 時 15 分に全校集会と宗教教育が行われ、その後は午後 4 時から 4 時
30 分まで授業が行われていた。（Ministry of Education [1951b] 4; [1951c] 
4; [1952b] 4）。カリキュラムについては、残念ながら盲学校年次報告書に詳
細な記載がないものの、複数の学校の記録において、通常教育のカリキュラム
と同様の内容を実施していたとの文言が確認できる（ Henshaw's Institution 
for the Blind [1947] 13; [1956] 9; Royal Victoria School for the Blind, 
1949; Yorkshire School for the Blind [1953] 4）。また、学校調査官による
報告からは、盲学校で英語、文学、数学、宗教教育、図工（ handwork）、体育、
音楽、歴史、理科、地理など、通常学校と同様の教科が指導されていたことが
伺える（Ministry of Education [1951b] 5; [1951c] 4; [1952b] 4）。 
戦後の盲学校教育における教育内容・方法の特徴としては、第一に戦前から
変わらずに引き継がれた音楽教育の重視が挙げられる （ Birmingham Royal 
Institution for the Blind [1959] 10; Henshaw’s Institution for the Blind 
[1947] 13; [1950] 13; [1951] 12; Ministry of Education [1952b] 6）。例
えばロイヤル・ビクトリア盲学校、ヘンショー盲学校、及びシェフィールド盲
学校では週 2 時間程度の音楽の授業に加え、一部の生徒に対しピアノの個人指
導を実施している（Ministry of Education [1948c] 3; [1951c] 7; [1952b] 6）。
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個人指導の対象となる生徒は、学校教員によって選抜されたが、ヘンショー盲
学校では計 20 人、ロイヤル・ビクトリア盲学校では計 16 人が対象となってお
り、いずれの学校でも全校生徒の約 3 分の 1 から 2 分の 1 程度の生徒がピアノ
指導を受けていた（Ministry of Education [1951c] 7; [1952b] 7）。選抜され
た子どもは、授業の空き時間や放課後を活用して、毎日ピアノの練習に従事す
ることが要求された（Ministry of Education [1948c] 3）。  
盲学校が戦後も音楽教育に比重をおいていた理由としては、次の二つが挙げ
られる。一つは、音楽が盲人にとって生涯を通じて享受できる余暇活動あるい
は芸術であるという伝統的な考え方によるものである。このことについて、例
えば音楽教員であった Clarke(1942)は、全国の盲学校教員向け雑誌である「盲
学校教員（Teacher of the Blind）」において、音楽教育は音楽に特別な才能を
持たない平均的な盲児にとっても重要な価値を持つと指摘している（ Clarke 
[1942] 94）。同様の指摘は、バーミンガム・ロイヤル盲学校の年次報告書にも
みられる。  
 
 
音楽は、おそらく盲人にうってつけの芸術であり、学校の授業や生活にお
い て 究 め て 重 要 な 位 置 を 占 め る と い う こ と は 驚 く に は あ た ら な い  
(Birmingham Royal Institution for the Blind [1959] 10)。 
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音楽が重視された二つ目の理由は、戦後もなお、盲人にとって音楽に関連す
る職業が重要な職種とみなされたからである。例えば、ヨークシャー盲学校で
は、1947 年から 1 年以上の歳月をかけて、「優れた伝統ある本校の音楽教育を
維持すること」(Yorkshire School for the Blind [1948] 4)を目的として大規
模な声楽・器楽指導プロジェクトを実施している (Yorkshire School for the 
Blind [1948] 4)。同校では、 1947 年から 1950 年までの 3 年間に 5 人の生徒が
音楽家の養成学校であるロイヤル・ノーマル・カレッジに進学した。ヨークシ
ャー盲学校と同様に音楽教育を特に重視していたシェフィールド盲学校でも、
音楽に才能を示す子どもについては、その能力を伸ばすために学校が最大限の
機会を与えるべきと考えていた（Ministry of Education [1948c] 3）。 
しかし、音楽教育の重視は、必ずしも望ましい成果に結びつくとは限らなかっ
た。音楽教育の偏重は、しばしば他の教科教育の軽視につながっていたからで
ある。このことについて、1942 年にヨークシャー盲学校を視察した学校調査官
W.E.スティーブン（W.E. Steven）は、同校の年次報告書の大半が音楽教育や成
人の職業訓練に関する記述と医師報告に費やされていることを挙げ、同校が「子
ども の学 業 に対 して 関心 を持 っ てい ない 」 こ とに 強 い懸 念を 示し てい る
（Ministry of Education [1942] 2）。 
ヨークシャー盲学校長の W.P.スワン（W.P. Swann）は、音楽家としての将来
性を期待できる生徒に対しては、早期から歌唱指導を導入し、連続性のある厳
密な段階的システムに基づいて長期間にわたる音楽教育を施すことが有効であ
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ると考えていた。こうした考え方をもつスワンにとって、初等学校と中等学校
の分化は、決して好ましいものではなかったようである。彼は「今では生徒た
ちは 12 歳であらゆる学校から本校に入学してくる。そのためソプラノの声部を
担当できるような男子はほんのひとにぎりしかいない」（Yorkshire School for 
the Blind [1948] 4）と嘆いている。彼にとっては、教科教育よりも音楽教育
のほうがはるかに重要であったし、早期からの一貫性ある指導を必要とする音
楽教育にとっては、初等学校と中等学校の分化を図った戦後の教育改革は災厄
でしかなかった。盲学校における音楽教育の重視は、戦後になって盲人にも一
般就労の門戸が開放されたとはいえ、その雇用枠は狭く、また未だ従来の盲人
伝統的な職種である盲人授産所での手仕事、ピアノ調律師、あるいは音楽教員
のほうがはるかに安定した職業であったことが要因であった。 
 
戦後期の盲学校にみられる教育内容・方法に関する第二の特徴は、指導方法
の変化である。盲学校再編が構想された 1930 年代のイギリスでは、進歩主義教
育思想が教育改革の中心的関心であった。それゆえ、戦後の盲学校では、生徒
の興味・関心を重視して、生徒の主体性に重点をおいた授業の展開に力が注が
れた。例えばヘンショー盲学校では、社会科の授業の一環として民間のラジオ
放送を活用し、イギリス国内や居住する地域の時事問題に関する議論を実施し
た。実際にこの授業を視察した調査官は「学級の生徒にとって地域や国内の時
事問題を学ぶことは重要」であり、授業内容も「生徒の関心を大いに引く方法
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で提供されている」と高く評価している（Ministry of Education [1951c] 6）。   
一方、ロイヤル・ビクトリア盲学校ではドール・ハウス、玩具、文字や数字
の触察教材を活用する授業を実施していたが (Ministry of Education [1952b] 
5)、これについても、調査官は生徒たちが常に主体的に学習に取り組んでいる
ことを評価し、担当教員に対しても「非常に有能な教員である」と賞賛してい
る(Ministry of Education [1952b] 5)。 
教育内容・方法に関する第三の特徴は課外活動等、生徒が主体となって実施
する活動の導入である。戦後、盲学校ではスポーツ、文学、音楽などさまざま
な種類のクラブ活動が誕生している（Birmingham Royal Institution for the 
Blind [1948] 5； Yorkshire School for the Blind [1960] 5）６。なかでも、
特にクラブ活動が充実していたヘンショー盲学校では、戦前からスカウト活動
やスポーツ・サークルなどの課外活動が少なからず存在していたが（Henshaw’s  
Institution  for the Blind [1943] 11）、戦後はこうした既存の活動に加え、
読書、 文学、討論、チェス、音楽、フォークダンス、ドラマといったクラブが
新たに設立されている（ Henshaw's Institution for the Blind [1947] 10; 
[1949] 14）。こうしたクラブ活動への加入は強制ではなかったものの、生徒に
は積極的な参加が推奨され、実際には大部分の生徒が何らかのクラブ活動に参
加していた（Henshaw’s Institution for the Blind [1948] 10）。ロイヤル・
ビクトリア盲学校の校長 B.D.A.ベスト（Bernard D.A.Best）は、同校の教育目
的について「障害をもっていても、最善かつ、完全な生涯・人生を送ることで
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ある。そして、それは本校が提供するカリキュラムと幅広い課外活動によって
可能となる」（Royal Victoria School for the Blind [1959] 4-5)と述べてい
るが、この言葉は、同校にとって課外活動が教科教育と同等に重要とみなされ
ていたことを示している。 
 
課外活動では、生徒間の交流が重要な意味をもっていたが、交流の範囲は学
校内にとどまらず、全国規模の大会等を通して他校との交流も重要視された。
例えば戦後間もなく全国あるいは地域レベルでの点字コンテストや音楽コンテ
ストが開始し、点字コンテストへの出場は、多くの盲学校にとって毎年の恒例
行事として定着した（Birmingham Royal Institution for the Blind [1950] 7; 
Henshaw’s Institution for the Blind [1948] 10; Yorkshire School for the 
Blind [1953] 4）。こうした大会での成果は、毎年の年次報告書でも大きく取り
上げられた７。ヘンショー盲学校のある教員は、他校の生徒との交流に加え、
こうした大会によって得られる競争の機会が生徒の自発的な学習を促す動機に
なっていることを指摘している（Henshaw’s Institution for the Blind [1956] 
9）。 
地域住民との交流機会の増加も、戦後の盲学校教育の特徴である。これにつ
いては、クラブ活動の一環として年に数回、学校の講堂や地域の講演会場で地
域の人々に対し練習成果を披露したり（Birmingham Royal Institution for the 
Blind [1959] 10; Henshaw’s Institution for the Blind, 1947）、運動会を
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地域住民や保護者にも公開するなどの方法がとられた （ Birmingham Royal 
Institution for the Blind [1950] 7）。ヘンショー盲学校では、1946 年に、
運動会の開催を従来の平日から日曜日に変更しているが、これは保護者を含め、
よ り 多 く の 地 域 住 民 に 参 加 し て も ら う た め の 工 夫 で あ っ た （ Henshaw’ s 
Institution for the Blind, 1947）。さらに多数の盲学校で実施されていたの
が、タクシー運転手協会（Taxi Driver Association）との交流であった。例え
ばヘンショー盲学校では、 1951 年以降毎年夏になるとマンチェスタータクシ
ー運転手協会（Manchester Taxi Driver Association）の好意でタクシー運転
手が盲学校の生徒を連れ出し、近くの海岸などへの日帰りピクニックを実施し
た（Henshaw's Institution for the Blind [1951] 16; [1953] 13）。同様の
交流はリバプール盲学校、セント・ビンセント盲学校など他校でも実施されて
おり、盲学校における毎年恒例の行事として定着していった（ Royden [1991] 
215）。 
 
このように盲学校が課外活動や地域との交流を重視した理由には進歩主義教
育原理の普及に加え、他者との交流経験を通じて視覚障害に起因する経験の乏
しさを補うことにあった。このことについて、例えば地域の消防隊員や新聞記
者などを招き、彼らの仕事の内容や経験について話してもらうことを授業の一
環として位置づけていたロイヤル・ヴィクトリア盲学校では、その理由につい
て次のように述べている。 
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視覚障害者は視野が狭くなりがちであるということを考慮し、本校では
外界がなるべく身近になるような環境を作っている。一例を挙げれば、学
校外の専門家を招き、彼らの仕事や人生経験について話してもらう機会を
作ることである（Royal Victoria School for the Blind [1959] 5）。 
 
 
視覚障害児が、ともすればその障害ゆえに経験不足になりがちであること自
体は、盲学校関係者の間ですでに戦前から認識されてきた（College of Teacher 
of the Blind & National Institute for the Blind [1936] 46）。それでは、
戦後になって課外活動や他者との交流が重要視されるようになったのはいかな
る理由によるものだったのであろうか。  
その第一は、イギリス人心理学者 J.ボウルビィ（John Bowlby, 1907-1990）
による研究成果である。愛着理論研究の第一人者として知られるボウルビィは、
1950 年代初頭、母子の相互作用が子どもの発達にもたらす影響について発表す
る。1950 年に世界保健機構(World Health Organization)の研究員としてヨー
ロッパ諸国を訪問したボウルビィは、戦争孤児を始め、特別な理由から施設に
入所する子どもの精神衛生（ mental health）を調査し、家庭環境が子どもの社
会的、精神的発達に重要な影響を与えることを明らかにした。その調査報告書
である「乳幼児の精神衛生(1952)」（Maternal care and mental health）をは
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じめ「母子分離に関する研究(1956)」（The effects of mother-child separation; 
a follow up study）は、盲学校教員向け雑誌で関心を持って紹介されており、
寄宿 制で あ った 盲学 校の 教職 員 に と って 決し て対 岸 の火 事で はな かっ た
（Clarke [1967] 5; Toomer [1967] 11）。1953 年には教育省より、障害児が地
域の通常学校で学ぶことの意義について記述した報告書（ Report of the Chief 
Medical Officer of the Ministry of Education for 1952-1953）が発行され
たほか、1954 年には教育省が通常学校での適切な指導が可能な障害児について
は、可能な限り地域の通常学校で教育すべきとする回状 276 を公布している。
盲学校における保護者との交流機会の強化は、そうした背景によるものであっ
た。さらに寄宿舎職員についても、子どもの心身の発達に関する専門的な知識
や技能の必要性が認識されるようになり、研修会が実施されるようになる。1959
年には、全国の盲学校校長と王立盲人協会（ Royal National Institute for the 
Blind; 以下, RNIB）８が主体となり寄宿舎職員を対象とする国内初の研修会を
開催している（Tooze [1960] 142-143）。 
地域社会の人々との交流機会や自発的な活動が重視されるようになった更な
る要因は、盲学校卒業生の就労先の変化とかかわっているように思われる。こ
のことについて、ヘンショー盲学校校長の A.シード（ A.Seed）は次のように述
べている。  
 
盲児が盲学校での保護的な生活を経て、その後は盲人授産所で再び保護的
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生活を送り、盲人による盲人のための社交クラブの中で余暇活動を見つけ、
そして社会的接触を保持していた日々は去った。彼らは晴眼者の社会へと
進出するのだ（Henshaw’s Institution for the Blind [1967] 5）。 
 
シードは、盲学校は生徒に対して高度で良質の教育を施すことに加え、晴眼
者のコミュニティで生活するうえで必要となる知識、技術、態度を習得させる
べき であ り 、両 者の いず れに も 比重 が置 かれ るべ き であ ると 考え てい た
(Henshaw’s Institution for the Blind [1967] 5)。 
こうした指摘の背景には、1950 年代頃から、盲学校卒業生の就労先が、次第
に従来の盲人用授産所から一般就労へと移行しはじめていったことがある（本
章三節で詳述する）。こうした変化が、寄宿制盲学校という閉鎖的な環境で成長
する盲児たちの経験不足や地域住民との交流機会の欠如を浮き彫りにしていた。
盲学校教員である Getlaff(1954)は以下のように指摘している。  
 
 
戦後の盲学校教育は、手仕事による生活を目ざした戦前とは大きく異なり、
学校卒業後は晴眼児と同じように盲児も充実し積極的な社会生活を送るこ
とを重視するようになっていた。しかし、盲学校教育において、学校教育
と就労を切り離して考えることはできない。 [そのために]盲学校では（中
略）地域社会での生活に必要な自覚を教えていく必要がある。本来であれ
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ば、これは家庭で行うべきことであるが、視覚障害児の場合は、家庭の代
わりに盲学校でそれを担う必要がある（Getlaff [1954] 4-5）。 
 
３．旧態依然の盲学校とその要因  
 とはいえ、このような教育内容の刷新は、すべての盲学校で同じように実現
したわけではなかった。基本的に、通常学校のカリキュラムに準ずる教育を実
施するという点では、どの学校も共通ではあったが、その実態は学校によって
大きな違いがあり、学校調査官によって改善の指摘を受ける学校も少なくなか
った。例えば、バーミンガム・ロイヤル盲学校に対しては、 1950 年代初頭、調
査官により以下のような指摘がなされた。 
 
カリキュラムは、通常学校で教えられているほぼすべての教科から構成さ
れている。（中略）しかし歴史、地理、及び理科の割り当て時間はどちら
かというと少なく、現在国語や点字に当てられている時間の一部をこれら
の教科に当てるべきである（Ministry of Education [1951b] 5）。 
 
こうした指摘は、ロイヤル・ビクトリア盲学校やヘンショー盲学校でも同様
にみられた（Ministry of Education [1952b] 4）９。上記の指摘からもみてと
れるように、当時の盲学校ではしばしば、一部の教科については十分な指導が
行われていなかった。こうした状況に変化がみられるようになるのは、盲学校
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関係者を中心に理科・数学の振興を目的とするプロジェクト研究が実施される
1960 年代以降になってからである（第 3 章 2 節で詳述する）。 
しかし、全国の盲学校のなかにはさらに深刻な事例も存在した。一部の学校で
は、教科教育は言うに及ばず、点字指導さえ不十分な学校も存在していたので
ある。以下に示すように、1949 年にヨークシャー盲学校を視察した調査官ステ
ィーブンによれば、同校では点字の読み書きレベルがきわめて低く、教科の指
導に支障をきたすほどであったという。  
  
 
点字読み書きレベルは、非常に低く、教育上必要な文字であるとはとて
もよべない。また算術の時間には教科書を使っているものは一人もお
らず、教員が声に出して読み上げるまで生徒は静かに待っている状態
である。点字の授業以外で教科書を見ることはなかった（ Ministry of 
Education [1949c] 1）。 
 
 
では、当時、盲学校によってその教育内容と水準に大きな学校間格差が生じ
ていた要因はなんだったのであろうか。  
実は、ヨークシャー盲学校を含めイギリスの多くの盲学校は、慈善団体や有
志団体によって設置された歴史ある学校であった。こうした学校の場合、学校
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運営方針を始めとするカリキュラム内容の決定は、学校長に加え盲学校創設当
初から運営にかかわってきた有志団体メンバー、市や州の教育委員会からなど
の合計 10 から 15 人によって構成された委員会に委託された（ Ministry of 
Education [1951b] 3; [1952b] 3）。盲学校のカリキュラム内容は、通常学校
に準じて構成されることになっていたことから、この段階で大きな学校間格差
が生じることはなかった（Ministry of Education [1951b] 3; [1952b] 3）。し
かし、委員会で決定された教育方針やカリキュラムをもとに実際の時間割や教
員の配置を決定し、指導の内容を具体化するのは校長の権限であり、それゆえ
各学校における指導の実態は、校長の興味・関心や教育理念によって大きな差
が存在していたのである（Ministry of Education [1951c] 4; [1952b] 3）。 
例えば、ヨークシャー盲学校では、すでに述べたように教科教育よりも音楽
教育を重視していたが、これについて当時の校長は「優れた伝統ある本校の音
楽教育を維持すること」(Yorkshire School for the Blind [1948] 4)に意義を
感じており、音楽教育プログラムの開発に熱心であった。（Yorkshire School for 
the Blind [1948] 4）。 
類似の例は、他にもみられる。戦後の改革によって初等学校となったリバプ
ール盲学校も、しばしば学校調査官により改善の必要性を指摘された。例えば
1948 年に同校を訪問した学校調査官は、同校の指導法が戦前と同様の旧態依
然としたものであったことから、校長及び教員に対し、質の高い教育を実施し
ている通常学校に出向き、教育の内容や教材を視察するよう指示している
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（Royden [1991] 216）。しかし、その後も改善はみられなかったことから、1951
年には再び学校調査官による改善の指示が出された。同校に対し学校調査官は
「本校は冴えない、退屈な学校である」ときわめて辛辣な評価を下している
（Royden [1991] 217）。リバプール盲学校が当時抱えていた問題について、同
校の歴史をまとめた Royden（1991）は、原因は定年退職を直前に控えていた校
長 C.エガートン・ジョーンズ（ Cecil Edgerton-Jones）にあったと指摘してい
る（Royden [1991] 216-218）。Royden（1991)によれば、同校におよそ 30 年間
にわたって奉職したエガートン・ジョーンズは、伝統的な思考の持ち主であっ
たから、彼にとって、学校調査官から要求される改革は重荷でしかなった。ま
た、学校調査官も同校では校長が交代しない限り改善は見込めないとして、諦
めとさえとれる指摘を行っている（Royden [1991] 217）。  
教育水準の停滞を引き起こした二つ目の要因は、財源の不足であった。慈善
組織が運営する盲学校では、生徒の授業料こそ地方教育当局から得ていたもの
の、実際にはその予算のみで学校を運営するのは不可能であったから、戦後も
多くの盲学校が市民からの寄付金や、隣接する盲人授産所での収益を学校の運
営・維持に当てていた（ Henshaw's Institution for the blind [1946] 14;  
Yorkshire School for the Blind [1947] 7; [1949] 22-23）。なかには、年間
の予算不足額が 1,000 ポンドを超える学校もあり、こうした学校では、不足額
のすべてを寄付金などの雑収入によって補填しなければならない状況にあった
（Spurgeon [1955] 244)。こうして、とりわけ盲人授産所が低迷期に突入した
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1950 年代には、不安定な財源により学校教育の質もまた翻弄されることとなっ
たのである。 1961 年に教育省が設置した調査ユニット（ Cost Investigation 
Unit）１０も、一部の盲学校では本来なら生徒 1 人あたりにつき１台を用意すべ
き点字タイプライター（Stainsby-Wayne Writer）が、財政難のために用意でき
ていない現状を指摘している（Cost Investigation Unit [1961] 12）１１。 
ただし、こうした財政難の問題もまた、しばしば各々の学校の運営方針や学
校長の経営手腕の問題と結びついており、単なる資金難に起因していたわけで
はないことも事実であった。これについて、盲学校の年間運用費調査にあたっ
た教育省関係者の J.M.グリンハム（ J.M. Grinham）と T. H. ホップキンズ（ T. 
Hollis Hopkins）は、盲学校側の経営・運営方針の問題を指摘している。グリ
ンハムらは 1960 年 11 月にヘンショー盲学校を視察し、同校の年間運用費を詳
細に分析した。その結果、63 人の寄宿生徒が在籍する同校では、 2 人の寮母を
始め、2 人の料理人、その他住み込みの家事担当者、裁縫師（seamstress）の
計 16人が勤務していることが明らかとなった（Cost Investigation Unit, 1960）。
この人数は、平均的な盲学校が雇用する従業員数の約 2 倍にあたり、グリンハ
ムらは「他の学校と同じように平均的な人数まで減らすことにより、年間約
1,000 ポンドの節約が可能であろう」と指摘している（ Cost Investigation Unit 
[1960] 3）。 
3 つ目の要因は、盲学校教育に長年の経験をもつ教員の大量退職である。表
Ⅱ-2-4 にはバーミンガム・ロイヤル盲学校で 1949 年から 1953 年までに退職し
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た教員の数とその理由を示している。退職した 7 人の教員のうち 4 人が定年退
職しており、その多くが 35 年以上本校に勤務した教員であった（Birmingham 
Royal Institution for the Blind [1951] 7）。 
 
 
 
表Ⅱ-2-4 退職した教員の数とその理由  
退職年 氏名 理由
Miss Garling 実家近くの特殊学校教員として再就職するため退職
Miss C. Marshall 女性英国海軍（Womens's Royal National Service)に入団するため退職
Miss E. Ennis 定年のため退職
Mr. C. Winwood 定年のため退職
1951 Mr. G. Exley ブリジンドにある盲学校校長に就任したため退職
1952 Miss. Vowles 定年のため退職
1953 Miss N. Round 定年のため退職
1949
1950
出典：Birmingham Royal School for the Blind, Annual Report of, 1949; 1950; 1951; 1952; 1953.
 
 
 
表Ⅱ-2-5 には、バーミンガム・ロイヤル盲学校と同様の課題に直面したヘン
ショー盲学校に勤務する教員の詳細を示す。教員の多くが、盲学校教員資格（盲
学校教員資格については第 1 章第 2 節参照）を有していることは戦前と同様で
あったが、8 人の教員のうち 5 人が大規模寄宿制盲学校への再編後に雇用され
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た教員である（Ministry of Education [1951c] 2-3）。バーミンガム・ロイヤ
ル盲学校を視察した学校調査官は、若手教員が点字を活用した指導に不慣れで
あること を問題視している (Birmingham Royal Institution for the Blind 
[1951] 16)。教員のうちの半数以上が、経験年数の浅い若年の教員で占められ
ていた事実は、同校が専門性の継承という意味で大きな課題を抱えていたこと
を示唆する。このように、勤務する教員の多くが盲学校教員として十分な経験
をもたない者で占められていた状況は、ロイヤル・ビクトリア盲学校でも同様
にみられた（Ministry of Education [1952b] 14）。 
 
教員の若年化に加え、1950 年代になると、多くの盲学校では在籍生徒数の減
少によって教員数の削減が実施されるようになったが、これもまた、教育の質
の低下を招く要因となったと考える。例えば、バーミンガム・ロイヤル盲学校
やリバプール盲学校では、在籍生徒数の減少に伴い、定年退職を迎えた教員 1
人の後任を補充しないことが決定している（ Birmingham Royal Institution for 
the Blind [1953] 8）。教員数の削減により、盲学校では、それまで実施して
いた教科の内容の一部を実施できなくなる事態に陥った（Royden [1991] 220）。  
以上のように、戦後の再編以後の盲学校教育の発展を阻害する要因として、
盲学校の運営システムの問題、財政問題、そして教員の質的・量的問題があっ
たことが考えられる。  
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表Ⅱ-2-5 ヘンショー盲学校に勤務する教員
氏名 職名 職務内容 出生年 採用年 資格 経歴
Spurgeon,
Charles
Edward
校長
学校運営（活
動内容の決
定、時間割の
作成、学級の
編成、寄宿舎
生活の運
用）、パートタ
イムで授業を
担当（週9コ
マ）
1903 1937
教員資
格、
CTB資格
通常学校教
員（5年）
バーミンガム
盲学校教員
（２年）
スイス・コッ
テージ盲学校
教員（1年）
アボスカーズ
ウェル
（Abbotskers
weel）盲学校
教員（6年）
住み込み 晴眼者
Whiteway,
Gabriel
Robert
教員
Class１担当
教員
男子手工訓
練
（Handwork)
及び一部の
数学と英語を
担当
1904 1944
教員資
格、
CTB資格
通常学校教
員（経験年数
不明）
住み込み 晴眼者
Morris,
Miss
Mable
教員
Class2担当
教員、女子
Handwork、
英語を担当
1908 1950 教員資格
通常学校教
員（経験年数
不明）
住み込み 晴眼者
Seed,
Thomas
Leslie
教員
クラス３担当
教員
歴史、地理及
び体育を担
当
1923 1949
教員資
格、
CTB資格
（取得中）
通常学校教
員(2年半)
Haggard,
Miss
Audrey
Elizabeht
教員
クラス４担当
教員、図書館
管理
1924 1947
教員資
格、CTB
資格資格
ヨークシャー
盲学校（3年）
住み込み 晴眼者
Dudley,
James
音楽教員
音楽教員、
13人の生徒
のピアノ指導
を担当、音楽
試験に向け
ての指導を
担当
1898 1923
音楽関連
資格
（A.R.C.O.
A.
Mus.T.C.L
）
ヨークシャー
盲学校（3年）
Robinson,
Benjamin
音楽教員
音楽教員、9
人の生徒の
ピアノ指導を
担当、学校合
唱団の指導
も担当
1909 1949
ピアノ資格
（L.T.C.L、
F.L.C.M）
通常学校・グ
ラマースクー
ル
Gibson,
Mrs.S.K.
体育教員
体育教員
（パートタイ
ム）
1923 1948
体育教育
理論･実践
に関する
資格
（London
Diploma in
Theory and
Practice of
Physical
Education）
通常学校教
員
出典：Ministry of Education (1951c) Report by H. M. inspectors on Henshaw’s Institution for the Blind.
p.2-3.
備考
晴眼者
全盲（卒業生）
晴眼者
晴眼者
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なお、戦後の改革によって理念どおりの発展・変容を遂げられなかった学校
が散見されたことは、盲学校教育に限定したことではない。通常学校にも同様
の実態は存在した。1944 年教育法の成立により、「すべてのものに中等教育を」
の実現に向けてイギリス政府はこれまで 5歳から 14歳としていた義務教育年齢
を 1 年延長し、すべての子ども達のニーズに応じる中等学校を設置するため、3
種の学校（グラマー・スクール、テクニカル・スクール、モダン・スクール）
の設置を地方教育当局に対し要求した。三分岐型中等学校制度の誕生である。
この 3 種の学校は、異なる性質を持ちつつも「同格」であるはずであった。  
しかし、これは次の課題によって打ち砕かれる。まず、義務教育年齢が 1 年
延長されたことによって新たに教育の対象となった子ども達が増加した上、戦
後のベビーブームによって 1950 年代初頭には学校教育の対象児が 881,000 人
（1941 年は 579,000 人）になっていた。教育対象の爆発的増加にともない、教
育省は学校の増設や教員の養成に追われたが、一方でイギリス政府は 1950 年代
からは冷戦の影響から再軍備のため厳しい金融引き締め策に転換していた。福
祉や教育に関する財政支出も削減され、 1947 年度から 1948 年度にかけての政
府による財政支出の増加金額は、 2,450 万ポンドであったのが、1948 年度から
1949 年度にかけては 1,950 万ポンドに、さらにその翌年には 1,000 万ポンドに
まで削減された（Simon [1991] 119-120）。Simon（1991）は、この支出削減に
よって、本来であれば改装され、近代的な施設・設備を兼ね備えるはずであっ
た初等学校や中等モダン・スクールは、名称は変更されたものの、旧態で設備
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も 不 十 分 な 従 来 の 基 礎 学 校 の ま ま 取 り 残 さ れ て し ま っ た と 指 摘 す る
（Simon[1991]118）。また、モダン・スクールは、中等教育相当年齢の約 8 割の
子ども達、つまり多様な能力や適性を有する子ども達を受け入れていた上、大
学進学を目的とするグラマー・スクールや専門技術取得を目的とするテクニカ
ル・スクールのように明確な目的を有していなかった。そのため、学校間で質
にも差があり、多くが伝統的に高い威厳をもっていたグラマー・スクールより
はるかに劣る、「劣等学校」としてのスティグマが付与されるようになっていた
（望田 [1996] 84； 空下 [1969] 117； サイモン・堀尾 [1987] 39）。つまり、
戦前政府の三分岐制度の構想は、異なる目的や内容を持つ、また全く異なる社
会的地位を有する学校を作り上げる結果となったのである。そしてこの事態は、
1950 年代後期から見られ始めるモダン・スクール批判とコンプリヘンシブ・ス
クール設置運動へとつながるのであった。  
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第三節 継続教育機関設置構想と長期教育システムの完成  
１.盲人授産所の低迷と新たな進路開拓の必要性  
ところで第一次及び第二次世界大戦によって盲人の就労状況は大きく変容す
る。戦時中、軍需工場で発生した人材不足を契機に、盲人が一般の工場に進出
するようになったのである。1942 年の時点ではイギリス西部だけでも 60 人の
盲人が軍需工場で就労していたことが報告されている（Edkins [1942] 149-150）。 
第二次世界大戦後において、盲人の、工場を中心とした一般就労進出を確実
な流れにすることにひとまず大きく貢献したのが、 1944 年障害者雇用促進法
をはじめとする経済･福祉政策であった。一定規模の企業に対し、障害者の雇
用を義務づけた同法の制定は、福祉国家を目指すイギリスの特徴ともいえる法
律であった。また 1940 年代ごろからすでに活動を開始していた有志団体、 NIB
やセント・ダンスタンズ（St. Dunstan’s）によって、盲人の工場での就労を
促進することを目的に、盲学校や職業訓練部門と一般の工場の仲介役を担う、
リ プ レ イ ス メ ン ト ・ セ ン タ ー （ replacement center） の 設 置 と 、 専 門 家
（replacement officer）が配置され、法制度及びそれを支援するシステムが完
成しつつあった。  
さらに当時一般の工場において見られた、ベルトコンベアの普及も、盲人の
一般就労への進出を確固たるものとした。というのも、ベルトコンベアの普及
は、工場での作業の分化と単純化を促し、環境や作業の全体像の把握が難しい
視覚障害者に就労の機会を与えた。とりわけ、盲人の中でも、健康で、なおか
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つ知能にも全く問題はないものの、「就労不能者」と見なされていた者にも働
く機会を与えた。彼らは、盲学校や地域にある訓練施設で伝統工芸の訓練は受
けたものの、手先の不器用さなどの理由から授産所での雇用を拒否された人々
であり、中途失明者も含まれていた（Howard [1935] 83-85）。実際、保健省が
まとめた報告書では、 1942 年の時点では、職業訓練を受けたものの職を得る
ことのできない視覚障害者は全国で 624 人にのぼったが、1947 年になると 269
人にまで減少していることが確認できる（ Ministry of Health, 1942; 1943; 
1944; 1945; 1946; 1947; 1948; 1949; 1950）（表Ⅱ-3-1）。  
 
表Ⅱ-3-1 職業訓練を受けたにもかかわらず、             
職を得られていない盲人数の推移（1942-1949） 
年 盲人の数
1942 624
1943 512
1944 428
1945 424
1946 446
1947 269
1948 226
1949 269
出典：Ministry of Health（1942; 1943; 1944; 1945; 1946;
1947; 1948; 1949; 1950）Register of the Blind (England
and Wales)．Her Majesty Stationary Office.  
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さて、上述したように、戦後の福祉政策やベルトコンベアの導入によって盲
人の一般就労への進出は確固たる流れとなった。しかし、この現象は、興味深
いことに盲学校卒業生の進路に直ちに反映されることはなかった。 
実際、表Ⅱ-3-2、Ⅱ-3-3 に示す通り、1950 年代初頭のバーミンガム・ロイヤ
ル盲学校とヘンショー盲学校の卒業生の進路をみると、両校共に、一般の工場
に入所する生徒は、2 割弱であり、一方で伝統工芸を学ぶため職業訓練部門に
入所するものが卒業生の約 6割強を占めるなど、圧倒的に多かった（Ministry of 
Education [1951b] 18; Ministry of Education [1951c] 12)。 
 
表Ⅱ-3-2 盲学校卒業生の進路 (バーミンガム盲学校、 1949-1951 年) 
人数
グラマー・スクール(ウースター盲学校） 1
テクニカル・スクール（ロイヤル・ノーマル・カレッジ） 3
職業訓練 盲人授産所入所のための訓練施設 27
盲人授産所 1
一般工場 8
進学
就職
出典：Ministry of Education (1951b) Report by H. M. inspectors on Birmingham Royal
Institution for the Blind. p.18.
進路先
 
 
表Ⅱ-3-3 盲学校卒業生の進路（ヘンショー盲学校、 1948-1951 年） 
人数
進学 テクニカル・スクール（ロイヤル・ノーマル・カレッジ） 8
職業訓練 盲人授産所入所のための訓練施設 35
就職 一般工場 6
その他 家庭（訓練不可能） 1
出典Ministry of Education （1951c) Report by H. M. inspectors on Henshaw's Institution for
the Blind. p.12.
進路先
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この現象の背景には、視覚障害教育関係者が抱く一般就労に対する消極的姿
勢があった。実は、盲学校教育関係者にとって一般就労はすべての視覚障害者
に推奨できる雇用先ではなく、むしろ、盲人授産所に次ぐ第二の選択肢であっ
た。一般就労は盲人授産所における就労よりも高い給与を得ることができた。
しかしながら、一般就労先での単純化された作業は、盲人授産所で要求される
手先の器用さや芸術的技巧など高い技術とは裏腹に、晴眼者が目を閉じてもこ
なせる程度のものでしかなかった。これは、視覚障害当事者であり盲学校での
職業訓練部門の教員であった A.S. ハワード (A. Spencer Howard)が指摘するよ
うに、一般就労が、盲人自身が誇る熟練した盲職人のみが入所を許される盲人
授産所とは大きく魅力の面でも劣る場であることを意味した（ Howard [1945] 
134）。また、バーミンガム・ロイヤル盲学校教員 Myers（1955）が指摘するよ
うに、景気不安によっては高い割合で解雇される可能性があることも示唆して
いた（Myers [1955] 252）。 
しかし、教員らのこうした消極的姿勢も 1950 年代半ばからは一変する。その
背景には卒業生の主な就労先となっていた盲人授産所の経営が、伝統工芸品の
需要の低さに加え、戦後みられた人件費の高騰によって悪化し、授産所として
の機能を維持することが極めて困難な状況に陥っていたからである。例えば、
労働省（Ministry of Labour）が 1962 年に発行した報告書によれば、授産所で
は盲人 1 人を雇用することで 1 人あたり、1950 年度は 21 ポンドの損益がみら
れたが、1960 年度になるとその額は 170 ポンドにまで跳ね上がったことが報告
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されている（Ministry of Labour [1962] 16-17）（図Ⅱ-3-1）。そもそも十分な
収入利益が見込めなかった授産所での賃金はアグメンテーションと呼ばれる国
家からの補助金・支援金で賄われていたが、経営悪化に伴いアグメンテーショ
ンが占める割合は増大し、国にとっても負担となっていたのは明白であった
（Myers [1955] 252）。それでもなお、授産所での給与は一般就労における給与
の約半分にも満たなかった。つまり、1950 年代においても 100 年前と変わらぬ
盲人授産所で一般就労の約半分の給与（それも大部分が国の補助金による）を
得るため手仕事に従事しているのが現状であった。  
 
 
図Ⅱ-3-1 盲人一人当たりの収入金額と授産所の損益金額（1947-1961） 
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こうした状況下にあって、盲学校関係者側の一般就労に対する姿勢にも変化
が見られるようになる。バーミンガム・ロイヤル盲学校で長年教員を務めた
S.O.マイヤーズ（S.O. Myers）は、盲学校教育の重要な目的として、経済的に
自立し、一般市民としての生活を送るよう育成することが掲げられている一方
で、盲人授産所での就労は、経済的自立ばかりか一般市民としての生活をも約
束しないとして強い懸念を示している（Myers [1955] 251）。また、RNIB 関係
者であった J.E.ジャービス（ J.E. Jarvis）も、ケベックで開かれた第 29 回全
米盲人労働者協会大会（Convention of the American Association of Workers 
for the Blind）において、「イギリスの盲学校教育・福祉の近年の発展と将来
（Work for the blind in the UK: Recent developments and future plans）」
という演題で、講演を行っている。その中でイギリス盲学校教育の「誇るべき
現状」として通常教育と同様のシステムを挙げる一方で、盲児の卒後を「熟考
すべき問題」としてあげている（Jarvis, 1951）。 
 
 
このころイギリス政府も盲人授産所の今後の在り方をめぐり検討を重ねてい
た。盲人授産所の在り方を検討した第一の報告書、盲人の就業の在り方に関す
る報告書（ Report of the working party on the employment of blind persons）
は、1951 年に当時の厚生労働省（Ministry of Labour & National Service）
によって刊行された。この報告書は、厚生労働省事務次官であった W.テイラー
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（W. Tayler）を委員長とするテイラー委員会によって提出されたものであった
（Ministry of Labour & National Service [1951] ii）。同委員会は、能力的
には労働可能であるにもかかわらず、就労していない 16-65 歳の盲人が全国に
3,000 人いることを明らかにし、視覚障害者への一般就労の拡大の必要性と、
それに向けた教育改革の必要性を強調した。 
さらに 1960年には、当時の労働省事務次官、J.G.スチュアート（J.G. Stewart）
を座長とした委員会が設置される。当委員会は、当時の現状にあった盲人授産
所の役割と、また最も有効的にかつ、経済的に運用する方法を検討・勧告する
ことを目的とし、全国のワークショップの訪問、そして 48 の団体及び個人から
の証言を基にした 2 年間に及ぶ調査を行った (Ministry of Labour [1962] xi)。
さらに、当時の産業にあった最新の機械を導入し、生産性が低い上、長期の訓
練期間を要する伝統的な手芸工芸から離れること、さらにこれまで盲人のみを
対象としていた授産所を、「一般就労は困難であるものの、十分に経済的価値
の見込める」、晴眼の障害者（sighted disabled people）にも門戸を開くこと
を勧告したのであった（Ministry of Education [1964] 29; Ministry of Labour 
[1962] 24）。これを受けて 1960 年代から盲人授産所は、他の障害者も受け入
れる授産所へと方向転換を図ったのである。 
なおこの方向転換は、その後の盲人の就業に影を落とすこととなる。図Ⅱ-3-2
には 1957-1973 年までの授産所の雇用者の内訳を示しているが、盲人が占める
割合は、晴眼障害者の授産所入所率の増加と反比例するように減少しているこ
 122  
とが確認できる。盲人のみを対象とした授産所から障害者全般を対象とした授
産所へと転換が図られたうえ、「生産性」に重点がおかれるようになったことか
ら授産所では、盲人よりも収益が見込める、障害者（多くが肢体不自由者）を
より積極的に雇用する傾向にあった（ Department of Employment [1973] 10）。
こうして盲人の就業問題は、事態は展望が開けないまま 70 年代へ持ち越され、
盲学校批判の一要因となるのであった。  
 
 
 
図Ⅱ-3-2 授産所における雇用者の内訳  
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２.一般就労進出の必要性と継続教育機関設置構想  
すでに述べたが、1951 年にテイラー委員会による盲人の就業の在り方に関す
る報告書が刊行される。同報告書は、盲学校卒業生の一般就労進出の必要性と
そのための政策について具体的勧告を行った報告書であり、1950 年代以降の盲
学校教育に変革をもたらすものであった。テイラー委員会のメンバーとしては、
厚生労働省事務次官であったテイラーと、NIB やセント・ダンスタンズ関係者
をはじめとする盲人の雇用に関連する有志団体関係者の計 9 人が名を連ねた
（Ministry of Labour & National Service [1951] ii）。NIB からの代表は、
1936 年盲学校教育調査研究メンバーで戦後の再編計画の中心人物であった NIB
事務総長のイーガーであった。  
テイラー委員会は、失業している労働可能な 16-65 歳までの盲人が全国に
3,000 人いることを強調した上で、一般就労の更なる拡大を目指しいくつかの
改善勧告を行った。勧告の中でもとりわけ盲の生徒については、「視覚に障害が
あることからやむを得ず経験が限られてしまうこと」、さらには現在の盲学校
が寄宿制であることから「社会性や環境の変化への適応能力が同年代の晴眼児
と比較して劣りがちであること」を挙げ、16 歳で盲学校を卒業しても、その直
後に一般就労に入ることは容易でないことを指摘した（Ministry of Labour & 
National Service [1951] 21）。そして盲学校を卒業した 16 歳以降の盲児を対
象とした継続教育機関の設置を勧告する（ Ministry of Labour and National 
Service [1951] 21）。 
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テイラー委員会は、盲児の就労先は「盲児の自身の適性、能力そして興味に
応じ」、あらゆる種類の職業がその子どもに選択肢として提示されるべきである
と確信していた（Ministry of Labour and National Service [1951] 66-67）。
そして、新しい教育機関では、幅広い一般教養をはじめ、その子どもの適性、
能力、興味を考慮した職業ガイダンスと基礎的な職業訓練が行われることを期
待した。さらに、学校生活全般において「これまで以上に晴眼者と関わる機会
を持ち、盲人以外との社会的交流を積極的にもつこと」を喚起した (Ministry of 
Labour and National Service [1951] 67)。この勧告を受けて、盲学校では戦
後から見られ始めた課外活動や地域との交流活動がさらに強化され（詳細につ
いては第 2 章第 2 節を参照）、また 1956 年には国内初の視覚障害者を対象とし
た継続教育機関ヘザーセット・カレッジ（ Hethersett College）が設置された。
同校は、厚生労働省、教育省及び盲学校教育及び雇用に関わる有志団体との話
し合いの末、NIB によってバーミンガム地区に設置された。  
 
３.長期教育システムの完成とその問題点  
1956 年に設置されたヘザーセット・カレッジとは、どのような教育機関だっ
たのだろうか。ヘザーセット・カレッジでは主に①職業ガイダンス、②ソーシ
ャルスキル・身辺自立、③基礎教育の 3 つによってカリキュラムが構成されて
おり、①の職業ガイダンスでは、生徒の興味や適性を図るために軽工業、電話
交換、タイピングなど視覚障害者にも開けた職業体験を用意していた。②につ
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いては、歩行訓練、職業マナーなどをはじめ、洗濯、アイロン、料理など一人
暮らしをするために必要となるスキルを身に付けることが主たる目的であった。
③については、点字の読み書き、算数などが含まれており、特に義務教育段階
において学業につまずきを見せた生徒に対して重点的に実施された（ Royal 
National Institute of the Blind People, 1964）。ヘザーセット・カレッジは、
開校 5 年目にして、全国におけるモダン・スクールの卒業生の 17%が進学する
など、早くも多くの生徒を抱えた。同校の成果は、盲人授産所に入所する盲学
校卒業生が全体の約 3 分の 1 にまで減少し、一般の工場への就職者が増加して
いることからもみてとれる（Ministry of Education [1961] 32）。1956 年か
ら 1963 年までの学校年次報告書によれば、181 人の学生が修了し、そのうち 150
人が就労していた。150 人のうち、一般就労が 133 人、17 人が盲人授産所での
就労に従事していた。1963 年になると、教育大臣によって、盲学校の卒業生は、
一般就労へ出るため継続教育機関に入ることを推奨する回状が公布される。継
続教育機関への進学が推進されると、 1956 年に実験的に設置された継続教育
機関に続き、クィーン・アレクサンドラ・カレッジ（ Queen Alexandra College）
が 1964 年にバーミンガム・ロイヤル盲学校の敷地内に設置された（Department 
of Education and Science [1965] 47）。 
表Ⅱ-3-4 に、 1962 年から 1970 年までにバーミンガム・ロイヤル盲学校を中
退もしくは卒業した生徒 144 人の進路先を示している。他校へ転出した 21 人を
除けば、約 3 割が中等学校に、また約 5 割が継続教育機関に進学している。一
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方、 1960 年代になると、盲人授産所に入所するものはいないことが確認でき
る。 
 
 
表Ⅱ-3-4 バーミンガム・ロイヤル盲学校中退者・卒業生の進路先
（1962-1970） 
1962 1963 1964 1965 1967 1968 1970 合計
チョーリーウッド盲学校 0 2 1 1 1 3 2
ウースター盲学校 0 0 3 2 1 3 0
ロイヤル・ノーマル・カレッジ 1 4 0 8 3 2 4
継続教育機関
ヘザーセット・カレッジ/
クイーン・アレクサンドラ・カレッジ
1 4 11 17 7 7 10 57
2 1 3 0 6 0 0
5 2 0 0 0 0 0
0 2 0 0 0 0 0
0 1 2 5 0 0 0 8
0 0 0 0 0 0 0 0
その他 1 4 6 8 5 3 0 27
中等学校
出典：Birmigham Royal School for the Blind, Annual Report of, 1962-1970.
備考：1966年及び1969年については中退者・卒業生に関する記述なし
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21
就職
転学
進学
弱視学校
重複障害児学校
通常学校、その他の盲学校
一般雇用（工場、その他）
盲人授産所
 
 
 
ところで、継続教育機関が設置され、またそこへの進学が政府によって推奨
されるようになった 1960 年代、すでに全国的に NIB によって設置されていた乳
幼児のための学校であるサンシャイン・ホームが設置されていたことを踏まえ
ると、盲学校教育は、2 歳から 21 歳までの盲の生徒を対象とした長期教育シス
 127  
テムを完成させたといえる。しかしながら、盲人の就業問題は容易に解消され
るものではなかった。そして、これは 1970 年代初頭に見られる盲人当事者団体
による盲学校批判へとつながる傾向を含んでいたのであった（第 3 章で詳述す
る）。 
 一般就労に従事する盲学校卒業生の数が、継続教育機関設置後に一時的に増
加したのは事実である。しかし、後に再びその数は沈滞する。そこには、盲人
の就業問題と複雑に絡みあういくつかの要因があった。一つは、1950 年代以降
イギリスでは、戦後のベビーブームを背景に総労働可能年齢人口が急増し（表
Ⅱ-3-5）、さらに女性の社会進出等にも後押しされ、就職競争が激化したこと
である。障害を有していなくても就業は難しかった。またこのころから、雇用
側は、選抜の手段として一般教育修了証書などの資格を有することを採用条件
として重要視するようになる（ハルゼー  [1963] 9; Ministry of Education 
[1959a] 47-49）。 
 
表Ⅱ-3-5 出生数の推移（1940-1954 年）  
年 1940 1941 1942 1943 1944
人 590,000 579,000 652,000 684,000 751,000
年 1945 1946 1947 1948 1949
人 680,000 821,000 881,000 775,000 730,518
年 1950 1951 1952 1953 1954
人 697,097 677,529 673,735 684,375 673,651
出典：Office of Population Censuses and Surveys (1979) Birth
Statistics, England and Wales.  
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 2 つ目に挙げられるのは、雇用主が求める人材像の変化である。大量生産時
代の到来とともに複雑な半自動機械が導入されるようになり、工場側もこれま
でのような単なる手先の技能や知識だけでなく、機械の複雑な構造を理解し、
監視・制御できる能力を従業員に期待するようになったのである（ハルゼー
[1963]18）。こうした人材像の変化はさらに 1960 年代後半以降みられる第二次
産業から第三次産業への移行時にもみられる。イギリスでは 1950 年代前半まで
製造業人口が 910 万人に達するなどピークに達したが、その後は減少傾向にあ
り、それに反比例するように、専門職やサービス業が拡大を見せていた。 1966
年から約 15 年間で製造業に携わっていた 150 万人以上が、その職を失ったとさ
れる（湯沢 [1996] 243）。 
 
社会におけるこうした産業構造の変化は、盲学校教育のみならずイギリスの
学校教育全体に対しても大きな変化を求めることとなる。しかし、盲学校教育
が新たに継続教育機関を設置し 18 歳までの長期教育システムを作り上げてい
た頃、通常学校の分野では、盲学校とは異なる方法で産業構造の変化に対応し
ようとしていた。就労に必要な能力として、これまで以上に柔軟な思考力と幅
広い知識が要求され、資格等の所持も重視される状況にあって、特定分野の知
識の修得を目的としたテクニカル・スクールや、高等教育機関の入学資格を得
られず、二流の教育という評価に甘んじていたモダン・スクールは、時代の需
要にそぐわない存在として批判の対象となっていった（Ministry of Education 
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[1959a] 47-49；  文部省 [1960] 63-64）。こうした批判を受けて、1960 年代
に登場したのが総合制中等学校、すなわちコンプリヘンシブ・スクールである。
コンプリヘンシブ・スクールとは、あらゆる能力や適性の子どもを受け入れ、
大学やその他の高等教育機関への入学資格試験であった一般教育資格試験
（General Certificate of Education: 以下, GCE）に向けてのカリキュラムも
提供する学校であった。1965 年に政府は、コンプリヘンシブ・スクールの設置
を地方教育当局に対し要請する回状 10/65 を発布している。よって、これまで
ロンドンなどの一部の地域でのみ見られたコンプリヘンシブ・スクールは、全
国的に見られるようになったのであった。  
なお、無論、コンプリヘンシブ・スクールの全国的な設置は、産業構造の変
化のみに依拠するものではない。それ以外にも、一般家庭の生活水準の向上に
伴い１２、あらゆる社会階層の保護者がグラマー・スクールのような高度な教育
が受けられる場を希望するようになっていたことも挙げられる（ハルゼー
[1963] 6) １３。さらに、すでに述べてきたようにモダン・スクールは、貧民教
育を意識した基礎学校を母体とした学校であった上、1950 年代の在籍危機に伴
い、学校の施設・設備も十分に整備されなかったことから、戦後においてもそ
のイメージが残存し、結果、地域社会からも保護者からも「劣等」学校として
のスティグマが付与されるといった問題を抱えていた（望田  [1996] 84； 空下 
[1969] 117； サイモン・堀尾  [1987] 39）。 
 戦後の再編により盲学校教育は通常学校に近似した形での学校設置にいち早
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く成功し、これに伴い戦後の教育内容にも変化がみられた。さらに戦後一般就
労の門戸が開放されたことに伴い 16 歳以降の継続学校の設置も実現した。すな
わち、1960 年前半までにようやく盲学校教育調査研究 (1936)で考案された盲学
校再編が現実のものとなるのであった。戦後の盲学校教育では主体性を重視し
た授業が展開されることによる学校教育の発展・充実と、1944 年障害者雇用促
進法の制定とそれを支えるシステムの構築もあって、戦前には見られなかった
数の盲人が一般就労に進出するなどの成果がみられた。しかし一方では盲人の
雇用問題、一部の学校における教員や教育の質については課題を抱えており、
盲学校教育はこうした課題を残しながら 1970 年代へと突入する。  
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第 2 章註釈 
                                                   
１  イギリスでは、 5歳から 14 歳までの子ども達に対して、初等教育を義務教育
として無償で提供していたが、実際には中流階級や上流階級では、 11歳にな
ると中等学校へ通ってさらに上級の教育を受ける子どもが多かった。しかし、
中等教育は無償ではなかったため、中流階級以下の子ども達は初等教育のみ
で教育を終え、卒業後は低賃金の職に就くほかなかったのである (Ministry 
of Education [1951a] 39)。 
２撤廃を求めたのは戦後の障害児教育に尽力した人物として知られ、NIB とも交
流のあった F.メッサー（Mr.F.Messer）であった（ Dent[1968]30）。  
３ なお例外ではあるが、セント・ビンセント盲学校は、イギリス国内唯一の
カソリック系の学校であったことから初等、中等一貫した教育施設の確保が
必要不可欠であったことからオール・エイジ型として残った。 
４例えば、オール・エイジ学校・学部数は、1955 年には 3,528 校にまで減少し
ている（ Ministry of Education [1956] 110）。 
1955 年通常学校数（学校形態別 ) 
モダン・スクール グラマー・スクール テクニカル・スクール
3528 20136
出典：Ministry of Education (1956) Education in 1955. London:HMSO.p.110.
備考：学校数＝number of schools or departments
5144
オール・エイジ
スクール
初等学校 中等学校
 
 
５1 スクエアー・フィート = 0.09290304 m² 
６ 例えば、バーミンガム・ロイヤル盲学校では、戦後は文学クラブ、討論ク
ラブ、そしてフォークダンスクラブが設置されている（ Birmingham Royal 
Institution for the Blind [1948] 5）。ヨークシャー盲学校のように 5-12
歳までの初等教育段階の子ども達を受け入れる学校ではガール・スカウト
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（Brownies）やボーイズ・スカウト（Cubs）が設置されている（Yorkshire 
School for the Blind [1960] 5）。 
７例えば、 1960 年に始めて全国点字コンテスト（National Reading Contest）
に出場したロイヤル・ビクトリア盲学校では、同年の年次報告書において、
生徒が出場した 9 歳以下の部門大会において 1 等と 3 等を獲得したことを大
きく報じている（Royal Victoria school for the Blind [1960] 6）。 
８  RNIB の原型組織は NIB であり、NIB は 1948 年に国王より勅許（ Royal Charter)
を受けたことにより改名した。 RNIB という名称は 1953 年から使用される。  
９例えば、ロイヤル・ビクトリア盲学校を視察した学校調査官は次のように述
べている。  「 (同校での)カリキュラムは通常の初等学校とほぼ同様である。
しかし、理科（Nature）は、学校全体の目標としては掲げられているものの、
時間割にも、また実際に授業を視察しても見られなかった。すべてのカリキ
ュラムが平等に提供されるよう、時間割の再検討を求めたい」（Ministry of 
Education [1952b] 4）。 
１０Cost Investigation Unit とは、1960-1961 年にかけて政府が、寄宿制盲学
校の運用費を明らかにするため調査委員会であり、 10のイギリス国内の代表
的な盲学校（初等学校、オール・エイジ型学校、3 種の中等学校）を対象に
綿密な調査をおこなっている。  
１１例えば、全校生徒数 83 人であったロイヤル盲学校では、学校全体で有して
いた点字タイプライターの数は 5 台のみであった。その理由について盲学校
校長は、「高価であるため購入が困難である」と盲学校が財政難にあることを
主張している（Cost Investigation Unit [1961] 12）。  
１２戦後 14 年間における一般の生活水準を比較すると、その間生じた物価の著
しい上昇を考慮する必要はあるが、 1958 年の実質総生産高は、1938 年のそ
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れに比べおよそ３分の１増えている（ハルゼー  [1963] 3）。 
１３50 年代以降からは、高い教育を受けたものには比較的職業の機会も多く、
また魅力的な職業の数も着実に増えていた時代へと変化しつつあった。つま
り、多くの国民にとって、教育が長い目で見れば必ずペイすることは明確に
なりつつあり、冨を手にした保護者は、子ども達に自分達と同じような高収
入の商業につくため高い教育を求めるようになったのであった（ハルゼー
[1963] 6）。 
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第三章 
大規模寄宿制盲学校・長期教育システムへの批判と 
インテグレーションへの胎動 
（1960 年代半ば-1980 年代初頭） 
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第一節 バーノン委員会設置の背景と新たな盲学校再編構想  
本章では、1970 年代、視覚障害者の当事者団体である ABAPSTAS が中心とな
って展開した盲学校批判とその主張の根拠、さらにその後のインテグレーショ
ン胎動までの過程を明らかにする。最初に、ABAPSTAS による盲学校批判の発端
となった報告書であるバーノン報告書について概観する。さらに ABAPSTAS によ
る盲学校批判及びインテグレーション要求の具体的内容について、同団体の中
心的メンバーの思想と併せて分析を行う。その後、盲学校関係者と当事者団体
との間でみられたインテグレーションをめぐる議論の内容と、1981 年教育法が
制定され、国全体が特別ニーズ教育へと方向転換する中、盲学校がいかなる変
容を遂げたのかについて明らかにする。  
 
１．盲児の数の減少とバーノン委員会の設置  
1968 年、教育省（ Department of Education and Science）は、「盲児及び弱
視児の学校及び教育サービスの形態を見直し、勧告をおこなうこと」を目的と
して諮問委員会を設置する。諮問委員会は、当時リーディング大学心理学科教
授で、1961 年まで英国心理学会（ British Psychological Society）理事長を
務めていた M.D.バーノン（ Magdalen D. Vernon, 1901-1991）を委員長とし、
特別な教育的ニーズ概念の提唱者として知られ、イギリスの特別ニーズ教育の
枠組みを明記した障害児者教育調査委員会報告書（通称、ウォーノック報告）
の作成メンバーともなるバーミンガム大学特殊教育学科教授の R.ガリフォー
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ド（Ronald Gulliford, 1920-1997）１、RNIB、ヘンショー盲人協会（Henshaw's 
Society for the Blind）などの有志団体の代表者、盲学校や弱視学校関係者、
視覚障害の子どもをもつ保護者を含む計 18 人在り方によって構成されていた。
同委員会は 1972 年に 120 ページに及ぶ報告書（通称、バーノン報告書）を当時
の教育大臣 M.サッチャー（ Margaret Thatcher, 1925-2013）に提出する。この
報告書は、盲学校教育の在り方を検討するため、中央政府の要請によって作成
されたイギリス史上唯一の調査報告書として知られている（ Miller [2009] 1）。  
バーノン報告書は、義務教育のみならず就学前教育から継続教育の実態を幅
広く調査したうえで、学校教員、寄宿舎スタッフの研修の在り方、医療サービ
スの在り方について勧告した。とりわけ義務教育、すなわち 5 歳から 16 歳まで
の盲学校教育については、減少傾向にあった視覚障害児人口に鑑み、全国に点
在する盲学校及び弱視学校の統廃合と再配置を勧告するなど、第 1 章で述べて
きた盲学校再編に続く、戦後初となる大規模な再編を構想した。結果的にこの
再編が実現することはなかったが、盲学校批判及びインテグレーション論争を
巻き起こすきっかけとなった（これについては、第 2 節で詳述する）。  
 
バーノン委員会が設置された背景には、当時の盲学校教育並びに学校教育全
体が抱えていたいくつかの課題があった。一つは盲学校教育がこれまでにも直
面してきた課題であり、また戦前の盲学校再編構想を促す一要因でもあった盲
児の数の減少である（ Department of Education and Science [1969] 46）。イ
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ギリスでは 1948 年から 1955 年にかけて未熟児網膜症による視覚障害児の数が
急増し、1952 年には 1940 年代初頭の盲人口の約 2 倍と最も高い数値を記録し
た（Department of Education and Science [1972] 14）。しかし 1950 年代半ば
以降その数は頭打ちとなり、1957年 1月の時点で 119人であった 5歳児の数は、
1961 年 1 月には 60 人にまで減少する（ Ministry of Education [1962] 22-23）。
教育省も 1964 年には、「すでに初等 [盲]学校で見られ始めた生徒数の減少は、
1966 年には中等 [盲]学校において見られるであろう」との推測を述べ、盲学校
の在り方について盲学校再編の可能性を含め検討するため地方教育当局及び盲
学校関係者との間で意見交換の場を設けている（ Department of Education and 
Science [1965] 47）。バーノン報告書の中にも「現状と課題」と記された箇所
には第一に盲人口の減少が挙げられていた（ Department of Education and 
Science [1972] 3）。  
二つ目に挙げられるのは、特殊教育及び教育全体における混沌からイギリス
政府が、インテグレーションへの移行の有無を含め抜本的な教育改革を模索し
ていたことである。政府が教育改革を模索していたことは、表Ⅲ-1-1 に示すよ
うに 1960 年代後期から 1976 年にかけて 4 つの障害種において政府の諮問委員
会が設定され、この時期に集中的に報告書が提出されていることからも推察で
きる。1976 年には、最終的には法的効力を発することはなかったもののインテ
グレーションを推奨する 1976 年教育法（ Education Act 1976）が作成され（河
合 [2007] 382）、 1978 年には特別な教育的ニーズ概念を打ち出したウォーノッ
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ク報告が発行されている。イギリスが世界に先駆けてインテグレーションを基
本方針とし、特別ニーズ教育（ Special Needs Education）へと舵を切ったのは
ウォーノック報告が発行された 3 年後、 1981 年教育法施行後のことである。  
 
 
 
表Ⅲ-1-1 1960 年代から 1970 年代に諮問委員会によって作成された報告書  
 
発行年 報告書名 対象障害種
1968 Summerfield Report 不適応等
1968 Lewis Report 聴覚障害
1972 Vernon Report 視覚障害
1976 Snowdon Report 肢体不自由
1978 Warnock Report 障害全般
 
 
 
実は、国内では一部の障害種において 1950 年代中期ごろから教育の場に大き
な変化が見られていた。例えばてんかんの場合、 1930 年代から 40 年代には、
全国で約 600 人が寄宿制特殊学校に在籍していたが、その後、抗てんかん薬の
開発・普及によって 1950 年には重度のてんかん児 316 人のうち、約 75%が通常
学校に在籍していたことが報告されている（ Cole [1989] 113）。また、聴覚障
害児においては、早期発見と就学前巡回指導 ２などの支援サービスの普及によ
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り、聾学校よりも通常学校内に設置された難聴児のための特殊学級や特殊ユニ
ット３に在籍する生徒が増加する傾向にあった（Cole [1989] 120; Department 
of Education and Science [1969] 47）４。 
すでに述べたように、1944 年教育法は、積極的意味を持ち合わせていたか否
かについては議論の余地はあるにせよ、障害児であっても通常学校で教育を受
ける可能性を示唆していた（第 2 章第 1 節参照）（Ministry of Education [1956] 
1,18）。すなわち、 1950 年代から一部の障害種においてみられた特殊学校から
通常学校への教育の場の転換は、教育省からはむしろ奨励された。このことは
教育省が、1950 年代初頭に障害児が地域社会の通常学校で学ぶことの意義につ
いて記述した報告書（ Report of the Chief Medical Officer of the Ministry 
of Education for 1952-1953）を刊行しているほか、通常学校で適切に教育を
受けることの可能な障害児を特殊学校に措置することを禁じる回状 276 の公布
を行っていることからも伺える。  
しかしながら、ある特定の障害種では上記とは真逆の現象がみられたのも事
実である。実際のところ 1944 年教育法制定後、国内では特殊学校に在籍する障
害児は圧倒的に増加している（ Barnes [1991] 29-30）。1946 年の教育省資料を
みると、1946 年の 1 年間だけでも計 967 人の障害児の受入可能な特殊学校が全
国に 18 校新設されたことが確認できる（ Ministry of Education [1946] 183）
（表Ⅲ-1-2）。中でも教育遅滞児の学校は、寄宿制、通学制あわせて 5 校設置さ
れており、5 校あわせておよそ 400 人の教育遅滞児を収容できるだけの学校が
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設置されたことになる。この現象について Pritchard（1963）は、本来特殊学
校の対象となるべきでない、 IQ85 から 90 程度の高い知能指数を有する多数の
学習遅滞児が地方教育当局によって特殊学校に送られたためであると指摘して
いる（プリッチャード  [1969] 214）。さらに Barnes(1991)は、戦後導入された
教育理念・制度、すなわち、年齢、適性、能力に応じた教育を通常学校におい
て正常に機能させるため、戦後の政府・地方教育当局関係者の間に、こうした
機能を妨げる可能性のある子どもを可能な限り排除したいという認識が少なか
らず存在していたと指摘している（Barnes [1991] 29-30）。特殊学校の新設は
1950 年代以降も続いた。しかしその一方で、橋本（1972）によれば、入学許可
を待ついわゆる待機児、約 12,500 人が依然として存在していたという。この待
機児数をめぐる問題は 1960 年代になっても完全な解消には至らなかった（橋本  
[1972] 40）。 
しかし 1960 年代になると、障害のある子どもに対する教育環境の未整備の問
題に加え、本格化した新コモンウェルス諸国からの移民の増加によって特殊教
育のみならず学校教育全体は混乱を極める。1960 年代以降経済が停滞する一方
にあったイギリス国内では、待機児のみならず移民の子どもの課題解消には、
学校教育全般の在り方を抜本的に見直すことが必要不可欠であったのである。  
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表Ⅲ-1-2 新たに設置された特殊学校（ 1946 年） 
障害カテゴリー 学校数 収容人数 学校数 収容人数 合計
聾 1 40 0 1
てんかん 1 60 0 1
教育遅滞（ESN) 1 60 4 340 5
肢体不自由 4 148 2 180 6
不適応 4 94 1 45 5
合計 11 402 7 565 18
出典：Ministry of Education (1947a) Education in 1946. London: HMSO. p.183.
寄宿制学校 通学制学校
 
 
 
ところで、視覚障害児については、インテグレーションはどの程度普及して
いたのだろうか。実は、視覚障害児の場合、1970 年代になっても 9 割以上の盲
児は寄宿制盲学校に在籍しており、インテグレーションの事例は、全国でみて
も以下の 2 事例のみであった５。2 事例はいずれも、大学への進学が期待できる
知的能力をもち、社会的・道徳的にも十分な発達を示している盲児に対し、盲
学校による完全な支援体制のもとで実施された例外的な試みであった。  
一つは、 1960 年代に見られたセント・ビンセント盲学校での事例である
（Department of Education and Science [1972] 37-40）。セント・ビンセント
盲学校は、国内唯一のカソリック系盲学校であったため戦後の学校再編の対象
とはならず、5-16 歳の盲及び弱視児を対象としたオール・エイジ（モダン・ス
クール）として存続していた。同校がインテグレーションを試みた直接の理由
は、一部の生徒に対して大学進学を可能にすることにあった。当時のイギリス
では、大学やその他の高等教育機関に入学するためには入学資格試験である
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GCE 試験（第 2 章第 3 節参照）に合格する必要があり、そのためには、中等学
校段階において GCE 試験の内容をふまえたカリキュラムを提供する必要があっ
た。グラマー・スクールであったウースター盲学校やチョーリーウッド盲学校
では GCE 試験内容を反映させたカリキュラムを提供していたが、モダン・スク
ールであった同校では、GCE 試験内容を取り入れたカリキュラムは提供してい
なかった。しかし、保護者からは宗教上の理由からウースター盲学校やチョー
リーウッド盲学校ではなく、カソリック系の学校で学ばせたいという要望があ
ったため、当校に在籍しながら一部の教科を、近隣にある通常のカソリック系・
グラマー･スクールで学ぶという形のインテグレーションに着手したのである 
(Jamieson, Parlett, & Pocklington [1977] 64) ６。インテグレーションの実
施に際し、当時の学校長であった C. フォザギル（Clare Fothergill）は、イ
ンテグレーションに長い歴史を有していたアメリカ、ニュージャージー州を訪
問し、そこでの取り組みを参考にしている（ Fothergill [1965] 72-73）７。こ
うしてセント・ビンセント盲学校では 1974 年までに 12 人の生徒がインテグレ
ー シ ョ ン の 対 象 と な り 、 大 学 に 進 学 し て い る （ Jamieson, Parlett, & 
Pocklington [1977] 64)。 
二つ目の実験的事例は 1969 年に開始されたタプトン・マウント盲学校
（Tapton Mount School for the Blind）でのインテグレーションである。タプ
トン・マウント盲学校は未熟児網膜症によって盲児の数が爆発的に増加した
1950 年代半ばに創設された、寄宿制の初等学校であった。同校もセント・ビン
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セント盲学校と同様に、一部の生徒を大学に進学させるため、GCE 試験内容を
反映させたカリキュラムを提供する地域のコンプリヘンシブ中等学校でのイン
テグレーションを試みたのであった。通常学校には、盲学校から 2 人の教員が
専任教員として配置され、サームフォームなど触覚教材を作成する機材を保管
する資料室（ resource room）が一時的に設置されるなど通常学校と盲学校との
綿密な連携によって実現したインテグレーションであった（ Jamieson, Parlett, 
& Pocklington [1977] 64)。1969 年から 1974 年までには、 9 人の盲児がインテ
グレーションの対象となったことが報告されている（ Jamieson, Parlett, & 
Pocklington [1977] 65）。 
 
ところで、弱視児のインテグレーションもまた盲学校教育と同様にして、ロ
ンドンやヨークをはじめとする限られた学校や都市での試みに過ぎず、 7 割以
上の弱視児 が弱視 学 校を主とす る分離 的 環境で学ん でいた （ Cole [1989] 
117-118）８。なお、興味深いことに、1934 年の時点で都市を中心にではあった
が、戦後に見られた数以上の特殊学級が存在したことが報告されている（ French 
[2006] 50）。しかし 1944 年教育法制定以後は年齢、適性、能力に応じた教育の
実施を目指し、一定の生徒集団を確保できる弱視学校の建設が始まる。弱視学
校の数は、1947 年の時点で 32 校に達し（ Ministry of Education [1948a] 186）、
弱視学級は激減したのであった。  
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２．バーノン報告書における分離教育と盲学校再編への勧告  
「盲児及び弱視児の学校及び教育サービスの形態を見直し、勧告をおこなう
こと」を目的としたバーノン委員会は、1968 年より盲学校や弱視学校等の実地
調査を開始すると同時に、その他視覚障害教育関連団体等に意見を募った。同
委員会には視覚障害児をもつ保護者、視覚障害教育に携わる学校教員、さらに
当事者組織を含む各種の視覚障害関連組織など、計 103 名の個人と 69 団体から
意見が寄せられた。委員会は、合計 11 章と補足資料の 154 ページから構成され
る報告書を作成し、1972 年に提出したのであった。報告書に記載された主な項
目は以下に示すとおりである。  
 
・学校形態  
・視覚障害学校及びサービス機関に対する国の方針  
・就学前の視覚障害児のニーズへの対応  
・医療サービス  
・カリキュラム、教材・教具  
・継続教育と職業訓練  
・教員及び宿舎教員の養成  
 
バーノン報告書は、盲児及び弱視児の数は、1961 年時点の 1,448 人から、1980
年には 1,000 人以下にまで減少するとの予測を指摘した。同報告書は、現行の
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盲学校及び弱視学校を維持していくことは不可能であるとしたうえで、当時の
三分岐型中等教育制度を反映した分離教育を維持することを前提とした、学校
数の削減を勧告した（ Department of Education and Science [1972] 3-4）。着
目すべき点は、バーノン委員会は、単なる既存の盲学校の統廃合ではなく、初
等学校と中等学校の統合によるオール・エイジ型学校の復活、さらには盲学校
と弱視学校の統合を求めたことである。すなわち、バーノン報告書の趣旨は、
一見すると、1940 年代に実現した盲学校再編を否定し、いまいちど第二次世界
大戦以前の盲学校へと逆行させようとするもののようにさえ解釈できるのであ
る。 
では、バーノン委員会はなにゆえこのような指摘を行ったのであろうか。  
第一は、視覚障害児の分離教育に対する認識である。バーノン委員会は、分
離教育には種々の課題があることを認識しつつも、視覚障害児には特別な教育
的配慮が必要であることに加え、低発生頻度障害であるがゆえにその特別な教
育的配慮をすべての通常学校に行き渡らせることは困難であるとして、消極的
にではあるが分離教育を支持する立場をとった。一方で、1960 年代に 2 校の盲
学校で実験的に行われたインテグレーションの事例を挙げることで、視覚障害
児が通常学校で教育を受ける可能性についても言及している。とはいえ、こう
した事例は未だ部分的な成果に過ぎず、視覚障害児のインテグレーションの可
否とその成果については、今後更なる研究により検討する必要があると慎重な
立場をとった。  
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第二は、寄宿制盲学校への就学によって生じる家庭や地域コミュニティから
の分離に対する懸念である。バーノン委員会は「すべての盲児と弱視児（重複
障害あるいは恵まれない家庭環境にいる子どもたちを除き）は、もし適切な学
校が自宅から約１時間以内の通学範囲内にあれば、家庭で生活すべきである」
と指摘し、新たな提言としてなるべく多数の子どもが、自宅から 1 時間以内で
通学可能な場所にオール・エイジ型視覚障害児学校（盲学校と弱視学校を統合
させた形）を再配置するよう勧告した。もっとも、障害のある子どもを可能な
限り地域の学校に就学させるべきであるとの考え方自体は、1950 年代に教育省
が公布した回状 276 の例からもわかるように (第 2 章第 2 節参照 )、バーノン報
告書において初めて示されたわけではない。盲学校でも、とりわけ 1950 年代半
ばからは、週末には積極的に生徒を家庭へ帰省させる対応をとってきていた。
しかし、寄宿制盲学校での生活が引き起こす生徒と家庭、あるいは地域コミュ
ニティとの距離の問題は、週末の帰省だけでは完全な解決には至らないことが
次第に明らかとなってくる。 RNIB の保護者支援ユニット担当者 J.トゥーマー
（J.Toomer）は、1967 年、盲学校教員を対象とする全国雑誌「盲学校教員」に
おいて、寄宿制盲学校に教員として勤務した自身の経験を踏まえ、寄宿舎での
生活が、しばしば生徒と家族との関係を希薄化させる原因になってきたことを
指摘している。  
 
学期が修了するたびに子どもたちを家庭に戻していたが、学校に寄宿してい
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た 24 人のうち、頻繁に自宅に帰省したり、家族が学校を訪問したりしていた
のは 4 人に過ぎなかった。家庭によっては、遠方であるために頻繁に訪ねて
来られないことや、仕事が忙しすぎて子どもに会う時間をとれないなどの理
由を挙げるケースもあった。子どもと離れて生活する時間が長くなればなる
ほど、保護者の中には我が子に対する関心を失い、学期が終わるたびに帰省
してくる子どもの存在を重荷に感じる者さえいる（Toomer [1967] 11）。  
 
第三は、盲学校と弱視学校を異なる学校として維持していく正当性が薄れ、
むしろデメリットのほうが大きいとの認識が形成されつつあったことである。
というのも 1960 年代になると、視覚補助具や教室内の照明の改良、教科書等の
活字印刷技術の向上により、きわめて低視力の子どもであっても視覚を活用し
た指導法による教育を受けることが通常となる。一方で低視力の子どもの多く
は視覚を活用した学習方法と並行して盲児と同様に触察による指導を行う必要
があった。当時、国内に 2 校存在していた盲児と弱視児の両方を対象とする視
覚障害学校の実践を通じて、両者は同じ学校のなかで十分に教育可能であるば
かりでなく、こうした方法が経済的であることも実証されていた（ Department 
of Education and Science [1972] 45-47）。 
第四は、三分岐中等教育制度に対する肯定的な認識である。バーノン報告書
は、「（視覚障害児が）公的試験に参加することは、障害の社会進出の促進につ
ながる」として、とくに 8 割以上の視覚障害児が通うモダン・スクールでは、
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中等教育修了資格試験（ Certificate of Secondary Education: 以下, CSE）９
の受験を可能にするためカリキュラムの改善が不可欠であることなど、盲学校
の現状にいくつかの問題があることは認識しながらも、基本的には三分岐中等
教育制度の維持を推奨する立場をとった。一方で高等教育機関への進学に不可
欠であった GCE 試験の受験に対応するカリキュラムの提供については「上級の
学問を必要とする子どもは少数であるため、既存する 2 校のグラマー・スクー
ルで十分」との認識を示し（Department of Education and Science [1972] 9-15）、
当時通常学校では主流になりつつあった総合制中学校（コンプリヘンシブ・ス
クール）設置の可能性については言及しなかったのである。  
 
ところで、先述したとおり、バーノン委員会による勧告は教育省によって検
討はされたものの、結局、実行に移されることはなかった。バーノン報告書発
行から 2 年後の 1974 年に盲学校教育関係者は、報告書に対する政府の反応が全
くみられないことを懸念し、政府に対し書面による回答を要請している。しか
し、それでもなお政府からの回答は得られず、バーノン報告書に対する政府の
反応が不明確である中、同年には新たな諮問委員会、ウォーノック委員会が設
置される。1974 年のウォーノック委員会の設置は盲学校教育関係者にとって予
想外だったようで、1974 年 3 月に開催された CTB による全国会議ではまだ情報
も不十分である中で「今後細心の注意を払うべき報告書」として紹介されてい
る１０。関係者からはバーノン報告書の勧告がうやむやになるのではないかとウ
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ォーノック委員会設置に対する懸念の声が上がっていた（ Anonymous [1974d] 
136）。  
なにゆえにバーノン委員会による勧告は実現しなかったのだろうか。この疑
問に対する明確な回答を当時の資料のなかに見出すことはできない。しかし、
当時、盲児においてインテグレーションは普及していなかったものの、他の障
害種では着実に拡大していたこと（ Department of Education and Science 
[1974a] 3）、さらに経済回復の兆候が見いだせないなかにあって、イギリス政
府は障害児教育、待機児及び移民の子どもへの対応など学校教育全体の見直し
をも迫られていたことから考えれば、バーノン委員会の勧告が当時の実状にそ
ぐわなかったためであろうことが推測できる。 
 
３．盲学校教育関係者からの肯定的評価と ABAPSTAS による批判  
バーノン報告書は、教育省が設置した諮問委員会による大規模な調査に基づ
く報告書だったこともあり、教育関係者を始め医療関係者など視覚障害児に携
わる専門家の注目を集めた。例えば、イギリス、ウェスト・ヨークシャー州リ
ーズ市で眼科医として開業していた Harcourt(1975)は、バーノン委員会の専門
性の高さと献身的な姿勢を評価すると共に、報告書がその重要性を指摘した幼
児期におけるスクリーニングやアセスメントについて、是非実施すべきである
と主張している（Harcourt [1975] 359）。さらに、盲学校教育関連組織からも
肯定的評価を受けた。例えば CTB は、特に報告書の教員養成のあり方について
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は異なる見解１１を示したものの、全体としてはバーノン報告書を支持する立場
をとった（Jones & Hechel [1973] 118）。さらに、当時視覚障害関係の組織と
して最大規模を誇った有志団体 RNIB も、バーノン報告書の指摘を高く評価した
（Royal National Institute for the Blind [1972] 1）１２。 
このように、バーノン報告書に対し、医療関係者や教育関係者全般が高い評
価を示したのとは対照的に、「全体的に明確な理念のない、現実性、明白性、一
貫性に欠けた深く落胆的な報告書」であるとして痛烈に批判したのが盲弱視教
員・学生協会（ Association of Blind and Partially Sighted Teachers and 
Students: 以下 , ABAPSTAS）であった (Association of Blind and Partially 
Sighted Teachers and Students & National Federation of the Blind  [1973] 
9）。1970 年に 3 人の視覚障害当事者によって設立された ABAPSTAS は、盲人連
合（National Federation of the Blind UK: 以下, NFB）との連名で、1973 年
11 月、97 ページから成る長大な意見書を作成し、当時教育大臣を務めていたサ
ッチャーに提出する。  
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第二節 大規模寄宿制盲学校・長期教育システムへの批判とインテグレーショ
ン構想  
１．ABAPSTAS による大規模寄宿制盲学校・長期教育システム批判とインテグレ
ーション要求  
（１）大規模寄宿制盲学校・長期教育システムに対する批判とその根拠  
すでに述べたように、ABAPSTAS は NFB との連名で、バーノン報告書に対する
痛烈な批判を内容とする意見書を提出した。この意見書は、ひとことで言えば
視覚障害児に対する分離教育を批判し、インテグレーションの導入を強く訴え
るものであったが、このとき、実際に意見書の作成にあたったのが、 ABAPSTAS
代表の M.ミリガン（ Martin Milligan, 1923-1993）、ABAPSTAS 幹事（ secretary）
であった C.ロウ（ Colin Low, 1942-）、そして同組織の雑誌編集長を務めてい
た F.リード（Fred Reid, 1937-）であった。なおリードは、意見書作成にあた
っては NFB の代表として名を連ねており、その意図には、創設されて間もない
組織であった ABAPSTAS に、より発言力を持たせることがあったとされる１３。
そのため、NFB 内では同意見書の内容をめぐって意見の対立が見られたのも事
実である１４。 
ABAPSTAS は、1960 年代末にバーノン委員会が視覚障害教育関連団体に意見を
募った際に文書を提出しているが、インテグレーションの導入については、こ
の時点では組織内において意見の一致にいたらず、意見書のなかには盛り込ま
れなかった。しかし、最初の意見書を提出した後も、今後の視覚障害教育にお
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いて分離教育形態の維持か、あるいはインテグレーションへの移行かは、
ABAPSTAS の中心メンバーにとってきわめて重要な懸案であり続けた。そこで
ABAPSTAS は 1973 年までの間に少なくとも 5 回の会議を開催し、インテグレー
ションの是非に特化して議論を継続した。主たる参加者は ABAPSTAS 会員であっ
たが、そのほかには、盲人連合や視覚障害者連盟（ National League of the Blind 
& Disabled）等、複数の視覚障害関連組織からの参加もあった。参加者はおよ
そ 100 人であったとされ、その 8 割以上は、盲学校あるいは弱視学校での教育
経験をもつ視覚障害当事者であったが、学校卒業後の彼らは就労こそ実現して
はいたものの、その多くは経済的困窮に直面していた（Association of Blind 
and Partially Sighted Teachers and Students & National Federation of the 
Blind [1973] 7）。  
ABAPSTAS が意見書を通じて強調したのは、視覚障害者にとって最も重要なの
は、教育的な励まし（ educational boost）を与えられることにあるという点で
あった。さらに彼らは、すべての視覚障害者１５は晴眼児と同等あるいはそれ以
上のスキルと能力を持ち合わせているにもかかわらず、実際には多くの場合、
彼らが本来有している能力より著しく劣るばかりでなく、平均的な国民よりも
低賃金で社会的地位の低い職業に甘んじていると指摘する。実際、多くの視覚
障害者は失業状態か、将来的に賃金や地位の向上が期待できない袋小路的な立
場に追いやられ、貧困にあえいでいた。ABAPSTAS は、バーノン報告書の内容は
視覚障害者、とりわけ盲人のもつ力（strength）、可能性（ potentiality）、功
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績（ achievement）を過小評価するものであり（ Association of Blind and 
Partially Sighted Teachers and Students & National Federation of the Blind 
[1973] 9）、同委員会が盲学校教育の本質的問題を曖昧にしたまま、主張に一貫
性のない期待外れの報告書を作成したと糾弾した。  
では ABAPSTAS は、当時の盲学校教育のいかなる点を問題視したのであろうか。
第一は、教育の質である。このことについて、彼らが特に批判の目を向けたの
はモダン・スクールであった。彼らは国内のモダン・スクールに対し、貧弱で
野心も刺激もない、もはや学校としての機能を有していないと断じた。そして
こうした批判の根拠として、ABAPSTAS はモダン・スクールに在籍する生徒が示
す点字の読み能力の不足を挙げ、 1969 年から 70 年にモダン・スクールに在籍
する一部の盲児を対象として実施された点字読解試験の結果を挙げ、11 歳の生
徒のうち 36％が平均以下の成績であったことを問題視した（ Association of 
Blind and Partially Sighted Teachers and Students & National Federation 
of the Blind [1973] 11）。たとえ視覚障害があっても、それ以外の重度な障害
を併せもっているのでない限り、彼らは義務教育を修了した時点で晴眼児より
高いスキルと能力を十分にもち合わせているべきであるし、視覚障害児に対す
る学校教育はそれを目指すべきであるというのが ABAPSTAS の主張であった。  
ABAPSTAS が問題視した第二は、戦後の再編に際して整備された盲学校の三分
岐中等教育制度である。 ABAPSTAS は、三分岐制度が、わずか 11 歳の時点での
試験結果によって、子どもを高度な学問コースと非学問コースに二分する選抜
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的な制度であると指摘したうえで、大多数の子どもが、モダン・スクールに振
り分けられる実態を問題視した。彼らはモダン･スクールでの教育を「行き止ま
り教育（educational dead end）」であると非難し、その理由として高等教育へ
の道が閉ざされているうえに、卒業後は「収入も社会的地位も低い、小規模で
不安定な袋小路的職業につながってしまうこと」を挙げている（Association of 
Blind and Partially Sighted Teachers and Students & National Federation 
of the Blind [1973] 11）。さらに、近年では、たとえ視覚障害があっても高等
教育機関での教育経験を有していれば、より高い収入と社会的地位の得られる
職業に就くことが可能になってきていることを指摘したうえで、近年、通常学
校では中等学校の三分岐制度に対する批判が高まり、コンプリヘンシブ学校設
置への動きが加速しているにもかかわらず、バーノン委員会がいわば旧時代の
制度である三分岐型盲学校の維持を支持していることに異論を唱えている。  
第三は、ABAPSTAS にとって最大の批判の矛先であった視覚障害児に対する分
離教育の維持である。彼らは、とりわけ寄宿制盲学校への就学に伴って生じる
家庭や地域コミュニティからの分離を問題視し、寄宿制盲学校は視覚障害児か
ら家族や地域コミュニティの中で成長する可能性と、それによって期待される
あらゆる教育的効果をはく奪するものだと断じた（Association of Blind and 
Partially Sighted Teachers and Students & National Federation of the Blind 
[1973] 11）。加えて、分離教育にはあらゆる子どもと共に成長し活動するとい
う教育の基本的要素が欠如していることから、盲学校は学校教育の役割を十分
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に果たしえない存在であると彼らは主張した。「障害当事者は、一般の社会で生
活ことを希望しているし、またいずれは必ず生活しなくてはならない」と彼ら
は 主 張 し た （ Association of Blind and Partially Sighted Teachers and 
Students & National Federation of the Blind [1973] 11）。当時、モダン・
スクールを卒業した生徒の大多数が継続教育機関に、進学していた事実に加え
（第 2 章第 3 節参照）、もし早期教育を受けようとすれば 2 歳から、たとえ早期
教育を受けなくても義務教育開始年齢の 5、6 歳から、18 歳もしくは 21 歳まで、
きわめて長い期間にわたり、視覚障害児が家族や地域コミュニティと分断され
た場で生活している実態こそ、視覚障害者の社会的地位の向上を阻む最大要因
であるというのが同組織の確信であった。それゆえ、バーノン報告書が国内に
ある数少ないインテグレーションをも十分に言及しなかったことを批判したの
であった。  
このように、ABAPSTAS による批判は、直接的にはバーノン委員会の見解に対
する批判であったが、それと同時に戦後まもなく導入された三分岐教育制度の
限界を指摘するものでもあった。こうして、かつて視覚障害当事者であるパー
スとイーガーの手によって実現した大規模寄宿制盲学校は、1970 年代初頭にお
いて、視覚障害当事者によって批判の矢面に立たされることとなったのである。
その背景には、1950 年代半ば以降のイギリスにおける産業構造の変化や、盲人
授産所の変容によって深刻化した視覚障害者の失業や貧困があった。 
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（２）インテグレーション要求とその具体的内容  
分離教育を批判した ABAPSTAS は、盲学校に代わる教育方法としてインテグレ
ーションを主張する。彼らは、重複障害児を除くすべての視覚障害児は就学前
教育、すなわちナーサリー・スクールから大学まで、一貫して障害がない子ど
もと共に通常の学級で教育を受けるべきであると主張した。さらに、その実現
手段として ABAPSTAS は盲学校及び弱視学校を廃止し、全国の通常学校の中から
40 校を抽出してそこに特殊ユニットを設置し、視覚障害教育の専門家を配属す
るよう要求した。とはいえ ABAPSTAS は、インテグレーションがもたらす意義に
ついて必ずしも無条件で期待を寄せていたわけではなかったし、とりわけ大規
模の通常学校では、少数者である視覚障害児のニーズが適切に充足されない懸
念があることも予測していた (Association of Blind and Partially Sighted 
Teachers and Students Bulletin [1974] 32-33)。それゆえ、支援がないもし
く は 不 十 分 な 状 態 で の イ ン テ グ レ ー シ ョ ン は 、 ア シ ミ レ ー シ ョ ニ ズ ム
（assimilationism）に過ぎないと断じていたほか（Low [1981] 5-6）、アリス
トテレスの引用を用いて「不平等さとは、等しい者同士を不平等に扱うことと
同様に、等しくない者同士を平等に扱うことからも生じうる」と支援の重要性
を明快に述べていた（ Low [1981] 7）。インテグレーションの成功には通常学校
に視覚障害教育の専門家を配置することが不可欠であり、それが実現できれば
盲学校や弱視学校は役目を終えた存在となるというのが同組織の考え方であっ
た。 
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（３）ABAPSTAS による一連のインテグレーション要求運動とその特徴  
ABAPSTAS による盲学校批判とその解決策としてのインテグレーション要求
は、教育省への意見書提出に留まらなかった。とりわけミリガンとロウはこの
問題について広く社会にアピールするため、マス・メディアを積極的に活用し
て自らの主張を展開した。 1973 年から翌 74 年にかけて、彼らによる盲学校批
判は、いずれもイギリス国内の主要な新聞であるタイムズ紙教育版（ Times 
Educational Supplement）をはじめ、ミラー（ Mirror）、ヨークシャー・ポスト
（Yorkshire Post）などの各紙に少なくとも 4 回掲載されている (表Ⅲ-2-1)。
具体的にミリガン及びロウは、盲児では 9 割以上が、また弱視児でも 7 割以上
は家庭や地域コミュニティから離されて寄宿制盲学校に就学していることを指
摘し、こうした教育形態が視覚障害児の心理的安定、社会性の発達、さらには
教育的発達に深刻な悪影響を及ぼしているとして、分離教育に対する批判を繰
り返した（Anonymous, 1974a; 1974b; 1974c）。加えて彼らは、盲学校の教育水
準が、2 校のグラマー・スクールを除けばいかに低劣であるかを強調したうえ
で、2 校のグラマー・スクールを含むすべての盲学校の廃校と、視覚障害児の
インテグレーションの実施を要求したのである１６(Anonymous, 1974a; 1974c）。
さらにミリガンとロウは、ABAPSTAS の活動拠点であったヨークシャー州のロー
カル・ラジオやテレビにも出演し、盲学校は非教育的なスクール・ゲットーで
あると過激な言葉で非難した（Association of Blind and Partially Sighted 
Teachers and Students Bulletin [1974] 9）。この時期の頻繁なマス・メディ
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アへの登場について、後年ミリガンは ABAPSTAS の会報において「 1973-74 年は
宣 伝 効 果 と い う 側 面 か ら 言 え ば よ い 年 で あ っ た 」 と 評 価 し て い る が
(Association of Blind and Partially Sighted Teachers and Students Bulletin 
[1974] 9)、この言葉は彼らが社会的支持を得るうえでマス・メディアの活用が
いかに有効であるかを熟知していたことを示している。  
 
 
表Ⅲ-2-1 ABAPSTAS の意見書に関する新聞記事の見出し (1974 年) 
日付 新聞
5月13日
ヨークシャー・ポスト
（Yorkshire Post）
5月14日 タイムズ（Times）
5月14日 ミラー（Mirror）
6月7日
ティーチャ―
（Teacher）
出典：Yorkshire Post, May 13th 1974; Times, May 14th 1974; Mirror, May 14th
1974; Teacher, June 7th 1974.
見出し
盲児をスクール・ゲットーから救出せよ（Bringing
blind children out of school ghettos）
盲学校の多くは「非教育的」（Most schools for
the Blind "are academically dead"）
盲児のための盲人による嘆願（The blind plead
for blind kids）
盲児を分離しないで―大臣への嘆願（Don't
segregate blind children: plea to minister）
 
 
 
さらにミリガン、ロウは NFB 代表として意見書に名を連ねたリードとともに、
インテグレーション実現のため、政府要職者にも面会を求めた。1974 年 5 月 13
日、ミリガン、リード、ロウの 3 人を含む計 5 人は、教育省を訪問し、政務次
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官（ Parliamentary Under-Secretary of State）  E.アームストロング（ E. 
Armstrong）に面談を求め、視覚障害児におけるインテグレーション推進の意義
を訴えた。アームストロングは、ABAPSTAS の主張に理解を示し、障害のある者
とない者が共に生きることは両者にとって利益となるし、障害のある者にとっ
ても早い時期から障害のない者の社会に慣れておくことは必要であるとして、
ミリガンらの主張に 同意した １７ （ Department for Education and Science 
[1974b] 1)。アームストロング政務次官とのこの面会は、 1974 年 5 月 14 日付
けのタイムズ紙に掲載され、記事のなかでミリガンは「視覚障害児が晴眼児と
共に教育を受けるという考え」に、政務次官が理解を示したとコメントした
（Anonymous, 1974c）。 
 このように、自説をアピールする手段として、マス・メディアや政府関係者
等、大きな社会的影響力を有する立場の組織や個人を利用し、ラディカルな主
張と過激でさえある言葉を用いて社会的関心を喚起しようとした手法は、
ABAPSTAS が中心となって展開したインテグレーション要求運動の特徴であっ
た。しかしこうした特徴は、実は ABAPSTAS のみならず、当時、イギリス社会で
盛んに展開された一連の障害当事者による抗議活動にも共通してみられるもの
であった。なかでも、 1960 年代半ばに M.デュボイソン（ Megan Duboisson）と
B.ムーア（ Berit Moore）の 2 人の女性障害者によって設立された障害者年金運
動組織（Disablement Income Group: 以下, DIG）と、障害の社会モデルの創出
など障害学（disability studies）の理論的基盤の形成に重要な示唆を与えた
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隔離に反対する身体障害者連盟（ Union of the Physically Impaired Against 
Segregation: 以下 , UPIAS）は、いずれも障害当事者運動の先駆であり、その
主張や運動展開の手法において ABAPSTAS と多くの共通点をもつ。とくに UPIAS
は、ABAPSTAS と同様にマス・メディアを巧みに活用し、ラディカルな抗議活動
を展開した組織として知られる。UPIAS の設立に中心的な役割を果たした P.ハ
ント（Paul Hunt, 1937-1979）は、幼少期からハンプシャー地域にある重度障
害者のための入所施設ル・コート・チェシャー・ホーム（ Le Court Cheshire Home）
で育った肢体不自由者であった。ハントが障害当事者運動に身を投じたきっか
けは、入所施設の運営がすべて健常者に手によって行われている現状に疑問を
抱いたことであった。そこで彼は、自らの生活の場である施設の運営に対し、
入所者が発言する権利を要求して運動を開始する。移動が困難な彼は、書簡を
通じて施設外の障害者にも運動への同調を呼びかけたが、その範囲はイギリス
国内にとどまらず、アメリカ、スウェーデンなど海外にまで及んだ（Finkelstein 
[2001] 3）。のちにハントとともに、権利擁護活動に従事し障害の社会モデル提
唱者となる V. フィンクルスタイン（ Vic Finkelstein, 1938-2011）との出会
いも、こうした書簡を通じたやり取りがきっかけであった。さらにハントは、
自らの主張の場を手紙から、新聞などのマス・メディアやあるいは各種の障害
者組織の会報へと拡大していく。同じく肢体不自由者でハンプシャー州障害者
連合（ Hampshire Coalition of Disabled People)の会長である P.メイソン
（Phillip Mason）は、ハントが障害者のリーダー的存在となりえた理由の一つ
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は、こうしたマス・メディアの巧みな活用があったと指摘する（ Campbell & 
Oliver [1996] 64）。ハントは彼の意見に賛同する障害当事者と共に、「障害者
自身が自らの環境をコントロールすることの必要性、重要性」を訴えたのであ
る（Campbell & Oliver [1996] 65; 田中 [2001] 6-7）。  
しかし、ABAPSTAS と UPIAS による運動はマス・メディアの有効な活用という
点ではたしかに類似していたが、障害に対す認識そのものには大きな違いがあ
った。障害の社会モデルを提唱した UPIAS は、障害者とは社会のなかで抑圧さ
れた集団であるとして、身体障害者を無力化しているのは社会であり、ディス
アビリティとは、我々のインペアメントにさらに加えて、社会的に強いられた
ものであると主張した (Union of the Physically Impaired Against Segregation, 
1976)。しかし ABAPSTAS は、障害が社会によって強いられた結果であるとする
社会モデルの考え方には反対であった。このことについて、ミリガンは、次の
ように述べている。  
 
私は、視覚障害が社会的に作られた障害（ handicap）だと主張する人々に
異議を唱える。もし仮に、世界中の人間のほとんどを視覚障害者が占め、
我々に適した環境を整え、晴眼者を我々の意思通りに動かすことができ、
そして、我々自身障害に気づいていないと仮定しても、それでもなお視覚
障害とは重度の障害であると主張したい。したがって、私は視覚障害とは
社会的に作られた障害であるとは考えない。  
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（Magee & Milligan [1995] 38） 
さらに、こうした考え方は、ミリガンひとりのものではなかった。同じくリー
ドもまた、UPIAS が主張する障害の社会モデルに反論している。  
 
ハントとは一度対面したことがある。しかし、彼は典型的な偏ったマルク
ス主義者で、頑固で冷淡で社会性が欠如しているとの印象を受けた。とも
あれ、彼の提唱した「障害の社会モデル」は世界的にも影響を与えた。し
かし、私個人としては、彼はそれを無条件に推し進めようとし過ぎている
と感じる。例えば、彼はどんなに複雑なニーズを有する子どもであっても、
通常学校で学ぶべきであると主張する。我々 ABAPSTAS はインテグレーショ
ンを主張しながらも、重度重複障害児については特殊学校が必要であると
述べた。ハントの答えは、資源さえ十分に整えば可能であるという単純な
ものであったが、私にはそれは実現不可能なユートピアに思われた（ Reid 
[2011] 7）。  
 
ミリガンやリードの指摘は、インテグレーション要求運動を展開した ABAPSTAS
が、単なる障害の社会モデル支持者ではなかったことを示しているが、このこ
とはその後、1970 年半ば以降、ABAPSTAS と盲学校教育関係者との協力において
インテグレーション構想を具体化する過程で、単に一つ屋根の下で学ぶことに
留まらず、具体的な支援体制の在り方を含めた議論が展開したことに結びつい
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ていったと思われる (詳細については第 3 章第 3 節で後述する )。  
 
（４）盲学校関係者・当事者による ABAPSTAS への反論と 1960 年代末における
盲学校教育の質的改善  
ABAPSTAS による盲学校批判に対し、盲学校関係者からは「正当性のない仮説
に基づいた」（Vernon [1974] 36）、「真実の甚だしい曲解である」（ Heads of ILEA 
Schools [1975] 56-57; Humpston [1975] 120-124）との批判の声が上がる。し
かし、ABAPSTAS の批判が盲学校関係者に対していかに強い衝撃を与えたかは、
彼らが指摘した盲学校の問題点を検証するため、 1975 年にロンドン市インナ
ー・ロンドン地区盲学校校長会（ Heads of Inner London Education Authority 
Schools）によって全国の盲学校を対象に実態調査が行われたことからも明らか
である（Heads of ILEA Schools [1975] 56-57）。  
さらに、ABAPSTAS の主張は、彼らと同じ立場にあるはずの視覚障害当事者か
らも批判された。例えば、チョーリーウッド盲学校を卒業した後、通常学校に
教員として勤務していた M.ウィルソン（ Margaret Wilson）や、ウースター盲
学校の卒業生である K.ウィットン（Kenneth R. Whitton）は、「すべての視覚
障害児が盲学校で教育を受けるべきであるとは思わない」と指摘した上で、イ
ンテグレーションが成功するのは注意深く選択された特定の子どものみにとっ
てのみであり、しかも十分な物質的・人的支援が得られる場合に限られるとの
見解を示した。そして、すべての盲学校の廃校を求める ABAPSTAS を「視覚障害
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者個人にとっての真のインテグレーションを理解していない」と批判し、盲学
校は引き続き存続しなくてはならないと主張した。ABAPSTAS は障害当事者組織
でありながら、その主張は盲学校教育関係者のみならず、視覚障害者自身から
も批判を受けることとなったのである。  
ところで、ABAPSTAS がその劣悪さを糾弾した盲学校教育の実態はどのような
ものだったのであろうか。実は、1960 年代後半において、イギリスの各盲学校
はさまざまな教育内容の改善に取り組んでいる。例えば、リバプール盲学校と
セ ン ト ・ ビ ン セ ン ト 盲 学 校 で は 、 ア メ リ カ か ら 歩 行 訓 練 の 専 門 家
(peripatologist)であるウエストミシガン大学（ University of West Michigan）
講師 R.ラ・デゥーク（ R. La Duke）を共同で招聘し、 6 ヶ月にわたって自校の
教員に対する指導を依頼している（Royden [1991] 229）。歩行指導については、
また、同様にバーミンガム・ロイヤル盲学校でも、ノッティンガム大学のレオ
ナルド教授（Leonard）をはじめとする歩行訓練の研究者を招き、遅くも 1968
年 ま で に は 正 式 に 盲 学 校 の カ リ キ ュ ラ ム の ひ と つ と し て 導 入 し て い る
（Birmingham Royal Institution for the Blind [1969] 6）。  
教育内容・方法の改善は、教科教育についても試みられた。ヘンショー盲学
校では 1967 年から、またバーミンガム・ロイヤル盲学校でも 1969 年からは、
中等教育修了資格試験である CSE を生徒に積極的に受験させている。CSE は全
員参加ではなく、希望者のみが受験すればよい種類の試験ではあったが、通常
学校では 1965 年の時点ですでに全国の満 16 歳の生徒 159,900 人のうちおよそ
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4 割が参加するほど普及していた（ Department of Education and Science 
[1967a] 27）。ヘンショー盲学校では 1967 年には 5 人の生徒が、69 年には 10
人が英語の教科を受験している（Henshaw's Institution for the Blind [1967] 
5; [1969] 5）。さらにバーミンガム・ロイヤル盲学校では初年度の 1969 年には
7 人が、翌 70 年には 10 人が試験に参加している（Birmingham Royal Institution 
for the Blind [1970] 3-4）。  
CSE 受験者拡大の試みとともに、盲学校では CSE の合格を目的として教育内
容・方法の改善もみられた。これにより、例えば以前は重視されていなかった
図表などの指導にも力が入れられた。バーミンガム・ロイヤル盲学校では、盲
児の図表の指導に活用するため、原版に記された文字や図の凹凸を専用のビニ
ールシートに転写することで触図が作成できる真空成型器（サームフォーム）
を購入している（ Birmingham Royal Institution for the Blind [1969] 5）。  
また、従来、多くの盲学校で十分な指導が行われていなかった理数科教育の
改善を図るプロジェクトが開始されたのもこの頃である。このプロジェクトは、
ナフィールド財団１８の後援のもとで、中等教育段階における盲児の理科･数学
の振興を目的として 1965 年に開始した 3 年間のプロジェクト研究であった。中
心となったのは、ウースター盲学校及びチョーリーウッド盲学校の理数科教員
といずれも中等グラマー・スクールの教員であったが、同プロジェクトにはこ
れに加えて、シェフィールド盲学校校長の F.トゥーズ（Freddie Tooze）ら、
モダン･スクールの教員 3 人、通常学校の教員 1 人が参加した（表Ⅲ-2-2）。  
166 
 
 
表Ⅲ -2-2 ナフィールド財団後援プロジェクトメンバー  
R.C.フレッチャー（R.C. Fletccher） ウースター盲学校校長
S.C.ステファンソン（S.C. Stephenson） ウースター盲学校化学専任教員
G.W.ブルックス（G.W. Brooks） ウースター盲学校物理専任教員
R.W.ボンハン（R.W. Bonham） ウースター盲学校数学専任教員
W.J.ピクルス（W.J.Pickles） ウースター盲学校クラフト専任教員
D.A.マコル（Miss D.A. Mchugh） チョーリーウッド盲学校校長
A.M.スミス（Miss A.M.Sims） チョーリーウッド盲学校数学専任教員
F.H.G.トゥーズ（F.H.G.Tooze） シェフィールド盲学校校長
J.ウィッタカー（J.Whittaker） タプトン・マウント盲学校副校長
A.O.ピクルス（A.O. Pickles） ドートン・ハウス盲学校理科専任教員
通
常
学
校
関
係
者 R.ハーウッド（R. Harwood） ウースターテクニカル・カレッジ物理専任教員
出典：Fletcher（1968）The teaching of science and mathematics to the blind. p.ii.
モ
ダ
ン
・ス
ク
ー
ル
関
係
者
グ
ラ
マ
ー
・ス
ク
ー
ル
関
係
者
 
 
このプロジェクトでは、盲児の理科や数学の指導に必要となる点字図表やレ
ーズライターなどの教材・教具の開発、さらには A.ウレックスラー（ Alexander 
Wexler, 1888-？）が 1950 年代に開発した感光器（light probe）を活用する
ことで、盲児が理科の観察や実験に自発的に参加できる指導法を考案した１９。
プロジェクトの成果は、国内のみならず、海外においても公開され、例えば、
1967 年にボストンで開催された国際盲教育学会（International conference of 
Educators of Blind Youth）において、同プロジェクトに関するワークショッ
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プが行われている（Fletcher [1968] 4）。このワークショップには日本の盲学
校関係者も参加している。 
それでは、この時期に理数科教育の充実が実現した理由は何であったのだろ
うか。理由の一つは、1950 年代に盲人の新たな職種として理学療法士が注目さ
れるようになったことである。理学療法士としての就労への期待は、多くの盲
学校において理数科教育の重要へと結びついた（Bradnack [1955] 33）。  
理数科教育の充実が実現したもうひとつの理由は、とりわけグラマー・スク
ールにおいて、理科と数学の教育水準の向上が喫緊の課題となっていたことで
ある。視覚障害のある生徒にとって、しばしば実験や観察などを伴う理数系科
目は、修得が困難な科目のひとつであった。この問題を解決するため、ウース
ター盲学校では、ケンブリッジ大学で化学博士の学位を取得した H. クラーク
（Herbert Clarke）を化学の教員として雇用し、また、新たな化学室を設置す
るなど、化学エンジニアとしての職歴をもつ J.オリエ（John Orie）２０学校理
事長のもとで、これまで以上に科学分野の教育に力を注いだ。さらに 1959 年か
らは、それまでは選択科目であった化学を必修化している。しかしそれでも、
大学で理数系の大学に進学する者は現れず（ Fletcher [1984] 41）、理数系の大
学に進学するための条件であった GCE 試験、それも実技試験を含む A レベル
（GCE-A level）２１の受験に対応しうる教育の提供が求められたのである。  
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２．ABAPSTAS による社会的不平等の解消要求とその実現手段としてのインテグ
レーション構想  
（１）創設メンバーの経歴  
それでは ABAPSTAS が、盲学校批判とインテグレーション要求を展開したのは
なぜだったのであろうか。この背景について把握するため、同団体の創設者の
経歴と団体設立の目的、ならびに活動の特徴について明らかにする。  
ABAPSTAS は 1970 年、ミリガン、リード、ロウの３名の視覚障害当事者によ
って設立された。図Ⅲ -2-1 は ABAPSTAS 設立に至る経緯を示したものである。3
名のなかでもとくに強硬なインテグレーション支持者であった最年長のミリガ
ンは、1923 年にスコットランドのグラスコーにあるゴーバルス（ Gorbals）と
いうスラム街で出生した。生後 18 ヶ月のときに網膜芽細胞腫で両眼の摘出手術
を受け、全盲となるが、ゴーバルスは当時としては珍しかったインテグレーシ
ョンを推進していたことから、初等学校、中等学校のいずれも、専門教員の支
援を受けて通常学校に在籍した（Magee & Milligan [1995] vii）。中等学校卒
業後はエジンバラ大学を経てオックスフォードにあるバリオル大学大学院
（Balliol College）に進学している。  
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M.ミリガン
（Martin Milligan,
 1923-1993)
F.リード
(Fred Reid, 1937- )
C.ロウ
（Colin Row, 1942- )
1920 
1923年：スコットランド、エジンバラにて出
生、18ヶ月で失明
1925
1930 統合教育を受ける
1935
1937年：スコットランド、エジンバラにて出
生
1940
1941年：エジンバラ大学に入学、西欧マル
クス主義哲学を専攻。共産党に入党(18
歳）
Glasgow's Socialist Sunday Schoolで教育
を受ける
1942年：スコットランド、エジンバラにて出
生
1945 1945年：3歳で失明
1950 速記者や事務補助として生計を立てる
1951年：14歳で両眼網膜はく離により失明
1952‐1958年：エジンバラ盲学校で教育を
受ける（10歳-21歳）
1955
1959年：リーズ大学にて念願の教職に就く
1958年：エジンバラ大学入学、歴史学を専
攻する（21歳）。盲人連合（NFB）のメンバー
となる
1960
1965
1970
1975
1980
1985 1987-1988年：盲人連合（NFBPS）会長を
務める
1990- 1993年：2月死去
2000-2009年:王立盲人協会（RNIB）会長
を務める
2003-現在：ヨーロッパ盲人連合（EBU)会
長を務める
2006- 現在：上院議員を務める
1962年：大学卒業。その後クィーンズ・カ
レッジ、オックスフォードに進学。
1960年代前半：盲人連合（NＦB）と意見が
対立、辞任
1966年：ウォーリック大学で講師として教鞭
をとる。
1967年：社会史で博士号取得
1972-1975年：盲人連合（National
Federation of the Blind and Partially
Sighted、旧：ＮＦＢ）会長を務める
1974-1987年、
1999-2006年：王立盲人協会（RNIB）理事
を務める
エジンバラ盲学校入学
ウースター盲学校（グラマー・スクール）へ
進学
オックスフォード大学、
ケンブリッジ大学で学ぶ
1968-1984年：リーズ大学で刑法学・犯罪
学（law and criminology）を教える。ミリガン
と出会う
1970年：ABAPSTAS結成
ミリガン：47歳、リード：33歳、ロウ：28歳
1973年：バーノン報告書意見書作成・提出
 
図Ⅲ-2-1 ABAPSTAS 設立までの経緯  
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ミリガンは大学時代、西欧マルクス主義哲学を専攻するが、マルクス哲学と
の出会いは、その後の彼に思想に決定的な影響をもたらすことになる。「すべて
の国民が貧困におびえることなく才能を最大限発揮し自由に生活できる公平な
社会」の哲学としてマルクスに傾倒した彼は、その後マルクス哲学への理解を
更に深めるため、大学院でヘーゲル哲学史を学んでいる（ Magee & Milligan 
[1995] vii; Reid [1993] 11）。こうして、マルクスによって社会変革への熱意
を喚起された彼は、大学時代に共産党に入党し、 1993年死去するまで党員とし
て積極的な活動を続けた。しかしこの党員活動により、彼は二重の苦悩を背負
うこととなる（ Magee & Milligan [1995] viii）。バリオル大学を優等学位で卒
業した彼は、大学院での研究の傍ら、大学講師の職を求めた。反共産主義が蔓
延しつつあった当時のイギリスにおいて、視覚障害であるうえに、マルクス主
義を支持する共産党員を雇用する大学はなかった（ Magee & Milligan [1995] 
viii-ix; Reid [1993] 11）。当時の心境をミリガンは次のように語っている。  
 
私はそれまで盲人とはただ単に視覚が欠如した普通の人々だと考えていた。
しかし、（中略）自立した生活を送ろうと思うのであれば、晴眼の雇用者が盲
人に対して用意した職業に就くしかないということの確信を得た（ Magee & 
Milligan [1993] 52） 
 
7年に及ぶ失業状態の後、ミリガンは経済的自立のためやむをえず盲人訓練
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施設に入所して速記者になるための訓練を受ける。速記者とは、製造職に代わ
るいわゆる盲人のホワイトカラー職業として第二次世界大戦後に開拓が進めら
れ た 新 た な 職 域 の ひ と つ で あ り 、 1960年 代 に は 約 600人 が 従 事 し て い た
（Ministry of Health, 1950; 1956; 1960; 1962）。しかし、大学院まで修了し
たミリガンにとっては、それは盲人の高い能力に対する晴眼者の無理解が原因
で盲人に与えられた、「晴眼者が目をつぶってでもできる」職業でしかなかった
（Reid, 2011）。  
その後ミリガンは、共産党新聞、ディリー・ワーカー（ Daily Worker）で、
自分の能力には釣り合わない事務補助職を得て、ここに 10年あまり勤務したの
ち、1959年にリーズ大学人文哲学部に講師として採用されている ２２。 
一方、リードは 1937年にエジンバラで熱心な共産主義者の家庭に出生した。
14歳のとき、両眼網膜はく離で失明し、1952年に通常学校２３からエジンバラ盲
学校（Royal Blind School Edinburgh）に転校する。そこで彼は「一生涯に渡
る友情を築くなど、そこでしか得られなかった貴重な経験を積む」一方、後の
ABAPSTAS設立につながる経験もしている。それは盲学校校長 C.アンダーソン
（Charles H.W.G. Anderson）との対立であった（Reid, 2007; 2011）。リード
は大学進学を希望していたが、校長は盲人授産所に入所し伝統工芸に従事する
という当時の一般的な進路以外の道を選択することには否定的であり、それゆ
え彼の進学希望に強く反対したという  (Reid [2007] 15)。すでに述べたように、
当時の伝統的な盲学校では、その前身である基礎学校の時代から一貫して、「勉
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強好きな生徒」よりも「産業社会で一流の伝統工芸を目指す」ことを重視し、
卒業後は盲人授産所への入所を前提として教育を行っていた（ College of 
Teachers of the Blind & National Institute for the Blind [1936] 11)。1950
年代当時、すでに盲学校卒業生には盲人授産所以外の進路も解放されていたが、
盲人授産所以外の進路についてはまだ多くの盲学校が消極的であった。しかし、
この校長との対立により、リードは盲学校に対し「盲人に対して高い期待がな
く、自ら進んで物事に挑戦しない限り誰もが無気力となる場」２４であるとの嫌
悪感を抱くようになる。 
盲学校卒業後、リードはエジンバラ大学で、ヨーロッパ史を専攻し、首席で
卒業する。しかし、その後、大学院への進学に際して、彼は再び盲学校時代と
類似の経験をすることとなる。盲人が歴史学を学ぶことは不可能だとして教授
から進学を反対された彼は、結局、クイーンズ・カレッジ・オックスフォード
（Queens College Oxford）に進学し、 1966年にはウォーリック大学で講師とな
る。また翌67年に社会史で博士号を取得している。こうして自らの進学をめぐ
って周囲の偏見と「不必要な社会的障壁」に直面した彼は（Reid [2007] 16-17）、
社会に対し強い不満をもつようになる。盲学校卒業後は盲人連合（ National 
Federation of the blind: 以下, NFB）に入団したが、組織内でもしばしば周
囲との対立を繰り返した。視覚障害者組織の不明確で漫然とした活動にいら立
ちを覚えた彼は、肢体不自由者を中心とした当事者組織である、DIGに入団して
いる（詳細については後述する）。このことについて、後年リードは当時を振り
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返って「鳥かごの中で飛び立とうとするような無駄あがき」をしていたと述べ
ているが、周囲との対立を繰り返すなかで、彼は問題を解消の方向へと導くた
めには問題を構造的にとらえ、多面的にアプローチしていく必要があることを
理解していく（ Reid [2007] 3）。詳細については後述するが、この考え方は、
後にABAPSTASの活動理念へと結実していく。  
3名の設立メンバーのなかで最年少であったロウもまた、ミリガン、リード
と同じくスコットランドで 1942年に出生した。3歳で失明したロウは、エジンバ
ラ盲学校、およびウースター盲学校で学んだのち、オックスフォード大学とケ
ンブリッジ大学で法律を専攻し、26歳のときリーズ大学で刑法学・犯罪学（ Law 
and Criminology）の講師となる。通常学校での在籍経験がないことと、大学卒
業後は比較的順調に希望の職に就いている点は、先述の 2名との大きな違いであ
る。しかし、ロウは戦後イギリス政府が打ち出した新しい福祉サービスの内容
に不満を持っていたことから NFBに入会し、そこでミリガンとリードに出会うこ
とになる。  
 
（２）大学着任後の困難と組織創設への決意  
このように、ミリガン、ロウ、リードはいずれも大学教員としての職を得た
が、視覚障害者にとって多岐に渡る大学での業務をこなすことは困難であった。
講義の準備のために事前に膨大な書籍と論文に目を通しておかなければならな
いことや、学生による手書きのレポートや筆記試験の採点、学内での会議資料
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の作成や発表準備など、すべて視覚に障害をもつ教員が独力で行うには困難な
内容であった。点字図書、音声図書、また点訳をはじめ資料のレイアウト等が
で き る 、 あ る 程 度 の 専 門 知 識 を 持 つ 晴 眼 ア シ ス タ ン ト も 不 可 欠 で あ っ た
（Association of Blind and Partially Sighted Teachers and Student [1970] 
2）。ボランティアこそいたものの、彼らは必ずしも業務に必要なスキルを有し
ているわけではなかったし、時間的にも不十分であった（ Reid [2007] 18）。こ
うした状況についてミリガン、リード、ロウは、彼らが職務を遂行するうえで
必要な支援は無償の奉仕活動ではなく、必要な技術と技能を有した専属の支援
者による有償の活動であるべきであると考えるようになっていく（Association 
of Blind and Partially Sighted Teachers and Student [1970] 1）。さらにミ
リガンらは、支援者に要する費用は、政府によって負担されるべきであると認
識するようになる（Association of Blind and Partially Sighted Teachers and 
Student [1970] 1）。こうして、自らの主張を政府に要求する活動の母体として
設立されたのが ABAPSTASであった。  
 
（３）当事者運動と障害者組織 DIG からの影響  
以上のように、ABAPSTAS 設立の直接的要因には創設メンバーが当時の職場で
直面していた困難があったが、障害当事者運動が活発化する 1960 年代という時
代背景にも支えられていた。戦後のイギリスでは、事業主に対し障害者を一定
の 割 合 雇 用 す る こ と を 求 め る 、 1944 年 障 害 者 雇 用 法 （ Disable Person 
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[Employment]Act）をはじめ、 1946 年には障害者の住宅生活に対する医療的支
援を各自治体が行うことを義務付ける国民保険サービス法（ National Health 
Service Act）が、そして 1948 年には障害者に対する経済的援助を保障する国
民扶助法（National Assistance Act）が制定されるなど、社会保障・社会福祉
政策も整備されつつあった。 1950 年代には「精神疾患に関する委員会報告
（Report of the Royal Commission on Mental Deficiency）」が政府によって
提出され、コミュニティケアという言葉が初めて公的に使用される。しかしな
がら、多くの障害者たちは依然として貧困状態にあったほか、コミュニティケ
アといいつつも、障害者は少しのサービスか、老人病棟あるいは慢性病棟への
入院かのいずれかを選択せざるを得ない状況にあった（田中  [2005] 59）。 17
歳のとき精髄損傷のため肢体不自由となった人物で、後に障害者権利運動家で
研究者となる M. オリバー（Mike Oliver）は、「コミュニティケアのレトリッ
クによって、施設で生活していた人々は、餓死する、凍死する、孤独死すると
いう権利以外を除いて、すべての権利を奪われた上で地域に放り出された」と
指摘している（ Oliver [1996] 7）。 
この時代背景のもと 1960 年代中期以降、障害者当事者による運動が活発化す
る。その先駆けとなったのが、 1965 年にデュボイソンとムーアの女性障害者 2
人によって結成された DIG であった。彼女らの目的は、政府に対し、当時設け
られていた障害者の年金等の所得保障政策を見直し、職に就いていない女性障
害者に対しても所得保障がなされるよう政府に改善を求めることであった ２５
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（Lynes [1974] 44-45）。DIG は、障害種を特定しないという点で障害種毎に組
織された NIB（1868 年創設）や NFB（1947 年創設）といった伝統的な障害者組
織とは明らかに異なる組織であったほか（Finkelstein [2001] 3; 田中 [2001] 
3）、トラファルガー広場での抗議をはじめとするラディカルな抗議活動を展開
したことでも知られている（Campbell & Oliver [1996] 152； Reid, 2007）。
彼女らによる障害者の公的所得保障を要求する抗議活動は、1970 年の慢性疾患
患者および障害者法（ Chronically Sick and Disabled Persons Act）の公布に
結実する（Campbell & Oliver [1996] 63; Reid, 2007; 田中  [2001] 6）。  
リードにとって DIGは、明確で現実的な目的を掲げた団体であり、社会との
良好な関係を保持することを最優先するがゆえ予定調和的課題にのみ取り組む
NIBやNFBとは明らかに異なっていた（ Reid, 2011）。これまでに直面してきた社
会的不利に憤りを感じていたリードは、DIGの明確で現実的な組織方針に惹かれ、
1968年から同団体の幹部を努めるなど DIGの一員として活動する（ Reid, 2011）。
そしてその2年後に ABAPSTAS設立へと踏み切るのであった。以下のリードの言葉
からもわかるように ABAPSTASは当事者運動と、DIGの影響を強く受け設立された
組織であった。  
 
DIGはアメリカにおける黒人の公民権運動のように時代の申し子であった。
彼女らはNFBに所属していた我々、マーティン・ミリガンとコリン・ロウそ
してフレッド・リードの 3人を発奮させた (Reid [2007] 17)。 
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（４）ABAPSTAS の設立目的と活動内容  
ABAPSTASの設立構想はミリガン、リード、ロウの 3名によって具体化され、
1970年に大学に所属する視覚障害当事者を中心とした組織として設立された
（ Association of Blind and Partially Sighted Teachers and Students & 
National Federation of the Blind [1973] 9； Reid, 2011）。  
すでに述べたように、ABAPSTAS は、バーノン報告書に対する意見書を通じて、
盲学校批判とインテグレーション要求を行ったが、同組織が、設立時に目指し
たのは、大学を含めた学校に勤務する教員や、大学で学ぶ視覚障害者に対する
人的・物的な支援体制の確立にあった。高等教育機関に勤務あるいは在籍する
視覚障害者に対し、支援者の確保と彼らに対する報酬の支払いを国に求めるこ
とに加え、点字図書、音声図書などの設備についても支援の充実を求めた (Reid, 
2011）。さらに、視覚障害者、なかでも大学教育を受けた視覚障害者の就業機会
の確保も重要な活動内容であった。例えば 1974 年には、RNIB の教育担当者と
共に国会に出向き、初等、中等学校において視覚障害教員を積極的に雇用する
よう要求している（ Department of Education and Science, 1974b）。さらに同
年には、失明した学校教員が障害を理由に職場を解雇されたことを問題視し、
労働裁判所への訴訟を通じて賠償金 3,700 ポンドを獲得している（Association 
of Blind and Partially Sighted Teachers and Students Bulletin [1974] 6）。
ABAPSTAS が国に対し求めていた支援者に対する報酬の支払いについては、1980
年代に政府による支援政策、「職業アクセス（ Access to Work）」２６が策定され
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たことにより結実し、それ以降、同組織の活動は次第に衰勢に向かう（ Reid, 
2011）。  
 
（５）インテグレーション要求とその本質  
こうした活動からもわかるように、ABAPSTAS の主たる関心は、直接的には盲
学校教育に向けられていたわけではなかった。それでは、同組織がインテグレ
ーション要求運動を展開した意図はなんだったのであろうか。  
盲児に対して長年の長期間にわたる分離的教育環境を強いる元凶として、
ABAPSTASが盲学校教育を強く批判していたことは、本章の第１節で述べたとお
りである。その主張の背景には、視覚障害者の多くが彼らが本来もっている能
力や、国民の平均よりも低い社会的地位と低賃金の職業に甘んじていることに
加え、多くの視覚障害者が失業し、あるいは袋小路的職業に追いやられている
こと、さらに、貧困に直面する視覚障害者が多く存在していることへの懸念が
あった。盲学校教育こそ、こうした就労問題・貧困問題を生じさせる重要な原
因のひとつであると考えた彼らは、家庭や地域コミュニティ、さらには同年代
の晴眼児からの分離を回避し、盲児の成長にとって必要な刺激と幅広い進路の
選 択 肢 が 得 ら れ る イ ン テ グ レ ー シ ョ ン に そ の 解 決 を 求 め た の で あ る
（ Association of Blind and Partially Sighted Teachers and Students & 
National Federation of the Blind [1973] 43）。  
こうした主張は、視覚障害者の失業や貧困問題を社会構造との関連において
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捉えようとする ABAPSTAS の考え方を反映している。 視覚障害者の貧困や失業
をイギリス社会全体の問題と結びつけて解決しようとした彼らの考え方は、
ABAPSTAS の活動の特徴であった多様な組織との協力関係からも理解すること
ができる。ABAPSTAS が協力関係を結んだ組織は、RNIB などの視覚障害関連組織
から、1971 年に設立した障害当事者組織であった障害者職業協会（ Association 
of Disabled Professionals）、さらにはイギリス最大の教員組織であった全国
教員組織（National Union of Teachers）等、多岐にわたったが、それは、彼
らが盲人の失業・貧困問題を解消するためにはこれを社会全体の問題として国
に働きかけていく以外に方法がないことを確信していたからであった（ Reid 
[2007] 4）。こうして、若き日のリードが学んだ「問題を解消の方向へと導くた
めには問題を構造的にとらえ、多面的にアプローチしていく必要がある」（ Reid 
[2007] 3）との認識は、 ABAPSTAS の活動形態の特徴として結実したのである。 
しかし、ABAPSTASがインテグレーションを主張したのは、単に就労あるいは
貧困問題の解決のためだけではなかった。彼らは、インテグレーションが「障
害のない人々に視覚障害及び、障害全般について正しく理解してもらえる」重
要な機会であると認識していた（Association of Blind and Partially Sighted 
Teachers and Students & National Federation of the Blind [1973] 44）。彼
らのインテグレーションに対する支持は、自らそれまでの人生で直面してきた
社会的偏見や、それによって被ってきた不利益によるところが大であった。な
かでも、ミリガンは、1993年に刊行した著書「視覚障害について（ On blindness）」
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の中で、知識・技能と十分な職務経験を持っていても面接にさえ呼ばれなかっ
た過去を回顧し、その理由がしばしば視覚障害者は事務所の階段を上ることが
できないからといった、視覚障害に関する誤った認識によるものであったこと
を指摘している（ Magee & Milligan [1995] 42）。他のABAPSTASメンバーもまた、
未だ盲学校卒業後は盲人授産所に入所するのが主流であった 1950年代にモダ
ン・スクールに在籍しながら大学進学を目指した、当時の規範からは逸脱した
少数者であった。それゆえ、自らが決めた進路を進む上で彼らは盲学校関係者
が抱く固定観念と闘わざるを得なかったのである。それを象徴するのが、当時
の盲学校在籍生徒であったリードと盲学校校長の対立である。  
このように ABAPSTAS は、盲学校関係者を含め社会全体が抱く視覚障害者に対
する偏見や固定観念に翻弄された当事者集団だったのである。そしてその脱却
には、インテグレーションが不可欠であった。 
こうして 1930 年代に構想された大規模寄宿制盲学校・長期教育システムは、
その実現から約 20 年後、視覚障害者の就労や貧困問題を取り巻く社会的偏見か
らの脱却を願う当事者団体によって痛烈な批判を浴びることとなったのである。 
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第三節 インテグレーションへの胎動  
１．インテグレーションをめぐる意見の対立から具体的議論への展開  
ABAPSTAS によるインテグレーション要求を契機として生じた、視覚障害児の
教育の場をめぐる視覚障害教育関係者間の意見の対立はその後も続いた。しか
し数年後になると、盲学校での分離教育か、それとも通常学校でのインテグレ
ーションかといった議論は、次第に視覚障害児のインテグレーションの具体的
在り方を問う議論へと集約されていくこととなる。例えば、バーノン委員会の
委員長を務めたバーノンは、1974 年に盲学校関係者向けの雑誌である「盲学校
教員」において、部分的ではあるがインテグレーションの意義を認める指摘を
行っている。Vernon（1974）は、ABAPSTAS が要求するすべての視覚障害児を対
象とした大規模なインテグレーション計画は賢明ではなく（ Vernon [1974] 
36-42）、仮に分離教育自体がいくつかの不利を持っていたとしても、インテグ
レーションが、自動的にそういったものを取り除くものではない（ Vernon 
[1974] 36）ことを断言しながらも、子どもによってはインテグレーションが有
効である場合もあると述べている。  
 
インテグレーションは、分離教育より有効的であるという主張の基盤はない
ものの、子どもによっては有効である場合があるであろう。（中略）年齢、能
力が高く、また十分に自立した盲児であれば、中等教育段階でのインテグレ
ーションは有効である可能性はある。  
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（Vernon [1974] 36） 
 
一方、ロンドン市内の盲学校校長会（ Heads of ILEA Schools）代表 P.ホーン
（P.Horne）及び R.G.ビックナル（ R.G.Bignall）は、インテグレーションの意
義を評価しながらも、現実問題としては多くの視覚障害児にとって有益なのは
盲学校や弱視学校であると指摘した。  
 
私たちは、通常学校で視覚障害児が学ぶことに反対ではない。実のところ、
私たちのような多くの盲学校や弱視学校が、通常学校で学ぶ視覚障害児に対
し支援をおこなっているのが現状であろう。しかしながら私たちは、多くの
弱視児や盲児の場合は、教員・生徒の割合が少なく、多くの経験と専門的な
教材教具がそろっている特殊学校でのほうがよい教育を受けることができる
と考える（Heads of ILEA Schools [1975] 56-57）。  
 
ホーンらが多数の視覚障害児にとって盲学校や弱視学校が望ましいと考えたの
は、通常学校でのインテグレーションになじめず、盲学校や弱視学校に転校し
てきた生徒の実態や、通常学校が直面していた財政難等の諸問題によるもので
あった（Heads of ILEA Schools [1975] 56-57）。  
インテグレーションをめぐるこうした議論は、バーミンガム大学視覚障害研
究所所長、M.トビン（ Micheal Tobin）と教育研究財団（ National Foundation 
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of Education and Research）の協同プロジェクト研究であり、視覚障害児のイ
ンテグレーションを取り巻く成果と課題、ジレンマを科学的に明確にした重要
な調査研究として、後に高い評価を受けることとなる（Gulliford [1977] 236）
「インテグレーション実現に向けて：通常学校に在籍する盲及び弱視児の事例
検討から（ Towards integration-A study of blind and partially sighted 
children in ordinary schools）」の実施に結びついた（ Jamieson, Parlett, & 
Pocklington, 1977）。この研究は、1974 年 9 月から 18 ヶ月にわたって実施さ
れたもので、プロジェクトリーダーを務めたトビンは研究の開始にあたり「イ
ンテグレーションはいまや情緒的な問題だけでなく、政策的課題となっており、
専門家からの情報を収集すべてき時がきた」（ Anonymous [1974c] 133）と指摘
している。  
さらにイギリスではインテグレーションを不動の流れとして明確に位置づけ
る出来事が起こる。1976 年教育法の制定であった。すでに述べたように、同法
は結局法的効力をもつことはなかったものの、障害児を可能な限り通常学校で
教育すべきであるという原理を具体化するなど、インテグレーションを国の基
本方針として位置づけた点で画期的な法律であった。同法はすべての障害児の
インテグレーションを無条件に推進するものではなく、インテグレーションが
実行不可能である場合や効果的な教育の提供と矛盾する場合、さらに法外な公
費歳出を伴う場合にはインテグレーションを推進する必要はないことも併せて
規定されていた。すなわち、通常学校、地方教育当局、さらには国にとって過
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度な負担とならない場合に限ってインテグレーションを推進するという限定的
なものではあったが、インテグレーションが国の教育方針として明確に位置づ
けられたことから、盲学校教育関係者内で発生していたインテグレーションに
関する議論はさらに具体化していく。  
例えば、RNIB は、 1976 年に教育省に宛てて盲児が通常学校で学ぶために必要
となる環境設備に関する具体案を提出している。これは、1976 年教育法に対す
る意見書として提出された公式文書であった。そこには、①盲児に関わる教員
は盲学校教員免許状を有していることが必要であり、またそれを法律上規定す
ること、②盲児は発達に 12-18 ヶ月（健常児と比べ）遅れがあることが研究か
ら明らかになっていることから、通常学校は個別に対応ができる程度小規模で
あることが望ましいこと、③点字教材を確保するため全国規模の点訳サービス
を確立する必要があること、そして④盲学校は、地域や全国レベルにおいて専
門的な支援をおこなう機関として重要な役割を持っているがゆえ今後も維持・
存続する必要があることであることが記されていた（ Royal National Institute 
for the Blind [1976] 1-5）。  
一方、ABAPSTAS も盲児のインテグレーションに不可欠な条件を次のように明
記し、政府に提出している。  
 
・専門家の支援が必要であること  
・盲児を教育することは基本的に資金がかかるものであること。盲児を通常
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学校で教育した場合にかかるコストと寄宿制盲学校で教育した場合にかかる
コストは変わらない  
・盲学校は重複障害児のための重要な教育機関であるが、視覚障害のみを有
する子どもにとっては不必要であること  
(National Federation of the Blind & Association of Blind and Partially 
Sighted Teachers and Students [1981] 2-4) 
 
両者が挙げたインテグレーション実現のための条件を比較すると、RNIB は盲
学校が専門性の拠点として維持・存続することを支持した一方で、ABAPSTAS は、
1973 年のバーノン報告書への意見書の内容と同様に、盲学校の存続はインテグ
レーションが困難な重複障害を対象とする学校として以外は認めない立場を取
っている点で大きく異なる。しかし、いずれの内容も、視覚障害児のインテグ
レーション実現に向けて必要となる具体的条件を述べている点では共通する。
RNIB を含む盲学校関係者は視覚障害児のインテグレーションがいかに困難で
あるかは熟知していたし、また晴眼児との単なる場の共有にははっきりとした
異論があった。また、 ABAPSTAS も視覚障害児のインテグレーション実現には、
十分に熟考された支援システムが不可欠であるという認識をもっていた。この
認識は、ミリガン及びリードが、障害とは何かという根本的な問題に対し、「障
害の社会モデル」を提唱したハントら（第 3 章第 2 節参照）とは異なる立場を
有していたこと、すなわち視覚障害とは、たとえどんなに社会が変容したとし
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ても重篤な障害であることに変わりはなく（ Magee & Milligan [1995] 38）、そ
れゆえ資源さえ整えば重複障害を含めあらゆる子どものインテグレーションが
可能であるという考え方は「実現不可能なユートピア」（ Reid [2011] 7）にす
ぎないとの現実理解に裏付けられたものであった。  
 
２．特別ニーズ教育の到来と盲学校の衰退・縮小  
さらに、1976 年教育法が制定されたのとほぼ同時期、イギリスにおいてイン
テグレーションを加速させていくことになるもうひとつの政策が進行していた。
それは 1980 年代以降の特別ニーズ教育に多大な影響を与えることとなるウォ
ーノック委員会の設置であった。ウォーノック委員会は障害児に対するイギリ
スの教育制度を再検討し、同時に障害児のニーズを医療的側面から捉えた上で、
職業対策を含む障害児教育の在り方を審議することを目的とし調査を開始し、
さらに重要な任務として、1976 年第 10 条に示されたインテグレーションにつ
いても検討することも課せられていた（Department of Education and Science 
[1978] 1；  Jackson [2006] 65; Warnock [2005] 21；全国特殊教育推進連盟  
[1986] 7）。  
 
ウォーノックは、これまで障害種別ごとに特別な教育を施してきた特殊教育
に変わり、すべての子どもたちに共通して存在するニーズという概念に着目し、
子どものなかには、他の子どもよりも多くの教育的支援を必要とする子どもが
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いることを指摘したうえで、子どもを障害の有無ではなく、まずひとりの子ど
もとして捉えるべきであるとの認識を示した。この考えには障害児だけでなく
移民や要保護児など障害以外の理由から学習上支援を必要とする子どもも含ま
れていた。これによりウォーノック委員会は、当時主流であった医学的モデル
に対立した概念として教育的ニーズを、障害児教育ないし教育全体の進むべき
方向として位置づけることを勧告したのであった（ Warnock [2005] 10-11, 27）。 
ウォーノック報告書は、基本的には 1976 年教育法と同様にインテグレーショ
ンを支持したが、一方でインテグレーションを無条件かつ強行に推進すること
に対する配慮と慎重な態度を示した（河合 [2007] 383）。またとりわけ、特殊
学校などの分離された教育形態を完全に否定する立場はとらず、一部２７の障害
児にとっては引き続き重要な教育の場となると述べている。  
ウォーノック報告による提言はその後政府により検討され、1980 年に政府白
書「教育における特別なニーズ（ Department of Education and Science, 1980）」
が公表される。その中には、ウォーノック報告書の見解を反映し、障害児のイ
ンテグレーションの過程は継続されるべきであるが、通常学校が子どものニー
ズ に 十 分 対 応 で き な け れ ば 、 通 常 学 校 へ の 就 学 を 強 制 す べ き で は な い
（Department of Education and Science, 1980）としたのであった。この方針
は、翌年 1981 年教育法の施行とともに国の教育方針となったのである。  
 
さて、1981 年教育法は、決してすべての子どもたちを通常学校で教育するこ
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とを規定するものではなかったが、実際には、表Ⅲ-3-1 に示すように、同法制
定を契機に特殊学校の数は減少する（ House of Commons Education and Skills 
Committee [2006] 11）。 
 
表Ⅲ-3-1 特殊学校における在籍生徒数の推移（ 1977, 1979, 1987, 1991） 
年 生徒数
1977 135,261
1979 131,000
1987 107,126
1991 95,400
出典：Cole, T. (1989) Part or a part?
Integration and the growth of British
special education. Open University Press.
p.133.; House of Commons Education and
Skills Committee (2006) Special
educational needs, third report of session,
2005-2006. p.92.
 
 
その背景には、通常学校において特別ニーズ教育が整備されていく中で、こ
れまで特殊学校に在籍していた子どもたちの多くが地域の通常学校に流れてい
ったことがあった。そして、在籍生徒の減少を受けて廃校に追い込まれる学校
が出現したのであった（ House of Commons Education and Skills Committee 
[2006] 12）。 
盲学校も例外ではなかった。盲学校では、在籍生徒数の減少に更なる拍車が
掛かっていた。1982 年の時点で全国的に盲学校では定員充足率が 7 割程度であ
った（Royden [1991] 242）。生徒数の減少は、盲学校の財政に打撃を与えてい
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た。盲学校は、教育当局に対し、一人当たりの学費の値上げを申請しながら、
かろうじて経営を続けていたが、特別ニーズ教育が国全体の方針として示され
たことに伴い、通常学校における障害やニーズを有する子どもたちの支援体制
整備が進行するなかにあって、盲学校では将来的にも盲児がこれ以上増える見
通しは皆無に近かった。ロイヤル・ビクトリア盲学校は 1983 年の年次報告書の
中で、「今後 2 年間で同校に在籍する生徒の数は急激に減少するであろう」と予
見している（Royal Victoria School for the Blind [1984] 5）。 
こうしてついに、1982 年 5 月、教育省は、すべての地方教育当局及び盲学校
に対し、盲学校の今後の在り方を再検討するよう指示する。ロイヤル・ビクト
リア盲学校では 9 つの地方教育当局との会合の場を設定し、同校の存続の必要
性の説得を試みている。しかし、盲児の数の減少と国のインテグレーションに
対する積極的な姿勢などが原因となって、地方教育当局から盲学校の維持につ
いて十分な理解を得ることはできなかった。結果、同校は 1985 年、148 年続い
た長い歴史に幕を閉じることが理事長によって決議される（ Royal Victoria 
School for the Blind [1984] 5）。 
1985 年には、同じくバーミンガム・ロイヤル盲学校も 140 年近くに及んだ長
い歴史に幕を閉じている。理由は、ロイヤル・ビクトリア盲学校と同様に、生
徒数の急激な減少であった。  
その一方で、機能を変容させながら廃校から逃れた盲学校も存在した。一つ
は、リバプールにあるロイヤル盲学校（ Royal School for the Blind）である。
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1960 年代後半に初等学校からオール・エージ学校へと拡大を図った同校も、在
籍生徒数の減少から厳しい状況に立たされていたが、1983 年に、同校は重度の
学習困難（知的障害）を併せ有する、3 歳から 18 歳までの視覚障害児のための
学校へと機能を変容することで、廃校を逃れたのであった（ Royden [1991] 242）。 
 また、ヘンショー盲学校も同様に存続した学校であった。戦後以来比較的大
規模であり続けたヘンショー盲学校でも、1986 年にはその数は男子生徒 12 人、
女子生徒 14 人の合計 26 人にまで減少していた。そこでヘンショー盲学校はそ
の対策として 1985 年に盲聾生徒の学校へと転換する計画を打ち出している
（Henshaw’s Society for the Blind [1985] 23）。これは、 1984 年に盲聾児
の保護者による自助グループ、センス（ Sense）２８及び全国盲聾・風疹障害者
協会（National Association for Deaf-blind and Rubella Handicapped）から
の要望を契機に構想されたものであった。  
盲学校が盲聾児のための継続教育機関へと転換することについて、ヘンショ
ー盲学校校長 T. L. シード（T.L. Seed）は、「我々は、こうしたニーズがある
ことを知って以来、知識を深めてきたが、盲聾者がいかに制限された環境にお
かれているかだけでなく、彼らの潜在能力がどれほどまでに制限されているか
を知った。そして、私たちは、彼らが保有する最大の能力を発揮できるよう教
育環境を提供する次第である」  (Henshaw’s Society for the Blind [1985] 23)
と述べている。  
なお、ヘンショー盲学校は、この時期廃校に追い込まれたロイヤル・ビクト
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リア盲学校やバーミンガム・ロイヤル盲学校とは決定的に異なる点がある。そ
れは、ヘンショー盲学校の場合、視覚障害者の老人ホームや特別な支援が必要
な視覚障害者のセンターなどいくつかの施設を同時に経営していたことであっ
た。つまり、学校部門が経営難に陥っていても、多少たりとも財政的余裕があ
った。以上のようにして、1980 年代盲学校の多くはその機能の変化を余儀なく
され、それが不可能な学校については廃校を逃れることはできなかったのであ
る。 
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第 3 章註釈 
                                                   
１  ガリフォードは、 1971 年に出版した著書、「特別な教育的ニーズ（ Special 
Educational Needs）」において特別な教育的ニーズ概念を提起しており、1978
年のウォーノック報告書はその概念を採択している（ Tomlinson [1982] 73）。  
２ 就学前の幼児をもつ保護者に対してスピーチや言語指導を行う指導員
（Department of Education and Science [1969] 47）。  
３ 特殊ユニットとは日本でいう通級指導教室に該当するものであり、基本的に
特殊学級のように在籍児はいない。  
４実際に通常学校に在籍していた聴覚障害生徒の具体的な数字についての情報
は見当たらないものの、 Cole（1989）は、1940 年代に流行した風疹（ German 
measles）によって聴覚障害児が増加しながらも、聾学校在籍生徒数が減少傾
向にあったことをその根拠として挙げている。  
５19 世紀後期に見られた A.バーンヒル（Alexander Barnhill）による実践をヨ
ーロッパ古代のインテグレーションとみなす先行研究もある  (French 
[2007] 49)。盲人の院外救済を目的とした慈善組織、グラスゴー・ミッショ
ンの所長（Superintendent）を努めていたバーンヒルは、盲学校が十分に設
置されていなかった当時、盲児を最も効率的に教育するため、盲児の通常学
校での教育を試みた（ Jamieson, Parlett, & Pocklington[1977]48）。バー
ンヒルは、1873 年にウィーンで開かれた盲学校教員会議（ Conference for 
Teachers of the Blind）において、約 50 人の盲人が当時通常学校で学んで
いることを報告し、また 1875 年に執筆した著書、「盲学校教育の新時代（ A 
New Era in the Education of Blind Children）」にもその実践を記録してい
る（Cole [1989] 13; College of Teacher of the Blind and National Institute 
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for the Blind [1936] 218）。  
６ インテグレーションの対象となった子どもは、インテグレーションが実施
される前年度から盲学校教員によるタイピング、点字、歩行などの訓練を集
中的に受けた。必要となる教材教具はすべてセント・ビンセント盲学校で準
備し、インテグレーションが実施された期間、対象生徒は盲学校の寄宿舎か
らセント・ビンセント盲学校教員と共に通常学校に登校した。盲児は、盲学
校教員の支援のもと通常学校で学び、放課後は盲学校の宿舎に戻り、盲学校
教員による特別指導を受けた。  
７ニュージャージー州に居住する盲児は、州内に盲学校がないことから幼稚園
から高校とすべての教育を地域の通常学校で受けていた。  
８ ロンドン市では、 1947 年に 12 歳まで弱視児を通常学校内に設置された特殊
学級で教育し、その後、通常学級で教育を受けさせる形でのインテグレーシ
ョンが実施されていたことが報告されている（ Cole [1989] 117）。また、ヨ
ーク市では弱視学校に入学できず待機児となっている子どもたちの問題を解
消するためにインテグレーションを積極的に推進したことが報告されている
（Cole [1989] 118）。しかし、ヨークやロンドン以外の都市での試みは見当
たらない。  
９ CSE とは教科別に実施される試験であり、1960 年代初頭から通常学校（モダ
ン・スクール）では、一般的に実施されるようになっていた。  
１０ 情報が不十分であったことは、会議のなかで委員会の座長を M. ウォーナ
（ーMary Warner）と誤って報告していることからも伺える（ Anonymous [1974d] 
136）。 
１１ バーノン報告書は、視覚障害教育に携わる教員はフルタイムの教員養成コ
ースを受講するべきであると勧告したが、それに対し、 CTB は今後も十分な
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教員数を確保していくためにもパートタイムのコースも平行して維持してい
くべきであると述べた（ Jones & Hechel [1973] 118）  
１２ なお RNIB は、バーノン報告書が重複障害児への今後の支援の在り方につ
いて「地域によってはあらゆる障害種の特殊学校を統合させたキャンパスが
有効である」と勧告したことについては、視覚障害の専門性が低下すること
を理由に反対している。  
１３ 2008 年 7 月 29 日にリード宅にて行ったリード氏に対する聞き取り調査よ
り。 
１４例えば NFB 会員であった J.バスブリッジ（ John Busbridge）と B.ウイッキ
ンソン（Brian Wilkinson）は、NFB はあくまでも盲人就労に関して知識と感
心を有した視覚障害当事者組織であり、盲学校教育については意見を述べる
立場ではないと意義を申し立てている（ Low [1983] 53）。  
１５ なお ABAPSTAS は重複障害を除く視覚障害者としている。  
１６高い教育水準を認めながらもグラマー・スクールの廃校をも要求した背景
には、ABAPSTAS が知的障害を併せ持たない視覚障害児の分離教育の必要性
を断固として認めていなかったことが挙げられる。また、通常学校での支援
体制を確立し、視覚障害児にとって質の高い教育を提供可能にするためには、
インテグレーションを視覚障害児の主たる教育の場とする必要があり、分離
教育であるグラマー・スクールへの入学を選択肢として残すことは弊害であ
ると考えていた（ Association of Blind and Partially Sighted Teachers and 
Students Bulletin [1974] 12-13）。  
１７ なおアームストロング政務次官は、インテグレーションには肯定的であっ
たものの、即座に実施することは当時の通常学校の実状に鑑みれば難しいと
の見解も示していた。当時通常学校では、 15 歳までの義務教育年齢を 16 歳
195 
 
                                                                                                                                                     
に延長する議論が起こっていたが、多くの学校教員からは、すでに多くの問
題がある中、この延長に対して反対意見が出ていた（ Department for 
Education and Science [1974b] 2）。 
１８ ナフィールド財団とは車製造会社であったモリス・モーターズ（ Morris 
Motors）の創業者、 W. モーリス（William  Morris, 1877-1963)によって創
設された財団であり、 1950 年代頃からイギリスの教育省が科学教育の振興
に力を注ぐ中、積極的に資金援助を行ってきた財団として知られている
（Department of Education and Science [1968a] 11； Ministry of Education 
[1964] 26）。  
１９ ウェックスラーは長年ロンドンで初等中等教育及び大学教育に携わり、定
年退職後の 1955 年からは、自宅に実験室を作り毎週のように盲生徒を招き実
験科学と数学を教授していた。光の明暗を音の高低で示す盲人用実験器具で
ある感光器は、その体験の中で開発されたとされる（ Fletcher [1968] 2; 岡
村 [1964] 7）。とりわけ、ウェックスラーが、自宅実験室での経験をもとに
実験方法を図解入りで紹介した書著、「盲学校実験科学教授入門
（Experimental Science for the Blind-an Instruction Manual）」は RNIB
の協力のもと 1961 年にイギリスで出版され大きな話題となったほか、同年
には、関東地区盲教育研究会理科部会によって翻訳され、日本でも発行され
ている。1964 年には、全日本盲教育研究会と科学教育関係の 4 団体の共催、
文部省後援のもと、京都（京都府立盲学校）と東京（日本化学会講堂）の 2
会場においてウェックスラーによる講演会が実現しており、日本の盲学校教
育にも影響を与えた人物として知られている（岡村, 1964； 大川原 [1985] 
14; 鳥山 [2007] 142）。 
２０ ジョン・オリエは、第一次世界大戦の戦地で塩素ガス攻撃を受け負傷（失
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明）するまではシェル石油で科学エンジニアであった（ Fletcher [1968] 
41-42）。  
２１当時、大学進学には GCE の特定の教科の O レベルもしくは A レベル試験に合
格することが不可欠であった。中でも理数系の大学に進学するためには、
GCE-Aレベルを合格することが条件であった。 GCE-Aレベルとは Oレベルが理
論の試験であるのに対し、理論と実技の両者を含む試験である。  
２２リーズ大学は、 1980 年代に新しい学問領域として「障害学（ Disability 
Studies）」を世界に発信した大学としても知られている。ミリガンは最終的
には同大学の文学部長を務め 1989 年に定年退職している。  
２３初等教育時代はグラスゴーにある通常学校のソーシャリスト・サンデー・
スクール（Socialist Sunday School）で学んでいる。  
２４ 2008 年 7 月 29 日にリード宅にて行ったリード氏に対する聞き取り調査よ
り。 
２５戦後イギリスでは障害者のための年金保障政策が策定されたが、その対象
は一定年限以上、被雇用者としてもしくは自営業者として就労したものに限
られていた。すなわち、重度の障害等で就労できない障害者や、職に就くこ
となく家庭に入ったが未亡人となった女性障害者等は対象外であったのであ
る（Lynes [1974] 44）。 
２６ 「職業アクセス」は障害者が仕事をする上で、または仕事を始める際に生
じる困難に対応するため必要となる経費を補助する政策であり、 2011 年現
在も進められている。  
２７その中には重度重複障害をはじめ、重度の情緒、行動的問題がある子ども
たち、通常学校や通常学校内の特殊学級よりも親密で共同社会的な教育の場
を必要とする子どもたちなどが含まれていた（河合 [2007] 383）。 
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２８ 1955 年に当時、未だ十分に障害が認識されてないことから支援も十分にな
かった盲聾児の保護者によって創設された自助・支援グループである。当時、
母親が妊娠中風疹（ Rubella）に感染・発症したことを原因とする先天性盲聾
児が急増していた（ SENSE [2009] 1）。  
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 戦後のイギリス教育の枠組みを作った 1944 年教育法を直接の契機として、
それまで 5歳から 16歳までの盲児を同一の学校内で幅広く受け入れてきた同国
の盲学校は、年齢や視力、さらには適性・能力を基準として再編された。この
再編により、およそ 70 校の盲学校数は 16 校に統合され、そのすべてが大規模
な寄宿制盲学校となった。再編により、5 歳から 11 歳までを対象とする初等学
校と 12 歳から 16 歳までを対象とする中等学校が誕生したほか、従来同一の学
校に在籍していた盲児と弱視児も盲学校と弱視学校に分離された。中等学校に
ついては、子どもの適性・能力や教育目的によって、高等教育進学を目的とす
るグラマー・スクール、職業教育を目的とするテクニカル・スクール、その他
一般教養の習得を目的とするモダン・スクールの 3 つに分岐した。この抜本的
な盲学校再編計画は、1936 年に提出された盲学校教育報告（ 1936）の作成に関
与した NIB 事務総長イーガーと視覚障害当事者のパースらによって、以下の目
的をもって考案されたものであった。  
第一は、盲学校数の削減への対応である。イギリス政府は 1920 年代ごろから
第一次世界大戦以降の財政状況の悪化に伴い、教育・社会福祉の予算の見直し
に着手していた。当時の喫緊の課題であった教育費削減を具体化するため、1931
年にはレイ調査委員会が教育省により設置されている。レイ調査委員会は、定
員充足率の低い盲学校も多く存在するとして、盲学校数の削減を勧告したので
あった。  
第二は、盲学校教育の質の向上である。パースをはじめとする盲学校教育関
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係者は、全国に点在する盲学校を統合することにより、財源を少数の盲学校に
集中させ、これによって設備等の改善を実現しようと考えたのである。加えて、
複数の盲学校を 1 箇所に統合することにより、年齢、能力、適性が類似する等
質集団を確保し、より効率的な教育に結びつけたいとの意図もあった。  
第三は盲学校の社会的地位、さらには盲人の社会的地位の確立である。これ
については、とくに第二次世界大戦後、通常学校教育の改革であり、民主的市
民の育成にとって有効であると考えられた年齢、能力、適性に応じた教育改革
が本格化するなかで、盲学校教育関係者によって強く認識されるようになる。
盲学校再編に貢献した中心的人物のひとりであるイーガーによれば、進歩主義
教育の理念を反映した同教育改革は、「現代的発想」に基づく「子どもたちの自
由な発達への権利」を保障するものであった（ Eagar [1938a] 1）。それゆえ、
盲学校が通常学校と同様の再編を実現することは、盲学校が通常学校と同等の
教育機関として位置づけられるためだけでなく、盲児が一般社会から逸脱した
「特異な人間」とみなされないためにも極めて重要な意義を有していたのであ
る。 
盲学校の再編は、多数の盲学校に対して廃校を求めるものであったことから、
再編会議は紛糾をきわめた。とくに、国内の盲学校のおよそ 3 分の 1 を運営し
ていた各種の慈善団体からの反対は強硬であった。このとき難航する会議をと
りまとめたのがパースとイーガーであった。彼らは盲学校再編を実現するため、
教育省に対して積極的な関与を要請した。このように、大規模寄宿制盲学校は、
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政府からの外発的要因だけでなく、盲学校教育関係者側の要求、つまり内発的
要因があってこそ実現した。  
それでは、イギリス盲学校教育にとって戦後の学校再編はいかなる教育的、
社会的意義を有していたのだろうか。まず第一に挙げられるのが、教育の近代
化、すなわち主体性を重視した授業が展開されたことによる学校教育の発展と
充実である。戦後、等質集団の確保に成功した盲学校では、進歩主義教育の理
念に基づいて教育内容を刷新し、課外活動を充実させた。さらに、1950 年代以
降には、寄宿舎での生活の弊害を減じる目的において、それまで以上に地域や
保護者との交流機会を充実させていく。イギリスで初めて、寄宿舎職員を対象
とする研修が開始したのもこの時期である。盲学校を中心として開始した寄宿
舎職員研修会はその後、他の障害種でも寄宿舎職員育成の中心的役割を果たす
こととなった。また、1960 年代になると歩行訓練の指導法や理数科教育の教材
教具の開発なども盛んに行われるようになる。こうした発展は、すべての盲学
校で同様に実現したわけではなかったが、多くの寄宿制盲学校では、盲児が晴
眼児と同等に能力や適性を最大限に伸ばすための環境・設備が整備されていっ
た。こうした教育内容の充実は、大規模寄宿制盲学校への再編によって実現し
た重要な成果であった。  
 第二に挙げられるのは、限定的ではあったが盲人の社会的地位向上への寄与
である。そもそも盲学校再編計画には、盲人の社会的地位向上の意図が込めら
れており、それゆえ再編は通常学校と同様の形でハドウ・ラインに沿って実施
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されることに意味があった。盲人の社会的地位を、何を指標にしてはかるかに
ついては議論の余地があるが、一般雇用への進出もまた、社会的地位の向上を
図る一つの指標とみなすことができるとすれば、盲学校の再編は盲人の社会的
地位の向上に対しても一定の成果をあげたといえるであろう。というのも、盲
学校再編後、1944 年障害者雇用促進法をはじめとする法的整備とそれを支える
システム１の構築の成果もあって、戦前には見られなかった数の盲人が一般就
労に進出しているからである。しかしながら、限界があったのも事実である。  
国内では盲学校卒業生の一般就労の実現を目的として継続教育機関が設置さ
れ、1950 年代から 1960 年代初頭にかけて 21 歳までの長期教育システムが完成
するが、就労問題の根本的解決には至らなかった。盲人の一般就労が順調に進
展しなかった要因としては、戦後のベビーブームと女性の社会進出等に伴う就
職競争の激化や、雇用主が期待する人材の変化が影響していた。同国では大量
生産時代の到来とともに複雑な半自動機械が導入され、工場側もこれまでのよ
うな手先の技能や知識だけでなく、機械の複雑な構造を理解し、その監視・制
御ができる能力を従業員に期待するようになっていたのである（ハルゼー  
[1963] 18）。視覚障害当事者団体 ABAPSTAS は、その潜在的能力を開花できない
まま、低賃金、低身分の職業に就いているのは長期間にわたる大規模寄宿制盲
学校での生活に一因があると主張したが、いずれにせよ、戦後の盲学校再編は
盲人の社会的地位の向上を目指したものの、残念ながらその成果は限定的であ
った。  
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しかし、ABAPSTAS による盲学校批判とその解決策としてのインテグレーショ
ン要求は、盲学校関係者や視覚障害当事者との対立を招いたものの、その後イ
ギリスが特別なニーズ教育へと方向転換する中でインテグレーションの在り方
をめぐる具体的議論へと導く。これが、戦後の再編が盲学校教育にもたらした
第三の意義である。  
 
本研究では 1936 年に浮上した盲学校再編計画から、インテグレーションが志
向される 1980 年代初頭までの約 50 年間に焦点を当ててきたが、この間、盲学
校関係者は大きく 3 つの改革を思索してきたといえる。一つは、1930 年代に考
案され、戦後に実現した大規模寄宿制盲学校への再編であるが、他に挙げると
するならば、実現こそはしなかったものの、全国規模の盲学校の統廃合を提案
したバーノン報告書における再編及び、盲学校の廃校と通常学校における特殊
ユニットの設置を考案した ABAPSTAS によるインテグレーション構想であろう。
とりわけ大規模な寄宿制盲学校の設置を考案した 1936 年の再編計画と、
ABAPSTAS によるインテグレーション構想は、一見全く異なるように見えるもの
の、以下の点において共通する。  
一つは、いずれの改革構想もその根底には盲人の潜在的能力を最大限に開花
させるという理念が存在する点である。盲人授産所の入所には社会的秩序の習
得が求められ、一斉教授による授業が一般的であった 1930 年代には、学校を年
齢、能力、適性に分類するという方法は、個々の特性を最大限に伸ばしうる方
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法であると考えられていたし、またその約 40 年後は、その方法がインテグレー
ションであると考えられたのであった。  
二つ目の共通点は、視覚障害当事者が関わってきた点である。ABAPSTAS はイ
ンテグレーションこそが視覚障害当事者が望む教育形態であり、従来の盲学校
教育が当事者の意思を軽視してきたかのように主張したが（ Anonymous, 1974a; 
1974b; 1974c）、彼らが批判した盲学校教育もまた、パースという盲人福祉の改
革家であり、視覚障害当事者であった人物の尽力があってこそ実現したもので
あった。  
  
最後に今後の課題について述べておきたい。本研究で触れることのできなか
った問題として弱視教育の発展や経緯の検討を挙げる。弱視教育の歴史は 20
世紀初頭に設置された視力保存学級にさかのぼることができ、戦後は 1944 年教
育法と 1945 年教育大臣規則の施行を契機として弱視が一つの障害カテゴリー
として確立され、弱視学校が全国に設置されるなど、盲とは全く異なる独自の
発展が見られた。このように盲教育とは異なる歴史を歩んできたがゆえ本研究
では盲児のみに焦点を当てた。  
しかしながら 1970 年代盲学校批判をし、視覚障害児のインテグレーションを
推進した団体、ABAPSTAS は盲者及び弱視者による当事者団体で、さらに弱視が
含まれていることを強調した団体という特徴を持つ。すなわち、盲学校教育の
展開を正確に読み取るためには、弱視教育において見られた現状や課題につい
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ても分析していく必要がある。弱視学校の多くは小規模の通学制のものも少な
いため、廃校と開校を繰り返してきた。したがって、年次報告等の一次資料が
きわめて限られた部数しか存在しないという難題を抱えるが、後日を期して検
討したい。  
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終章註釈 
                                                   
１例えば、盲学校や職業訓練部門と正眼者工場の仲介役を担う、リプレイスメン
ト・センターや専門家（ Replacement officer）の配置、また盲学校と一般就労
の移行を強化するための継続教育機関の設置などが挙げられる。  
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